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はじめに 

 

Ⅰ. 研究の目的と背景 

 

 本研究の目的は、卒業後に保育関係に就職しないこととなった者の実態及び保育所等への就職を促

すためのキャリア支援に関する方策について研究することにより、保育人材確保施策に資する基礎資

料とすることである。 
 依然として拡大し続ける保育ニーズに対応するために、保育の受け皿拡充の施策が進められている

中で、保育人材の確保がいっそう喫緊の課題となっている。それは、待機児童が多い都市部だけの問

題ではなくなっている。都市部の保育の受け皿整備が進むことに伴い、人材が都市部だけでなくその

周辺地域や遠隔地からも呼び寄せられ、その結果、保育人材の不足が全国各地で生じている。 
そのような状況の中で、指定保育士養成施設（以下、「養成校」とすることがある）を卒業して保育

士資格を取得しながら、保育所等に就職せずに、保育関係とは異なる民間企業等へ就職する者が一定

数存在している。無論、どのような進路を選択するかについては、学生にその自由と権利が保障され

てしかるべきであることが前提であるが、一方で、指定保育士養成施設は、教員養成の開放性の原則

の下で教職課程として認定された課程を備える大学等と異なり、本来、保育士を計画的に養成するた

めに指定された施設として保育士養成に当たるという性格を持つ。多くの養成校が保育士養成課程と

教職課程を併設する中で、また保育士養成の各養成校における位置づけや経緯は様々であり、保育士

養成の実態や気風も多様化している。 
平成 30（2018）年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「保育士試験合格者の就職状況等に関

する調査研究」においては、保育士試験合格者への調査等を実施したが、今回は、養成校の卒業年度

の学生と養成校を対象として、その実態を明らかにすることにより、養成校における保育人材確保の

実態と課題及び方策について検討する。 
 
Ⅱ．調査研究の概要   
 
 本調査研究は、2019 年 6 月 24 日（内示日）～2020 年 3 月 31 日の期間において実施した。 
 調査は大きく、指定保育士養成施設で実施しているキャリア支援等に関する調査（指定保育士養成

施設調査）と、指定保育士養成施設卒業者の内定先等に関する調査（学生調査）の 2 本立てで実施し

た。それらの調査のそれぞれにおいて、質問紙調査とインタビュー調査を実施している。それぞれの

概略は以下のとおりである。 
 
（１）指定保育士養成施設で実施しているキャリア支援等に関する調査（指定保育士養成施設調査）  
①質問紙調査：指定保育士養成施設のプロフィール、就職内定状況、キャリア支援の方針、リカレ

ント教育や地域連携を含む養成施設による保育人材確保の取り組み等の実態について明らかに

する。 
②インタビュー調査：養成施設のキャリア支援及び保育人材確保への取り組みの実際及び地方公共

団体等と協働した先進事例等について明らかにする。 
（２）指定保育士養成施設卒業者の内定先等に関する調査（学生調査） 
①質問紙調査：当該学生の入学動機、進路選択の過程及び結果及びその理由や養成施設のキャリア

支援等のあり方について明らかにする。 
②インタビュー調査：当該学生の入学動機、進路選択の過程及び結果及びその理由や養成施設のキ

ャリア支援等のあり方について、個別具体的な過程等を明らかにする。 
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Ⅲ．本調査研究により期待されること 

 

 この調査研究を行うことにより、養成校において保育所等への就職を選択しない学生の実態の一部

を把握することが可能となり、保育人材確保のための養成教育やキャリア支援のあり方に対する示唆

を得ることができる。また、その望ましい取り組みに対する好事例等を示すことで、各養成施設の取

り組みへのガイドとして機能することが期待できる。 
以上の調査研究を踏まえて、養成施設における質の高い人材の確保と就業継続への取り組みについ

て本会として提案し、養成施設及び地方公共団体等の積極的な取り組みを促すことができる。 
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第 1 部 指定保育士養成施設で実施しているキャリア支援等に関する調査 

 

Ⅰ．指定保育士養成施設に対する質問紙調査 

 

１．調査の目的・方法 

（１）調査の目的 
本研究は、指定保育養成施設を卒業後に、保育関係に就職する者及び保育関係に就職しない者の

実態や動機等を調査し、保育所等への就職を促すためのキャリアアップ支援に関する方策について

検討することを通して、保育人材確保に資する基礎資料を得ることを目的としている。この目的を

踏まえ、本調査は、指定保育士養成施設における就職支援、キャリア支援の現状について調べ、保

育人材確保の取り組み等の実態について明らかにすることをめざすものである。 

 

（２）調査の方法 

①調査対象者 

 全指定保育士養成施設 688 施設のうち 393 施設から回答を得た。回収率は 57.1％であった。 

②調査時期 

 令和元年 12 月に郵送にて配付し、投函締め切りを 12 月 20 日とした。 

③調査方法と手続き 

 質問紙調査票を全指定保育士養成施設に郵送し、就職支援、キャリア支援を担当する職員に回答

を依頼した。 

担当者が複数名いる場合は、担当者間で検討・相談の上、代表者が回答するよう依頼した。なお、

指定保育士養成施設が大学等内に複数ある場合は、「指定保育士養成施設ごとに」回答を依頼した。 

④調査内容 

 調査内容は以下の通りである。 

【設問 1】【設問 2】フェイスシート 

 回答者、学校種別、修業年限、所在地、取得可能資格・免許、保育実習等実施時期、入学定員、

卒業要件、気風、卒業生の資格・免許取得状況 

【設問 3】保育職に関するキャリア支援体制 

 専門担当者の有無、独自の就職ガイダンス（参加人数・年間開催回数・受講対象・内容）、外部委

託の就職ガイダンス（年間開催回数・受講対象・内容）、求人情報の開示、保育現場と学生のマッチ

ング、卒業生が勤務する保育現場からの情報提供、就職・内定状況を把握するための独自調査 

【設問 4】就職状況 

 平成 26 年度及び平成 30 年度業種別就職者、保育士志望学生数、保育士志望学生の特徴 

【設問 5】既卒者に対するキャリア支援活動 

 既卒者に対するキャリア支援活動の有無、既卒者に対するキャリア支援活動の内容 

【設問 6】キャリア支援の方針 

 キャリア支援の内容・時期・基本的な考え方、就職活動に関しての独自のルール（自由記述）、卒

業生からの情報収集、キャリア支援の特色や工夫している点（自由記述）、キャリア支援の課題（自

由記述）、キャリア支援の実際の取り組み 

【設問 7】学校全体で行っているキャリア支援の方針 

 学校全体で行っているキャリア支援の内容・基本的な考え方、特色や工夫している点（自由記述） 
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⑤分析方法 

数量的データについては統計ソフト SPSS（IBM 社）を使用し、自由記述については文字データ

化し、適宜カテゴリーに分類して使用した。 

⑥倫理的配慮 

倫理的配慮として、研究目的と調査方法の概要、結果の処理方法及び成果の発表におけるプライ

バシーの保護、研究協力の任意性及び協力しないことによる不利益が生じないこと、回答データは

特定の USB メモリーに保存したうえ、回答された調査票とともに、全国保育士養成協議会で施錠

できるロッカー等に保管・管理し、一定期間が過ぎた後、溶解による処理をすることを書面にて説

明し、回答の返送をもって調査への同意が得られたこととした。 

 

２．調査の結果 

（１）養成施設回答者について 

 
図表 1-1-1 就職やキャリア支援を担当する部署の職員かどうか 

 
 回答のあった 393 施設のうち、回答者が就職やキャリア支援を担当する部署職員であった養成施

設は 311 校（79.1％）であり、担当しない職員であった養成施設（教員や実習担当者など）は 71 校

（18.1％）、無回答は 11 校（2.8％）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

79.1％
はい

18.1％
いいえ

2.8％
無回答

n=393 
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（２）養成施設について 
① 学校種別 
 

 
図表 1-1-2 学校種別 

 
 回答のあった 393 施設の学校種の内訳は、大学 147 校（37.4％）、短期大学 147 校（37.4％）、専

修学校 93 校（23.7％）、高等学校専攻科 2 校（0.5％）、その他 2 校（0.5％）、無回答 2 校（0.5％）

であった。 
 

就職やキャリア支援担当職員かどうかを学校種別に見た結果は以下のとおりである。 
 

図表1-1-3  就職やキャリア支援担当職員と学校種別のクロス表 
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専攻科 5その他 6無回答 

就職や

キャリ

ア支援

担当職

員 

1はい 度数 108 124 74 2 1 2 311 

 % 73.5% 84.4% 79.6% 100.0% 50.0% 100.0% 79.1% 

2いい

え 
度数 34 19 17 0 1 0 71 

% 23.1% 12.9% 18.3% 0.0% 50.0% 0.0% 18.1% 

3無回

答 
度数 5 4 2 0 0 0 11 

% 3.4% 2.7% 2.2% 0.0% 0.0% 0.0% 2.8% 

合計 度数 147 147 93 2 2 2 393 
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 大学では就職やキャリア支援担当職員が回答した養成施設108校（73.5％）、担当しない職員によ

る回答34校（23.1％）、無回答5校（3.4％）であり、就職やキャリア支援を担当しない職員からの

回答が多かった。短期大学では就職やキャリア支援担当職員が回答する養成校124校（84.4％）、担
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⑤分析方法 

数量的データについては統計ソフト SPSS（IBM 社）を使用し、自由記述については文字データ

化し、適宜カテゴリーに分類して使用した。 

⑥倫理的配慮 

倫理的配慮として、研究目的と調査方法の概要、結果の処理方法及び成果の発表におけるプライ

バシーの保護、研究協力の任意性及び協力しないことによる不利益が生じないこと、回答データは
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できるロッカー等に保管・管理し、一定期間が過ぎた後、溶解による処理をすることを書面にて説

明し、回答の返送をもって調査への同意が得られたこととした。 

 

２．調査の結果 

（１）養成施設回答者について 
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当しない職員による回答19校（12.9％）、無回答4校（2.7％）であり、大学・短期大学・専修学校

の学校種のなかでは就職やキャリア支援担当職員からの回答が多かった。専修学校では就職やキャ

リア支援担当職員が回答した養成校74校（79.6％）、担当しない職員による回答17校（18.3％）、

無回答2校（2.2％）であった。高等学校専攻科、無回答では就職やキャリア支援担当職員のみから

の回答でそれぞれ2校（100.0％）、その他では就職やキャリア支援担当職員1校（50.0％）、担当し

ない職員1校（50.0％）となっていた。 
 
② 修業年限 

 
図表 1-1-4 学校種別修業年限 

 
 修業年限については、4 年 146 校（37.2％）、3 年 27 校（6.9％）、2 年 212 校（53.9％）、無回答

8 校（2.0％）であった。学校種別で見ると、短期大学では 3 年の修業年限 14 校（9.5％）、2 年 132
校（89.8％）、無回答 1 校（0.7％）、専修学校では 3 年 11 校（11.8％）、2 年 76 校（81.7％）、

無回答 6 校（6.5％）であった。 
 
③ 所在地について 

 
図表 1-1-5 所在地 

 
 回答のあった養成施設の所在地を都道府県別に見ると、東京都43校（10.9％）、北海道20校（5.1％）、

大阪府・京都府42校（10.7％）、県286校（72.8％）、無回答2校（0.5％）であった。 
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所在地を学校種別に見た結果は以下のとおりである。大学と専修学校は東京都と県に多く、大学

では東京都17校（11.6％）、県103校（70.1％）、専修学校では東京都19校（20.4％）、県59校（63.4％）

であった。また、大学においては大阪府・京都府20校（13.6％）で他の学校種別のなかでは多かっ

た。短期大学は所在地のなかでは県120校（81.6％）、大阪府・京都府13校（8.8％）、北海道8校（5.4％）、

東京都6校（4.1％）と、県がもっとも多かった。 
 

図表1-1-6 所在地と学校種別 のクロス表 

 

 学校種別 

合計 1大学 2短期大学 3専修学校 

4高等学校 

専攻科 5その他 6無回答 

所在地 1都 度数 17 6 19 0 1 0 43 

 % 11.6% 4.1% 20.4% 0.0% 50.0% 0.0% 10.9% 

2道 度数 5 8 7 0 0 0 20 

% 3.4% 5.4% 7.5% 0.0% 0.0% 0.0% 5.1% 

3府 度数 20 13 8 0 0 1 42 

 % 13.6% 8.8% 8.6% 0.0% 0.0% 50.0% 10.7% 

4県 度数 103 120 59 2 1 1 286 

 % 70.1% 81.6% 63.4% 100.0% 50.0% 50.0% 72.8% 

5  

無回答 

度数 2 0 0 0 0 0 2 

 % 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 

合計 度数 147 147 93 2 2 2 393 

 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 

④ 保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）について 

 
     図表 1-1-7 保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）【複数回答】 
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所在地を学校種別に見た結果は以下のとおりである。大学と専修学校は東京都と県に多く、大学

では東京都17校（11.6％）、県103校（70.1％）、専修学校では東京都19校（20.4％）、県59校（63.4％）

であった。また、大学においては大阪府・京都府20校（13.6％）で他の学校種別のなかでは多かっ

た。短期大学は所在地のなかでは県120校（81.6％）、大阪府・京都府13校（8.8％）、北海道8校（5.4％）、

東京都6校（4.1％）と、県がもっとも多かった。 
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 保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）については、幼稚園教諭 2 種免許が

223 校（56.7％）と最も多かった。その他の 148 校（37.7％）を除いて幼稚園教諭 2 種免許に次い

で多かった取得可能な資格・免許（受験資格も含む）は幼稚園教諭 1 種免許 140 校（35.6％）、小

学校教諭 1 種免許 95 校（24.2％）、社会福祉士 41 校（10.4％）、介護福祉士 26 校（6.6％）、小学

校教諭 2 種免許 25 校（6.4％）であった。 
 

学校種別で保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）を見た結果は次のとおり

である。 

 
図表 1-1-8 学校種別で見た保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）【複数回答】 

 
大学では保育士資格以外に取得可能な資格・免許（受験資格も含む）は、幼稚園教諭 1 種免許 132

校、小学校教諭 1 種免許 92 校、その他の資格・免許 66 校、社会福祉士 36 校、小学校教諭 2 種免

許 12 校、幼稚園教諭２種免許及び介護福祉士がそれぞれ 7 校となっていた。また、短期大学では

幼稚園教諭 2 種免許 145 校、その他の資格・免許 58 校、小学校教諭 2 種免許 12 校、介護福祉士 7
校、幼稚園教諭 1 種免許 5 校、社会福祉士 3 校となっていた。専修学校では幼稚園教諭 2 種免許 69
校、その他の資格・免許 24 校、介護福祉士 11 校、幼稚園教諭１種免許、社会福祉士、小学校教諭

1 種免許がそれぞれ 2 校であった。 
 
 保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）の「その他」が、大学、短期大学、

専修学校合わせて 148 校であったが、教育、福祉、任用資格など多岐にわたっていた。大学では、

中学校教諭 1 種・2 種、高等学校教諭 1 種・2 種、特別支援学校教諭 1 種・2 種免許や精神保健福

祉士、言語聴覚士、短期大学や専修学校も含めて社会福祉主事任用資格、社会福祉主事任用資格、

児童指導員任用資格、レクリエーションインストラクター資格、ピアヘルパー資格など様々な資格

を取得できるようになっているところもあった。 
 
⑤ 実習時期について 

保育実習および教育実習の実習時期について、学校種別に見た結果は以下のとおりである。表中

の（ ）の中の数値は、学校数を表している。 
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ア 大学 
図表 1-1-9 保育実習の実習時期（大学） 
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(1)

(1)
(1)

(3)
(1)

(1)

(5)
(1)

(18)

(1)

(2)

(3)

(4)

─ 8 ─
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 保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）については、幼稚園教諭 2 種免許が

223 校（56.7％）と最も多かった。その他の 148 校（37.7％）を除いて幼稚園教諭 2 種免許に次い

で多かった取得可能な資格・免許（受験資格も含む）は幼稚園教諭 1 種免許 140 校（35.6％）、小

学校教諭 1 種免許 95 校（24.2％）、社会福祉士 41 校（10.4％）、介護福祉士 26 校（6.6％）、小学

校教諭 2 種免許 25 校（6.4％）であった。 
 

学校種別で保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）を見た結果は次のとおり

である。 

 
図表 1-1-8 学校種別で見た保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）【複数回答】 

 
大学では保育士資格以外に取得可能な資格・免許（受験資格も含む）は、幼稚園教諭 1 種免許 132

校、小学校教諭 1 種免許 92 校、その他の資格・免許 66 校、社会福祉士 36 校、小学校教諭 2 種免

許 12 校、幼稚園教諭２種免許及び介護福祉士がそれぞれ 7 校となっていた。また、短期大学では

幼稚園教諭 2 種免許 145 校、その他の資格・免許 58 校、小学校教諭 2 種免許 12 校、介護福祉士 7
校、幼稚園教諭 1 種免許 5 校、社会福祉士 3 校となっていた。専修学校では幼稚園教諭 2 種免許 69
校、その他の資格・免許 24 校、介護福祉士 11 校、幼稚園教諭１種免許、社会福祉士、小学校教諭

1 種免許がそれぞれ 2 校であった。 
 
 保育士資格以外の取得可能な資格・免許（受験資格も含む）の「その他」が、大学、短期大学、

専修学校合わせて 148 校であったが、教育、福祉、任用資格など多岐にわたっていた。大学では、

中学校教諭 1 種・2 種、高等学校教諭 1 種・2 種、特別支援学校教諭 1 種・2 種免許や精神保健福

祉士、言語聴覚士、短期大学や専修学校も含めて社会福祉主事任用資格、社会福祉主事任用資格、

児童指導員任用資格、レクリエーションインストラクター資格、ピアヘルパー資格など様々な資格

を取得できるようになっているところもあった。 
 
⑤ 実習時期について 

保育実習および教育実習の実習時期について、学校種別に見た結果は以下のとおりである。表中

の（ ）の中の数値は、学校数を表している。 
 

132 

7 

36 

7 

92 

12 

66 

1 5 

145 

3 7 12 

58 

2 

69 

2 11 2 
24 17 

2 2 
0

20
40
60
80

100
120
140
160

大学 短期大学 専修学校 高等学校専攻科 その他

n=393 
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ア 大学 
図表 1-1-9 保育実習の実習時期（大学） 

 
 
 

大学 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
保育実習 1年次(2)
（保育所） 2年次(59)

3年次(38)

4年次(2)
保育実習 1年次(1)
（施設） 2年次(32)

3年次(74) 　

4年次(3)

保育実習Ⅱ 2年次(7)

3年次(60)

4年次(37)

保育実習Ⅲ 2年次(1)
3年次(40)

4年次(42)

(1)(1)
(3)

(1)
(2)

(1)
(8)

(5)
(3)

(2)
(1)

(5)
(28)

(1)

(1)

(1)
(1)

(2)

(1)
(2)

(1)
(1)

(1)
(15)

(2)

(1)

(1)
(1)

(1)
(1)

(2)
(1)

(2)
(3)
(1)

(11)

(1)(1) (1)
(2)

(1)
(1)

(1)
(4)

(1) (1)
(1)

(1)
(13)

(1)
(3)

(1)
(2)

(4)

(1)

(2)

(4)

(2)

(1)
(1)

(1)
(1)

(3)
(23)

(2)

(1)

(1)

(3)

(2)

(1)

(1)
(1)

(1)

(1) (1)
(1)

(4)
(1)

(1) (1)

(19)
(3)

(1)
(1)

(1)
(1)

(2)
(2)

(13)

(2)

(1)
(1)

(4)
(2)

(1)(1)

(2)
(3)

(2)

(1)
(1)

(1)
(1)

(1)
(4)

(5)
(1)

(16)

(1)
(1)

(1)

(1)

(1)
(1)
(3)

(13)
(1)

(1)

(1)
(1)

(2)
(2)

(6)
(1)

(1)

(2)

(2)

(3)

(1)

(1)
(1) (1)

(1)
(1)

(1)
(1)

(3)
(1)

(1)

(5)
(1)

(18)

(1)

(2)

(3)

(4)

─ 9 ─



 
 

- 8 - 
 

図表 1-1-10 教育実習の実習時期（大学） 

 
 
保育実習も教育実習も、時期を集中した実施と、数ヶ月に亘り順次学生が実習するさみだれ式実

施とが見られた。選択必修の保育実習Ⅱは 3 年次で終了する大学が 60 校と、4 年次で終了する大学

よりも多かった。 

 
 
 
 
 
 
 

大学 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
教育実習（幼） 1年次(5)
（1回目）

2年次(10)

3年次(43)

4年次(16)

教育実習（幼） 2年次(1)
（2回目） 3年次(16)

　

4年次(28)

教育実習（小） 2年次(1)
3年次(26)

4年次(27)

(1)
(2)

(1) (2)

(2)

(1)
(4)

(4)

(5)
(1)

(1)

(1)
(1)

(1)
(2)

(1)

(2)

(1)

(1)

(3)
(2)

(3)
(6)

(1)

(1)
(1)

(1) (1)

(2)

(1)

(1)

(11)
(1)
(1)

(1)

(2)
(1)

(3)
(2)

(1)

(4)
(10)

(2)
(1)

(6)

(1) (2)

(1)
(6)

(3)
(1)

(2)
(1)

(1)

(1) (1)
(2)

(3)
(1)

(4)

(1)
(2)

(1)
(3)

(1)
(1)

(9)
(3)

(1)
(5)

(1)

(2)
(1)

(2)
(1)

(1)
(2)

(1)
(2)
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イ 短期大学 
図表 1-1-11 保育実習の実習時期（短期大学） 

 

短期大学 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

保育実習 1年次(69)

（保育所）

2年次(22)

3年次(1)

保育実習 1年次(64)

（施設）

2年次47)

3年次(2)

保育実習Ⅱ 1年次(2)

2年次(82)

3年次(4)

保育実習Ⅲ 1年次(1)

2年次(56)

3年次(2)

(1)

(4)

(5)
(1) (4)

(1)
(2)

(4)
(1)

(1)

(1)

(1)
(2) (5)

(2)

(2)

(1)
(13)

(5)

(14)

(18)
(1)→4月

(1)

(1)

(4)
(3)

(39)

(3)

(2)

(1)

(1)
(1)

(1)
(2)

(2)

(2)

(1)
(1)

(3)

(1)
(3)

(1)

(4)
(1)

(1)

(3)

(1)

(1)

(2)

(17)

(1)

(1)

(1)
(1)

(2)

(1)

(1)
(1)

(1)(1)
(1)(3)

(3)
(9)

(2)
(27)

(2)
(1)

(5)
(2)

(2)

(1)
(2)

(3)

(1) (1) (2)
(1)

(1)(2)
(1)

(1)

(4)
(4)

(12) (2)
(19)

(1)
(1)

(2)

(1) (2)
(1)

(2)

(2)

(1)
(1)

(3)
(3)

(13)

(1)→4月

(1)→4月

─ 10 ─
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図表 1-1-10 教育実習の実習時期（大学） 

 
 
保育実習も教育実習も、時期を集中した実施と、数ヶ月に亘り順次学生が実習するさみだれ式実

施とが見られた。選択必修の保育実習Ⅱは 3 年次で終了する大学が 60 校と、4 年次で終了する大学

よりも多かった。 

 
 
 
 
 
 
 

大学 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
教育実習（幼） 1年次(5)
（1回目）

2年次(10)

3年次(43)

4年次(16)

教育実習（幼） 2年次(1)
（2回目） 3年次(16)

　

4年次(28)

教育実習（小） 2年次(1)
3年次(26)

4年次(27)

(1)
(2)

(1) (2)

(2)

(1)
(4)

(4)

(5)
(1)

(1)

(1)
(1)

(1)
(2)

(1)

(2)

(1)

(1)

(3)
(2)

(3)
(6)

(1)

(1)
(1)

(1) (1)

(2)

(1)

(1)

(11)
(1)
(1)

(1)

(2)
(1)

(3)
(2)

(1)

(4)
(10)

(2)
(1)

(6)

(1) (2)

(1)
(6)

(3)
(1)

(2)
(1)

(1)

(1) (1)
(2)

(3)
(1)

(4)

(1)
(2)

(1)
(3)

(1)
(1)

(9)
(3)

(1)
(5)

(1)

(2)
(1)

(2)
(1)

(1)
(2)

(1)
(2)
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イ 短期大学 
図表 1-1-11 保育実習の実習時期（短期大学） 

 

短期大学 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

保育実習 1年次(69)

（保育所）

2年次(22)

3年次(1)

保育実習 1年次(64)

（施設）

2年次47)

3年次(2)

保育実習Ⅱ 1年次(2)

2年次(82)

3年次(4)

保育実習Ⅲ 1年次(1)

2年次(56)

3年次(2)

(1)

(4)

(5)
(1) (4)

(1)
(2)

(4)
(1)

(1)

(1)

(1)
(2) (5)

(2)

(2)

(1)
(13)

(5)

(14)

(18)
(1)→4月

(1)

(1)

(4)
(3)

(39)

(3)

(2)

(1)

(1)
(1)

(1)
(2)

(2)

(2)

(1)
(1)

(3)

(1)
(3)

(1)

(4)
(1)

(1)

(3)

(1)

(1)

(2)

(17)

(1)

(1)

(1)
(1)

(2)

(1)

(1)
(1)

(1)(1)
(1)(3)

(3)
(9)

(2)
(27)

(2)
(1)

(5)
(2)

(2)

(1)
(2)

(3)

(1) (1) (2)
(1)

(1)(2)
(1)

(1)

(4)
(4)

(12) (2)
(19)

(1)
(1)

(2)

(1) (2)
(1)

(2)

(2)

(1)
(1)

(3)
(3)

(13)

(1)→4月

(1)→4月

─ 11 ─
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図表 1-1-12 教育実習の実習時期（短期大学） 

 
 
 短期大学の保育実習は、保育実習（保育所）及び保育実習（施設）ともに、1 年次の年度末に集中

し、選択必修の保育実習Ⅱは 2 年次の夏に多く行われてた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

短期大学 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

教育実習（幼） 1年次(43)

（1回目）

2年次(34)

3年次(2)

教育実習（幼） 2年次(56)

（2回目）

教育実習（小） 2年次(8)

3年次(1)

(1)
(1)

(3) (8)
(7) (1)

(1) (5)

(5)

(1)

(1) (2) (8)
(1)

(1)

(1)
(2)

(1)

(1)

(1)

(1)

(12)

(2)
(1)

(1)

(3)
(1)

(4)
(4)

(1)
(2)

(1)

(2)

(1)

(3)

(1)

(1)
(12)

(1)

(1)
(1)
(8)

(11)

(5)

(1)

(1)

(1)
(1)

(2)
(1)

(1)
(1)

(1)

(1) (1)

(1)
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ウ 専修学校

図表 1-1-13 保育実習の実習時期（専修学校） 

専修学校 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

保育実習 1年次(53)

（保育所）

2年次

(15)

3年次(1)

保育実習 1年次(22)

（施設）

2年次

(38)

3年次(2)

保育実習Ⅱ 2年次(50)

3年次(18)

保育実習Ⅲ 2年次(31)

3年次(3)

(1)

(１)

(1)
(1)

(2)
(3)

(2)
(1)

(1)

(1)

(1)

(1)
(1)

(1)
(1)

(10)

(1)
(2)

(20)

(1)

(1) (3) (3)

(2)

(2)
(2)

(1)

(1)

(9)

(1)

(1)(1) (4)
(5)

(1)
(1)

(3)

(4)

(1)
(3)

(1)
(1)

(1)

(1)
(4)

(1)

(1)
(1)

(1)

(2)

(1)
(1)

(1)(1)
(3)

(3)

(1)

(3)
(7)

(3)
(1)

(1)
(1)

(1)
(1)

(1)

(5)

(2)
(3)

(3)

(2)

(1)

(4) (2)

(1)

(2)
(1)
(1)

(3)

(2)
(1)

(4) (2)

(1)(2) (1)
(1)

(1)
(5)

(2)
(1)

(1)
(1)
(1)

(1)
(4)

(2)

(2)

(1)

(3) (1)

(2)
(１)

(1)
(1)

(1)→5月(2)
(1)

(2)

─ 12 ─
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図表 1-1-12 教育実習の実習時期（短期大学） 

 
 
 短期大学の保育実習は、保育実習（保育所）及び保育実習（施設）ともに、1 年次の年度末に集中

し、選択必修の保育実習Ⅱは 2 年次の夏に多く行われてた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

短期大学 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

教育実習（幼） 1年次(43)

（1回目）

2年次(34)

3年次(2)

教育実習（幼） 2年次(56)

（2回目）

教育実習（小） 2年次(8)

3年次(1)

(1)
(1)

(3) (8)
(7) (1)

(1) (5)

(5)

(1)

(1) (2) (8)
(1)

(1)

(1)
(2)

(1)

(1)

(1)

(1)

(12)

(2)
(1)

(1)

(3)
(1)

(4)
(4)

(1)
(2)

(1)

(2)

(1)

(3)

(1)

(1)
(12)

(1)

(1)
(1)
(8)

(11)

(5)

(1)

(1)

(1)
(1)

(2)
(1)

(1)
(1)

(1)

(1) (1)

(1)
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ウ 専修学校

図表 1-1-13 保育実習の実習時期（専修学校） 

専修学校 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

保育実習 1年次(53)

（保育所）

2年次

(15)

3年次(1)

保育実習 1年次(22)

（施設）

2年次

(38)

3年次(2)

保育実習Ⅱ 2年次(50)

3年次(18)

保育実習Ⅲ 2年次(31)

3年次(3)

(1)

(１)

(1)
(1)

(2)
(3)

(2)
(1)

(1)

(1)

(1)

(1)
(1)

(1)
(1)

(10)

(1)
(2)

(20)

(1)

(1) (3) (3)

(2)

(2)
(2)

(1)

(1)

(9)

(1)

(1)(1) (4)
(5)

(1)
(1)

(3)

(4)

(1)
(3)

(1)
(1)

(1)

(1)
(4)

(1)

(1)
(1)

(1)

(2)

(1)
(1)

(1)(1)
(3)

(3)

(1)

(3)
(7)

(3)
(1)

(1)
(1)

(1)
(1)

(1)

(5)

(2)
(3)

(3)

(2)

(1)

(4) (2)

(1)

(2)
(1)
(1)

(3)

(2)
(1)

(4) (2)

(1)(2) (1)
(1)

(1)
(5)

(2)
(1)

(1)
(1)
(1)

(1)
(4)

(2)

(2)

(1)

(3) (1)

(2)
(１)

(1)
(1)

(1)→5月(2)
(1)

(2)

─ 13 ─



 
 

- 12 - 
 

 
図表 1-1-14 教育実習の実習時期（専修学校） 

 
 

専修学校の保育実習（保育所）は、1 年次の年度末に、保育実習（施設）は 2 年次の年間を通し

て分散して行われていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

専修学校 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

教育実習（幼） 1年次(7)

（1回目）

2年次(34)

3年次(2)

教育実習（幼） 2年次(27)

（2回目）

3年次(1)

(1)

(3)
(1)

(1)

(1)

(2)
(4)

(3)

(1)
(2)

(5)
(1)

(2)

(2)
(9)

(2)
(1)

(1) (1)
(1)

(2)
(1)

(3)
(1)

(2)
(1)

(1)
(3)

(4)

(3)
(3)
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⑥ 2019 年度の保育士養成課程のある学科・専攻等の入学定員数と指定保育士養成施設として認

可を受けている入学定員数 

入学定員と指定保育士養成施設として認可を受けている入学定員については以下の通りであった。

入学定員よりも保育士養成施設として認可を受けている入学定員が少ない学校がある。 
 

図表 1-1-15 学科（専攻等）の入学定員と指定保育士養成施設として認可を受けている入学定員 

 
 全体 大学 短期学校 

 
学科（専攻

等）の 

入学定員 

指定保育士

養成施設と

して認可を

受けている 

入学定員 

学科（専攻

等）の 

入学定員 

指定保育士

養成施設と

して認可を

受けている 

入学定員 

学科（専攻

等）の 

入学定員 

指定保育士

養成施設と

して認可を

受けている 

入学定員 

全体 379 校 366 校 142 校 133 校 143 校 138 校 

平均値 111 名 98 名 121 名 84 名 124 名 123 名 

最小値 5 名 0 名 5 名 5 名 6 名 0 名 

最大値 1800 名 1800 名 1000 名 490 名 1800 名 1800 名 

 専修学校 高等学校専攻科 その他 

 
 

学科（専攻

等）の 

入学定員 

指定保育士

養成施設と

して認可を

受けている 

入学定員 

学科（専攻

等）の 

入学定員 

指定保育士

養成施設と

して認可を

受けている 

入学定員 

学科（専攻

等）の 

入学定員 

指定保育士

養成施設と

して認可を

受けている 

入学定員 

全体 89 校 90 校 2 校 2 校 2 校 2 校 

平均値 77 名 85 名 33 名 50 名 75 名 75 名 

最小値 6 名 15 名 30 名 30 名 50 名 50 名 

最大値 240 名 312 名 70 名 70 名 100 名 100 名 
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図表 1-1-14 教育実習の実習時期（専修学校） 

 
 

専修学校の保育実習（保育所）は、1 年次の年度末に、保育実習（施設）は 2 年次の年間を通し

て分散して行われていた。 
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⑥ 2019 年度の保育士養成課程のある学科・専攻等の入学定員数と指定保育士養成施設として認

可を受けている入学定員数 

入学定員と指定保育士養成施設として認可を受けている入学定員については以下の通りであった。

入学定員よりも保育士養成施設として認可を受けている入学定員が少ない学校がある。 
 

図表 1-1-15 学科（専攻等）の入学定員と指定保育士養成施設として認可を受けている入学定員 
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最小値 5 名 0 名 5 名 5 名 6 名 0 名 

最大値 1800 名 1800 名 1000 名 490 名 1800 名 1800 名 
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⑦ 保育士資格を卒業要件としているかどうかについて 

 

 
図表 1-1-16 保育士資格を卒業要件としているかどうか 

 
全体の 393 施設のうち、保育士資格を卒業要件としているところは 90 校（22.9％）、卒業要件と

していないところは 297 校（75.6％）、無回答 6 校（1.5％）であった。 
 

上記について学校種別で見た結果は以下のとおりである。 
 大学および短期大学では、保育士資格取得を卒業要件としていないところが多く、各学校種別内

で見ると、大学 133 校（90.5％）、短期大学 136 校（92.5％）となっていた。専修学校では、93 校

のうち 65 校（69.9％）、高等学校専攻科 2 校（100％）、その他 2 校（100％）が保育士資格取得を

卒業要件としていた。 
 

図表1-1-17 保育士資格取得を卒業要件としているかと学校種別 のクロス表 
   学校種別 合計 

   1大学 2短期大学 3専修学校 

4高等学校 

専攻科 5その他 6無回答  

保育士

資格取

得を卒

業要件

として

いるか

どうか 

1 して

いる 

 

度数 12 8 65 2 2 1 90 

 % 8.2% 5.4% 69.9% 100.0% 100.0% 50.0% 22.9% 

2 して

いない 

 

度数 133 136 28 0 0 0 297 

 % 90.5% 92.5% 30.1% 0.0% 0.0% 0.0% 75.6% 

3 無回

答 

 

度数 2 3 0 0 0 1 6 

 % 1.4% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 1.5% 

合計  度数 147 147 93 2 2 2 393 

 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
 

 

卒業要件と

している

22.9％

卒業要件と

していない

75.6％

無回答

1.5％

n=393 
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⑧ 保育士資格の取得を卒業要件としていない理由 

 「保育士資格を卒業要件としていない」と回答した養成施設へ、保育士資格の取得を卒業要件と

していない理由について回答を求めた。理由の内容から、「学科・専攻等の方針・カリキュラム」「保

育士資格取得のみを目的としてない」「保育士資格取得が選択性」「幼稚園教諭免許状取得が卒業必

修」「卒業後の進路の多様性への対応」「保育士としての適性への配慮」「学生の実態」「学生の進路

変更」「その他」「理由なし」のカテゴリーに分類した。 
 「学科・専攻等の方針・カリキュラム」では、“卒業”と“資格取得”を分けて考えていたり、学

科・専攻内でコース制をとっておりその中の学生すべてが保育士資格を取得するように設置されて

いなかったり、保育士資格以外の資格等を取得できるようにしている等、各養成校の成り立ちやカ

リキュラムの考え方が理由に挙げられている。「保育士資格取得のみを目的としてない」では、「学

部設置の主旨が、保育士等の教員養成のみならず、広い意味での子どもに関わるスペシャリストを

育成することにあるため」（大学）や「子ども学を幅広く学ぶ学部であるため」（大学）、「学際的視

点から総合的に子どもを学ぶカリキュラムポリシーであるため、必ずしも保育士資格を必須とは設

定していない」（大学）などといった保育士資格を取得することだけを目的とせず、広く子どものこ

とについて学ぶからという理由で、この理由をあげた学校種としては大学に多くあげられていた。

「保育士資格取得が選択性」は、学生それぞれが希望する資格を取れるようにしているというもの、

「幼稚園教諭免許状取得が卒業必修」は、「教員養成学部のため幼免が卒業要件として認可されてい

るため」（大学）など卒業要件に教員免許状の取得を含めているからという理由である。「卒業後の

進路の多様性への対応」は、「主体的な進路選択を推奨するため」（短期大学）や「一般就職を含め、

各自の選択に自由がある」（大学）、「卒業後の進路が保育施設に限定されず、一般企業の場合もある

ため」（大学）など、就職する学生の進路選択を尊重する考え方が主であるが、中には「本学は〇〇

県北部にある唯一の短期大学であるため、保育士養成施設であるが地元、一般企業への就職希望者

もいるため、卒業要件としていない」（短期大学）という独自の理由も見られた。「保育士としての

適性への配慮」は、「保育士としての資質がないと判断した学生には、実習辞退も含め、検討が必要

な場合もあるため、資格取得を卒業要件にはしていない」（大学）などの理由、「学生の実態」は、

「体調不良などで実習の履修が在学の時に不可能となった際に、可能な単位の取得をして卒業後に

もつなげることができるようにするため」（短期大学）、「資格を取得できない学生が出てきたため、

資格なしでも卒業できるようにした」（専修学校）など、いわゆるゼロ免でも卒業できるようにして

いるからという理由、「学生の進路変更」は、「実習等を体験後に保育職を希望しなくなる学生がい

るため」（短期大学）や、「学生の学びのニーズが合わない場合への配慮」（大学）など、保育を学

ぶつもりで入学した学生が何らかの理由で退学に至ることがないよう進路変更を認めているから保

育士資格取得を卒業要件にしていないというものである。 
以下に、各カテゴリーに含まれる主な理由をあげる。 

 
【学科・専攻等の方針・カリキュラム】 
・短期大学として必要な学びを修めるためには、資格取得が必須であるとは考えていない。（短期大

学） 
・本学は資格取得を目指すだけでなく、カリキュラムポリシーに即した人材を育成するのが主目的

であるため。（大学） 
・高い教養を基礎にし、保育に必要な専門知識・技能を習得した人材を育成することを目的として

いるため。（短期大学） 
・資格取得と短期大学卒業は別と考えるため。（短期大学） 
・文科省から課程認定を受け、その後保育士養成施設の指定を受けたため卒業要件としていない。
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⑦ 保育士資格を卒業要件としているかどうかについて 

 

 
図表 1-1-16 保育士資格を卒業要件としているかどうか 

 
全体の 393 施設のうち、保育士資格を卒業要件としているところは 90 校（22.9％）、卒業要件と

していないところは 297 校（75.6％）、無回答 6 校（1.5％）であった。 
 

上記について学校種別で見た結果は以下のとおりである。 
 大学および短期大学では、保育士資格取得を卒業要件としていないところが多く、各学校種別内

で見ると、大学 133 校（90.5％）、短期大学 136 校（92.5％）となっていた。専修学校では、93 校

のうち 65 校（69.9％）、高等学校専攻科 2 校（100％）、その他 2 校（100％）が保育士資格取得を

卒業要件としていた。 
 

図表1-1-17 保育士資格取得を卒業要件としているかと学校種別 のクロス表 
   学校種別 合計 

   1大学 2短期大学 3専修学校 

4高等学校 

専攻科 5その他 6無回答  

保育士

資格取

得を卒

業要件

として
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どうか 
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度数 12 8 65 2 2 1 90 
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2 して
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 % 90.5% 92.5% 30.1% 0.0% 0.0% 0.0% 75.6% 

3 無回
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 % 1.4% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 1.5% 
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 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
 

 

卒業要件と
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⑧ 保育士資格の取得を卒業要件としていない理由 
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るため」（大学）など卒業要件に教員免許状の取得を含めているからという理由である。「卒業後の

進路の多様性への対応」は、「主体的な進路選択を推奨するため」（短期大学）や「一般就職を含め、

各自の選択に自由がある」（大学）、「卒業後の進路が保育施設に限定されず、一般企業の場合もある

ため」（大学）など、就職する学生の進路選択を尊重する考え方が主であるが、中には「本学は〇〇

県北部にある唯一の短期大学であるため、保育士養成施設であるが地元、一般企業への就職希望者

もいるため、卒業要件としていない」（短期大学）という独自の理由も見られた。「保育士としての

適性への配慮」は、「保育士としての資質がないと判断した学生には、実習辞退も含め、検討が必要

な場合もあるため、資格取得を卒業要件にはしていない」（大学）などの理由、「学生の実態」は、

「体調不良などで実習の履修が在学の時に不可能となった際に、可能な単位の取得をして卒業後に

もつなげることができるようにするため」（短期大学）、「資格を取得できない学生が出てきたため、

資格なしでも卒業できるようにした」（専修学校）など、いわゆるゼロ免でも卒業できるようにして

いるからという理由、「学生の進路変更」は、「実習等を体験後に保育職を希望しなくなる学生がい

るため」（短期大学）や、「学生の学びのニーズが合わない場合への配慮」（大学）など、保育を学

ぶつもりで入学した学生が何らかの理由で退学に至ることがないよう進路変更を認めているから保

育士資格取得を卒業要件にしていないというものである。 
以下に、各カテゴリーに含まれる主な理由をあげる。 

 
【学科・専攻等の方針・カリキュラム】 
・短期大学として必要な学びを修めるためには、資格取得が必須であるとは考えていない。（短期大

学） 
・本学は資格取得を目指すだけでなく、カリキュラムポリシーに即した人材を育成するのが主目的

であるため。（大学） 
・高い教養を基礎にし、保育に必要な専門知識・技能を習得した人材を育成することを目的として

いるため。（短期大学） 
・資格取得と短期大学卒業は別と考えるため。（短期大学） 
・文科省から課程認定を受け、その後保育士養成施設の指定を受けたため卒業要件としていない。
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（短期大学） 
・本課程は、幼稚園教諭と保育士を養成するコースと小学校教諭と幼稚園教諭を養成するコースの

2 コース制にしているため。（大学） 
・学部は 2 つのコース分にかれている。1 つは小学校・幼稚園教諭、もう 1 つは幼稚園教諭と保育

士資格を取得できる。小・幼コースは在学中に保育士資格は取得できないため卒業要件としていな

い。小幼コースは卒業後に申請をして取得可能となる。（大学） 
・他学科科目を併せて資格をとるため。（大学） 
・保育者養成コース（保・幼）教員養成コース（小・幼）のコース制を導入している為。（大学） 
・本学科がコース制をとっていないため。定員 150 名に対し、保育士資格取得定員 120 名となって

いるため。以上の理由から、卒業要件とできない。（大学） 
・卒位と資格を分けているから。（短期大学） 
・無資格卒業を認めています。（専修学校） 
・学士（教育学）が卒業要件であるため。（大学） 
・本学の卒業要件は、64 単位以上を修得（短大設置基準では 62 単位以上修得）しなければならな

いとなっており、保育士資格を取得するためには、73 単位以上を修得する必要があるため卒業要件

としていない。（短期大学） 
・保育の専門知識のみならず、一般教養含め幅広い知識の修得から、卒業後の進路を保育士に限定

せず、保育業界・保育行政等に進むことも考え卒業要件とはしていない。（大学） 
・当該学科では保育士資格と親和性のない資格（教員免許状を含む）の取得を目指すこともできる

ため。（大学） 
・本養成課程のある学科は社会福祉専門職の育成を目的としており、社会福祉士国家試験受験資格

等を取得することに支障が出ない様にするため。（大学） 
・保育士に限らず国家資格取得は卒業要件にはしておらず、卒業に必要な単位取得をもって卒業と

なります。（大学） 
・養護教諭コースで、養護教諭免許のみの取得も可能にしているため。（大学） 
・社会福祉学部社会福祉学科の中の専攻として設置しているため。（大学） 
・介護福祉士など他の資格を取得するコースを学科内においているから。（短期大学） 
・専門士取得の可能性を狭めないようにするため。（専修学校） 
・卒業には専門士の取得を要件として設定しているが、資格取得については要件としていない。（専

修学校） 
・他の資格取得を中心とした学科の為。（大学） 
・幼稚園教諭、小学校教諭の免許のみ取得するコースも設けているため。（大学） 
 
【保育士資格取得のみを目的としてない】 
・保育士養成を主たる目的として設置している学科でないから。（大学） 
・学部設置の主旨が、保育士等の教員養成のみならず、広い意味での子どもに関わるスペシャリス

トを育成することにあるため。（大学） 
・大学として、多様な保育ニーズに対応できる人材育成を目的としており、保育士、幼稚園教諭、

保育教諭等、子育て支援・幼児教育の専門家の養成を行っているため。（大学） 
・子ども学を幅広く学ぶ学部であるため。（大学） 
・保育士養成のみが教育目的ではないから。（大学） 
・学際的視点から総合的に子どもを学ぶカリキュラムポリシーであるため、必ずしも保育士資格を

必須とは設定していない。（大学） 
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・資格にかかわらず、子どもについて学ぶことを目的としているので。（大学） 
・教養科目の充実もはかっており、資格取得のみを推奨しないため。（短期大学） 
・保育士に限らず、増大する保育ニーズに対応でき、こどもや家庭に関わる様々な問題を発見し解

決できる能力とカウンセリング・マインドをもった、質の高いこどもの専門家を養成し、現場で即

戦力となる人材の養成をめざしているため。（短期大学） 
 
【保育士資格取得が選択性】 
・資格取得希望者を対象としているため。（大学） 
・教職およびその他の国家資格取得については選択者を対象とする大学全体の方針。（大学） 
・様々な資格を選択できるため、資格取得は必須ではない。資格なしでも卒業できるようにしてい

る。（大学） 
・資格取得は学生個人が決めることで、学校としては要件と定めていない。（専修学校） 
・社会福祉士養成課程、精神保健福祉士養成課程、介護福祉士養成課程も設置しているため、保育

士資格の取得は選択によるため。（大学） 
・保育士資格・幼稚園教諭２種免許が取得出来るカリキュラムとしており、学生が取得資格・免許

を選択出来るようにしているため。（短期大学） 
・一人ひとりの進路に対応したカリキュラム構成により、自分の進路や目的に応じて資格を自由に

選択することができるようにしているため。（大学） 
・本学は保育士資格以外にも幼稚園教諭、小学校教諭の教職課程を設けており、希望する資格、免

許状を取得できるようにしているため。（大学） 
・幼稚園・小学校・特別支援の教員免許も同時取得ができ、学生が選択できるようにしているため。

（大学） 
・小学校教諭一種免許状・幼稚園教諭一種免許状・保育士資格・特別支援学校一種免許状の取得が

可能であり、資格取得を柔軟に行えるようにする為。（大学） 
 
【幼稚園教諭免許状取得が卒業必修】 
・教員養成学部のため幼免が卒業要件として認可されているため。（大学） 
・教育学部のため、教員免許状を主免とし、卒業要件にしているため。（大学） 
・幼稚園免許を卒業要件としているため。（大学） 
・幼稚園教諭二種免許状取得を卒業要件としている。（短期大学） 
・幼稚園免許取得を中心としてのカリキュラム設定をしているため。（大学） 
・専攻では幼稚園教諭免許を必修としている。両方必修にすると学内の規定（単位キャップ制）に

抵触する。（大学） 
・幼稚園教諭免許取得のみでも卒業を認めているため。（大学） 
 
【卒業後の進路の多様性への対応】 
・卒業後の進路選択の自由度を高める為。（大学） 
・主体的な進路選択を推奨するため。（短期大学） 
・幼稚園教諭、一般職をめざすものもいるため。（短期大学） 
・一般就職を含め、各自の選択に自由がある。（大学） 
・卒業後の進路が保育施設に限定されず、一般企業の場合もあるため。（大学） 
・本学は〇〇県北部にある唯一の短期大学であるため、保育士養成施設であるが地元、一般企業へ

の就職希望者もいるため、卒業要件としていない。（短期大学） 
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（短期大学） 
・本課程は、幼稚園教諭と保育士を養成するコースと小学校教諭と幼稚園教諭を養成するコースの

2 コース制にしているため。（大学） 
・学部は 2 つのコース分にかれている。1 つは小学校・幼稚園教諭、もう 1 つは幼稚園教諭と保育

士資格を取得できる。小・幼コースは在学中に保育士資格は取得できないため卒業要件としていな

い。小幼コースは卒業後に申請をして取得可能となる。（大学） 
・他学科科目を併せて資格をとるため。（大学） 
・保育者養成コース（保・幼）教員養成コース（小・幼）のコース制を導入している為。（大学） 
・本学科がコース制をとっていないため。定員 150 名に対し、保育士資格取得定員 120 名となって

いるため。以上の理由から、卒業要件とできない。（大学） 
・卒位と資格を分けているから。（短期大学） 
・無資格卒業を認めています。（専修学校） 
・学士（教育学）が卒業要件であるため。（大学） 
・本学の卒業要件は、64 単位以上を修得（短大設置基準では 62 単位以上修得）しなければならな

いとなっており、保育士資格を取得するためには、73 単位以上を修得する必要があるため卒業要件

としていない。（短期大学） 
・保育の専門知識のみならず、一般教養含め幅広い知識の修得から、卒業後の進路を保育士に限定

せず、保育業界・保育行政等に進むことも考え卒業要件とはしていない。（大学） 
・当該学科では保育士資格と親和性のない資格（教員免許状を含む）の取得を目指すこともできる

ため。（大学） 
・本養成課程のある学科は社会福祉専門職の育成を目的としており、社会福祉士国家試験受験資格

等を取得することに支障が出ない様にするため。（大学） 
・保育士に限らず国家資格取得は卒業要件にはしておらず、卒業に必要な単位取得をもって卒業と

なります。（大学） 
・養護教諭コースで、養護教諭免許のみの取得も可能にしているため。（大学） 
・社会福祉学部社会福祉学科の中の専攻として設置しているため。（大学） 
・介護福祉士など他の資格を取得するコースを学科内においているから。（短期大学） 
・専門士取得の可能性を狭めないようにするため。（専修学校） 
・卒業には専門士の取得を要件として設定しているが、資格取得については要件としていない。（専

修学校） 
・他の資格取得を中心とした学科の為。（大学） 
・幼稚園教諭、小学校教諭の免許のみ取得するコースも設けているため。（大学） 
 
【保育士資格取得のみを目的としてない】 
・保育士養成を主たる目的として設置している学科でないから。（大学） 
・学部設置の主旨が、保育士等の教員養成のみならず、広い意味での子どもに関わるスペシャリス

トを育成することにあるため。（大学） 
・大学として、多様な保育ニーズに対応できる人材育成を目的としており、保育士、幼稚園教諭、

保育教諭等、子育て支援・幼児教育の専門家の養成を行っているため。（大学） 
・子ども学を幅広く学ぶ学部であるため。（大学） 
・保育士養成のみが教育目的ではないから。（大学） 
・学際的視点から総合的に子どもを学ぶカリキュラムポリシーであるため、必ずしも保育士資格を

必須とは設定していない。（大学） 
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・資格にかかわらず、子どもについて学ぶことを目的としているので。（大学） 
・教養科目の充実もはかっており、資格取得のみを推奨しないため。（短期大学） 
・保育士に限らず、増大する保育ニーズに対応でき、こどもや家庭に関わる様々な問題を発見し解

決できる能力とカウンセリング・マインドをもった、質の高いこどもの専門家を養成し、現場で即

戦力となる人材の養成をめざしているため。（短期大学） 
 
【保育士資格取得が選択性】 
・資格取得希望者を対象としているため。（大学） 
・教職およびその他の国家資格取得については選択者を対象とする大学全体の方針。（大学） 
・様々な資格を選択できるため、資格取得は必須ではない。資格なしでも卒業できるようにしてい

る。（大学） 
・資格取得は学生個人が決めることで、学校としては要件と定めていない。（専修学校） 
・社会福祉士養成課程、精神保健福祉士養成課程、介護福祉士養成課程も設置しているため、保育

士資格の取得は選択によるため。（大学） 
・保育士資格・幼稚園教諭２種免許が取得出来るカリキュラムとしており、学生が取得資格・免許

を選択出来るようにしているため。（短期大学） 
・一人ひとりの進路に対応したカリキュラム構成により、自分の進路や目的に応じて資格を自由に

選択することができるようにしているため。（大学） 
・本学は保育士資格以外にも幼稚園教諭、小学校教諭の教職課程を設けており、希望する資格、免

許状を取得できるようにしているため。（大学） 
・幼稚園・小学校・特別支援の教員免許も同時取得ができ、学生が選択できるようにしているため。

（大学） 
・小学校教諭一種免許状・幼稚園教諭一種免許状・保育士資格・特別支援学校一種免許状の取得が

可能であり、資格取得を柔軟に行えるようにする為。（大学） 
 
【幼稚園教諭免許状取得が卒業必修】 
・教員養成学部のため幼免が卒業要件として認可されているため。（大学） 
・教育学部のため、教員免許状を主免とし、卒業要件にしているため。（大学） 
・幼稚園免許を卒業要件としているため。（大学） 
・幼稚園教諭二種免許状取得を卒業要件としている。（短期大学） 
・幼稚園免許取得を中心としてのカリキュラム設定をしているため。（大学） 
・専攻では幼稚園教諭免許を必修としている。両方必修にすると学内の規定（単位キャップ制）に

抵触する。（大学） 
・幼稚園教諭免許取得のみでも卒業を認めているため。（大学） 
 
【卒業後の進路の多様性への対応】 
・卒業後の進路選択の自由度を高める為。（大学） 
・主体的な進路選択を推奨するため。（短期大学） 
・幼稚園教諭、一般職をめざすものもいるため。（短期大学） 
・一般就職を含め、各自の選択に自由がある。（大学） 
・卒業後の進路が保育施設に限定されず、一般企業の場合もあるため。（大学） 
・本学は〇〇県北部にある唯一の短期大学であるため、保育士養成施設であるが地元、一般企業へ

の就職希望者もいるため、卒業要件としていない。（短期大学） 
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・他資格を活かした進路状況もある為。（短期大学） 
・初等教育、保育・児童福祉に関わる実践的指導能力を身につけることを目的として複数の免許・

資格から選択して取得することができるから。また学修者の多様なキャリアプランを尊重し、一般

企業を念頭においたプログラム等も置いているため。（短期大学） 
・通信教育で社会人学生の学修スタイルに合わせている。（短期大学） 
・短期大学に入学後、学生が自己理解を深めた結果、保育以外のキャリアを目指すこともあると考

える。そのような学生に対しても適切に支援したいため。（短期大学） 
 
【保育士としての適性への配慮】 
・実習を経て保育士の適性が欠けていると判断された学生のため。（短期大学） 
・保育士を相応しいとみなされない学生も中にはいるから。（短期大学） 
・在学中に保育者としての資質に疑問を感じたり、取得単位数不足で短期大学卒業だけを目指す学

生もいるため。（短期大学） 
・基本的な方向としては、保育士、幼稚園教諭の両資格の取得を強く推奨しているが、入学後、子

どもに接し支援していく業務に適性がないと判断せざるを得ない場合には、その学生の個性に応じ

た進路が選択できる余地を残しておくため。（大学） 
・保育士としての資質がないと判断した学生には、実習辞退も含め、検討が必要な場合もあるため、

資格取得を卒業要件にはしていない。（大学） 
・卒業必修単位数が 62 単位であり、保育士必修の科目数が多いため卒業できない学生が出る。自

身の保育職への適性に疑問をもち、資格取得を取りやめる学生がいるため、保育士資格を卒業要件

とした場合、退学を選ばざるを得ない。（短期大学） 
・入学後、学生自身が自己の適性に気づいたり、状況の変化により進路変更を行う者がいる為、卒

業必修としていない。（短期大学） 
 
【学生の実態】 
・体調不良などで実習の履修が在学の時に不可能となった際に、可能な単位の取得をして卒業後に

もつなげることができるようにするため。（短期大学） 
・卒業と同時にほとんどの学生が保育士資格を取得しているが、卒業要件に含むと、金銭面などの

問題もあり、卒業をせず、退学を選択する学生も出てくる。本学では、科目等履修を利用して卒業

に資格取得を目指す者もいるため、要件には含んでいない。（短期大学） 
・保育士資格を卒業要件とした場合、在学中の進路変更による資格取得辞退や資格取得要件不足の

ため、卒業時に保育士資格が取得できない学生が卒業できなくなるため。また、保育士資格取得を

せず卒業した場合でも、卒業後に科目等履修などにより保育士資格取得可能となるため。（短期大

学） 
・学生の修学状況に変化が生じ、資格取得が困難になった場合、大学卒業も不可能にならないよう

にするため。（短期大学） 
・資格を取得できない学生が出てきたため、資格なしでも卒業できるようにした。（専修学校） 
・卒業できない学生が出てしまうため。（短期大学） 
・資格取得ができなくとも専門学校の卒業を目指したいという希望の学生もいるため。（専修学校） 
・卒業を優先させるため。（大学） 
・0 免卒業を認めることにより、一人でもドロップアウトする学生を減らすため。（短期大学） 
・入学時に多様な学生の受入れをしている。年度途中で資格を諦める学生もいる為。（専修学校） 
・保育実習単位が取得できず、再実習実施のタイミングが間に合わない場合、資格を取得せず就職
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（他分野）、卒業を選択できるようにするため。（専修学校） 
・保育実習参加が困難な学生がいるため。（大学） 
・最近は様々な個性を持った学生が入学してくるので、2 年生の最後になって必要とされる必修の

単位が取得できない学生も出てきているので。（専修学校） 
 
【学生の進路変更】 
・実習等を体験後に保育職を希望しなくなる学生がいるため。（短期大学） 
・学生の中には進学後、卒業必修のみで、保育士にならず進路変更するもの 5～10％いる。（短期大

学） 
・保育士以外の進路をとる学生もいるため。（短期大学） 

・入学後に保育士以外の職種へ進路変更する学生に対応するため。（大学） 

・在学中の進路変更を可能とするため。（大学） 

・学生の学びのニーズが合わない場合への配慮。（大学） 

・進路変更が入学後に可能である方が学生にとって良い場合があるため。（大学） 

・学生が途中より卒業のみを希望した場合のメリットを考えたため。（専修学校） 

 
【その他】 
・卒業要件ではないが、全員がとるように指導はしている。（短期大学） 
・以前から卒業要件ではなく、特にその理由について、あるいは要件に含むかどうかの検討はした

ことがない。資格取得の現状としては、ほぼ全員が取得をしている。（短期大学） 
・キャリアセンター職員の立場では回答できません。（卒業要件は学科案件なので）（短期大学） 
・学科の方針だと思います。（短期大学） 
・実習施設となる附属施設がないため。（大学） 
・法令上求められていないから。（短期大学） 
・設立時の教職員が誰もいないため、わからない。（短期大学） 
 
【理由なし】 
・積極的な理由はない。（大学） 
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・他資格を活かした進路状況もある為。（短期大学） 
・初等教育、保育・児童福祉に関わる実践的指導能力を身につけることを目的として複数の免許・

資格から選択して取得することができるから。また学修者の多様なキャリアプランを尊重し、一般

企業を念頭においたプログラム等も置いているため。（短期大学） 
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た進路が選択できる余地を残しておくため。（大学） 
・保育士としての資質がないと判断した学生には、実習辞退も含め、検討が必要な場合もあるため、

資格取得を卒業要件にはしていない。（大学） 
・卒業必修単位数が 62 単位であり、保育士必修の科目数が多いため卒業できない学生が出る。自

身の保育職への適性に疑問をもち、資格取得を取りやめる学生がいるため、保育士資格を卒業要件

とした場合、退学を選ばざるを得ない。（短期大学） 
・入学後、学生自身が自己の適性に気づいたり、状況の変化により進路変更を行う者がいる為、卒

業必修としていない。（短期大学） 
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・保育実習単位が取得できず、再実習実施のタイミングが間に合わない場合、資格を取得せず就職
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（他分野）、卒業を選択できるようにするため。（専修学校） 
・保育実習参加が困難な学生がいるため。（大学） 
・最近は様々な個性を持った学生が入学してくるので、2 年生の最後になって必要とされる必修の

単位が取得できない学生も出てきているので。（専修学校） 
 
【学生の進路変更】 
・実習等を体験後に保育職を希望しなくなる学生がいるため。（短期大学） 
・学生の中には進学後、卒業必修のみで、保育士にならず進路変更するもの 5～10％いる。（短期大

学） 
・保育士以外の進路をとる学生もいるため。（短期大学） 

・入学後に保育士以外の職種へ進路変更する学生に対応するため。（大学） 

・在学中の進路変更を可能とするため。（大学） 

・学生の学びのニーズが合わない場合への配慮。（大学） 

・進路変更が入学後に可能である方が学生にとって良い場合があるため。（大学） 

・学生が途中より卒業のみを希望した場合のメリットを考えたため。（専修学校） 

 
【その他】 
・卒業要件ではないが、全員がとるように指導はしている。（短期大学） 
・以前から卒業要件ではなく、特にその理由について、あるいは要件に含むかどうかの検討はした

ことがない。資格取得の現状としては、ほぼ全員が取得をしている。（短期大学） 
・キャリアセンター職員の立場では回答できません。（卒業要件は学科案件なので）（短期大学） 
・学科の方針だと思います。（短期大学） 
・実習施設となる附属施設がないため。（大学） 
・法令上求められていないから。（短期大学） 
・設立時の教職員が誰もいないため、わからない。（短期大学） 
 
【理由なし】 
・積極的な理由はない。（大学） 
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⑨ 保育士として就職をする気風の強さ 

 保育士として就職をする気風が強い（大半の学生が保育士を目指す）かどうかについては、全体

の 393 施設のうち、「強いほうである」と回答したところは 277 校（70.5％）、「それほど強くない」

46 校（11.7％）、「どちらともいえない」55 校（14.0％）、無回答 15 校（3.8％）であった。 
 

 
図表 1-1-18 保育士として就職する気風 

 
保育士として就職をする気風が強い（大半の学生が保育士を目指す）かどうかを学校種別に見た

結果は以下のとおりである。大学においては、「強いほうである」65校（44.2％）、「それほど強くな

い」40校（27.2％）、「どちらともいえない」34校（23.1％）、「無回答」8校（5.4％）であった。一

方、短期大学と専修学校においてはそれぞれ「強いほうである」とする養成校が、短期大学127校
（86.4％）、専修学校81校（87.0％）と大学より多く、学校種において差が見られることが分かった。 

 
図表1-1-19 保育士として就職する気風と学校種別 のクロス表 
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50.0%

23.1%
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50.0%

5.4%

4.1%
1.1%

1大学

2短期大学

3専修学校

4高等学校

専攻科

5その他

6無回答

1 強いほうである 2 それほど強くない 3 どちらともいえない 4 無回答

n=393 
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⑩ 平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得状況について 

ア 各年度の卒業生の合計人数 
       

図表 1-1-20 平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の合計人数 

   
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生数を学校種別で見ると、高等学校専攻科以外は平成 30 年度

の卒業生が減少している。 
 次に、平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得率について学校種ごとに見ていく。

取得した資格・免許は、保育士資格のほか、幼稚園教諭 1 種免許、幼稚園教諭 2 種免許、小学校教

諭 1 種免許、小学校教諭 2 種免許、その他である。 
 
  

全体 平成 30 年度（n=332） 平成 26 年度(n=294) 

平均人数 88.5 人 100.0 人 

最小値 0 人 0 人 

最大値 539 人 1037 人 

大学 平成 30 年度（n=124） 平成 26 年度(n=109) 

平均人数 101.7 人 103.3 人 

最小値 0 人 0 人 

最大値 539 人 505 人 

短期大学 平成 30 年度（n=125） 平成 26 年度(n=122) 

平均人数 106.5 人 123.2 人 

最小値 17 人 21 人 

最大値 342 人 1037 人 

専修学校 平成 30 年度（n=79） 平成 26 年度(n=60) 

平均人数 41.8 人 51.0 人 

最小値 2 人 0 人 

最大値 197 人 170 人 

高等学校 
専攻科 

平成 30 年度（n=2） 平成 26 年度(n=2) 

平均人数 15.0 人 10.0 人 

最小値 1 人 0 人 

最大値 29 人 20 人 
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イ 学校種別に見た平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得状況について 

１）大学 

 
図表 1-1-21 大学の平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得状況 

 
 大学においては、保育士資格取得率は平成 30 年度（68.3％）と平成 26 年度（68.5％）で大きな

変化はなかった。保育士資格の取得率よりも、幼稚園教諭 1 種免許が多く取得されており、平成 30
年度（70.8％）、平成 26 年度（74.3％）であった。保育士以外に取得が多かったのは、小学校教諭

1 種免許であり、平成 30 年度（34.9％）、平成 26 年度（35.5％）の取得率であった。 
 
２）短期大学 

 
図表 1-1-22 短期大学の平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得状況 

 
 短期大学においては、保育士資格取得率が平成 30 年度（93.9％）、平成 26 年度（92.3％）ともに

他の資格・免許よりも多くの学生に取得されていた。また、幼稚園教諭 2 種免許も保育士資格と同

程度の取得率であり、平成 30 年度、平成 26 年度ともに 92.0％であった。大学、専修学校以上に、

68.3%

70.8%

2.7%

34.9%

1.3%

18.5%

68.5%

74.3%

2.6%

35.5%

1.9%

20.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

保育士資格(n=102)

幼稚園教諭１種免許(n=95)

幼稚園教諭２種免許(n=38)

小学校教諭１種免許(n=75)

小学校教諭２種免許(n=37)

その他(n=44)

平成３０年 平成２６年

93.9%

4.0%

92.0%

0.0%

9.0%

30.9%

92.3%

4.0%

92.0%

0.0%

9.0%

25.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

保育士資格(n=120)

幼稚園教諭１種免許(n=24)

幼稚園教諭２種免許(n=119)

小学校教諭１種免許(n=24)

小学校教諭２種免許(n=30)

その他(n=30)

平成３０年 平成２６年

n=147 

n=147 

 
 

- 23 - 
 

短期大学では、保育士資格や幼稚園教諭 2 種免許以外の資格・免許の取得率が高く、平成 30 年度

30.9％、平成 26 年度 25.2％と、この 4 年間で 5.7％増加していた。 
 
３）専修学校 

 
図表 1-1-23 専修学校の平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得状況 

 
 専修学校では、大学や短期大学よりも保育士資格取得率が高く、平成 30 年度、平成 26 年度とも

に 97.0％という高い取得率であった。幼稚園教諭 2 種免許は、平成 30 年度（84.4％）、平成 26 年

度（86.2％）と保育士資格に次いで多く取得されていた。 
 
（３）保育職に関するキャリア支援体制について 

①保育職（保育所・幼稚園・認定こども園、その他の保育施設への就職）希望学生への就職支援専    

門担当者について 
   

 
 
 
 
 
 
 
          図表 3-1 保育職希望者の学生の就職を支援する専門担当者 

 
 
 

図表 1-1-24 保育職に関するキャリア支援体制 

 
養成施設において保育職への就職支援専門担当者の有無について質問した結果、「いる」（50.9%）

と、「いない」（48.6%）よりわずかに多い値を示した。 
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幼稚園教諭２種免許(n=44)

小学校教諭１種免許(n=12)

小学校教諭２種免許(n=10)

その他(n=13)

平成３０年 平成２６年

n=93 

いる

50.9% (200校)
特にいない

48.6％
(191校)

無回答
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イ 学校種別に見た平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得状況について 

１）大学 
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短期大学では、保育士資格や幼稚園教諭 2 種免許以外の資格・免許の取得率が高く、平成 30 年度

30.9％、平成 26 年度 25.2％と、この 4 年間で 5.7％増加していた。 
 
３）専修学校 

 
図表 1-1-23 専修学校の平成 30 年度と平成 26 年度の卒業生の資格・免許取得状況 

 
 専修学校では、大学や短期大学よりも保育士資格取得率が高く、平成 30 年度、平成 26 年度とも

に 97.0％という高い取得率であった。幼稚園教諭 2 種免許は、平成 30 年度（84.4％）、平成 26 年

度（86.2％）と保育士資格に次いで多く取得されていた。 
 
（３）保育職に関するキャリア支援体制について 

①保育職（保育所・幼稚園・認定こども園、その他の保育施設への就職）希望学生への就職支援専    

門担当者について 
   

 
 
 
 
 
 
 
          図表 3-1 保育職希望者の学生の就職を支援する専門担当者 

 
 
 

図表 1-1-24 保育職に関するキャリア支援体制 

 
養成施設において保育職への就職支援専門担当者の有無について質問した結果、「いる」（50.9%）

と、「いない」（48.6%）よりわずかに多い値を示した。 

97.0%

5.8%

84.4%

2.9%

0.0%

15.3%

97.0%

7.3%

86.2%

4.1%

0.0%

16.2%
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小学校教諭２種免許(n=10)

その他(n=13)

平成３０年 平成２６年
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いる

50.9% (200校)
特にいない

48.6％
(191校)

無回答

0.5%(2校)

n=393 

─ 25 ─
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②保育職への就職支援専門担当者の人数・経歴について 
  
 
 
 
 
 
 
         図表 3-2 保育職希望者の学生の就職を支援する専門者数 

 
 
 
 
 

 
 
 

図表 1-1-25 保育職への就職支援専門担当者の人数・経歴 
 

前項の設問で「いる」と回答した養成施設から保育職への就職支援専門担当者の人数と担当者の

経歴について回答を求めた。その結果、回答のあった 200 施設のうち、「1 人」（39.5%）が最も多

く、次いで「2 人」(31.5%)となり、「1 人」「2 人」を合わせると全体の 71.0%を占めた。 
就職支援担当者の経歴（自由記述）については、170 施設より回答があった。自由回答を KJ 法

を用いて分類した。その結果、有効回答数 241 件のうち、保育所・幼稚園・小学校・施設（園長･校

長・施設長を含む）等の現場経験者が 116 人（48.1%）と高い数値を示し、実践現場での経験が保

育職への就職支援につながっていることが示された。次いで、キャリアセンター職員 40 人（16.6%）、

キャリアコンサルタント（有資格）26 人（10.8%）、学科教員 26 人（10.8%）でいずれも 10%台を

示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1人
39.5%(79校)

2人
31.5%(63校)

3人
11.5%(23校)

4人
4.5%(9校)

5人以上

9.0%(18校)

回答なし

4.0%(8校)

n=200 
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③ 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスについて 

 

 
 
 
 
 
 

 

図表 3-3 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンス 

 
 
 
 
 
 
 

図表 1-1-26 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンス 

 
 養成施設において保育職希望学生に対する学校独自のガイダンスを行っているかについて質問し

た結果、「行っている」（82.4%）と高い値を示し、多くの養成施設が保育職希望の学生に対するガイ

ダンスを行っていることが分かった。 

 
④ 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの回数及び参加人数について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 1-1-27 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの回数及び参加人数 
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無回答

0.8%(3校)

1回～3回
46.5%(134校)

4回～6回
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7回~9回
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10回～12回
8.3%(24校)

13回～15回
6.3%(18校)

16回以上

9.0%(25校)

n=393 

n=288 

─ 26 ─
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③ 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスについて 
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図表 1-1-26 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンス 
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た結果、「行っている」（82.4%）と高い値を示し、多くの養成施設が保育職希望の学生に対するガイ

ダンスを行っていることが分かった。 
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図表 1-1-27 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの回数及び参加人数 
 

行っている

82.4%(324校)

行っていない

16.8%(66校)
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0.8%(3校)

1回～3回
46.5%(134校)
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図表 3-4 就職ガイダンスの開催月【複数回答】 

 

 

 
 
 
 
 

図表 1-1-28 就職ガイダンスの開催月 

 
前項の設問で「行っている」と回答した施設から学校独自の就職ガイダンスの回数と参加人数に

ついて回答を求めた。 
「行っている」と回答した 324 施設中 288 施設から回答を得た。ガイダンスの開催回数は「1 回」

（58 校）が一番多く、次いで「2 回」（51 校）、「3 回」（25 校）で、1 回～3 回の養成施設が 134 校

（46.4%）と半数近くを占めた。最も多い回数は「36 回」（1 校）であった。 
次に参加人数について回答のあった 288 施設の平均参加人数は 69 人で、参加人数の最高は 400 人

（1 校）、最低は 3 人（1 校）であった。288 施設の中で最も多い参加人数は 30 人（29 校）であっ

た。開催月については 4 月（110 校）一番多く、次に 7 月（94 校）、5 月（97 校）、6 月（88 校）と

続き、多くの養成施設が前期に開催していることが分かった。 
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⑤ 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの受講対象学年について 
 

 

図表 1-1-29 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの受講対象学年【複数回答】 

 
前項の設問で「行っている」と回答した施設から学校独自の就職ガイダンスの受講対象学年につ

いて回答を求めた。結果、大学については「3 年次」が最も多く、短期大学については「2 年次」が

多かった。専修学校についても「2 年次」が多い結果となった。大学については「3 年次」だが、短

期大学と専修学校においては対象学年を「最終学年」としていることが示された。 
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─ 28 ─
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図表 3-4 就職ガイダンスの開催月【複数回答】 

 

 

 
 
 
 
 

図表 1-1-28 就職ガイダンスの開催月 

 
前項の設問で「行っている」と回答した施設から学校独自の就職ガイダンスの回数と参加人数に

ついて回答を求めた。 
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（58 校）が一番多く、次いで「2 回」（51 校）、「3 回」（25 校）で、1 回～3 回の養成施設が 134 校

（46.4%）と半数近くを占めた。最も多い回数は「36 回」（1 校）であった。 
次に参加人数について回答のあった 288 施設の平均参加人数は 69 人で、参加人数の最高は 400 人

（1 校）、最低は 3 人（1 校）であった。288 施設の中で最も多い参加人数は 30 人（29 校）であっ

た。開催月については 4 月（110 校）一番多く、次に 7 月（94 校）、5 月（97 校）、6 月（88 校）と

続き、多くの養成施設が前期に開催していることが分かった。 
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⑤ 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの受講対象学年について 
 

 

図表 1-1-29 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの受講対象学年【複数回答】 

 
前項の設問で「行っている」と回答した施設から学校独自の就職ガイダンスの受講対象学年につ

いて回答を求めた。結果、大学については「3 年次」が最も多く、短期大学については「2 年次」が

多かった。専修学校についても「2 年次」が多い結果となった。大学については「3 年次」だが、短

期大学と専修学校においては対象学年を「最終学年」としていることが示された。 
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⑥ 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの内容について 

 
図表 1-1-30 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの内容【複数回答】 

 
養成施設が行っている学校独自の就職ガイダンスの内容について図表 1-1-30 で示した選択肢の

中から複数回答で回答を求めた。その結果、最も多い内容は、「就職に関するマナー」（76.9%）であ

った。他に 70%を超える値を示したのは、「履歴書の書き方」（74.7%）、「保育職を取り巻く就職状

況」（72.2%）であった。一方で「筆記試験対策（公立）」（35.8%）、「筆記試験対策（私立）」（25.3%）、

「実技試験対策（私立）」（21.6%）、「実技試験対策（公立）（18.8%）」など就職試験対策に関する具

体的内容については総じて低い値を示した。その他の回答数は 98 件あり、複数回答を KJ 法を用い

て分類した。その結果、有効回答数 131 件を 4 項目に整理した。 
・就職活動に関する内容 

「就職活動の進め方」「就職に関する情報取集の方法」「求人票の見方」「園見学のポイント」など

の回答が見られた。 
・就職説明会に関する内容 
「地域別就職ガイダンス」「保育園・施設を招いての説明会」「自校の就職実績」「自治体の人事担当

者による説明会」などの回答が見られた。 
・公務員に関する内容 

「各市町村採用試験状況についての情報交換会」「公務員試験対策講座の実施」「公務員について

の説明」などの回答が見られた。 
・就職試験対策に関する内容 
「自己分析」「自己 PR」「エントリーシートの書き方」「採用面接について」「論文の書き方」などの

回答が見られた。 
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無回答
n=324 
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・就職に関するレクチャー 
「内定者による体験談」「社会人になるにあたっての注意点」「保育職として仕事をする心構え」な

どの回答が見られた。 
・その他 
「メイクアップ講座」「個別面談」「就職試験用写真撮影」などの回答が見られた。 
 
⑦ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスについて 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-31 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンス 

 

 養成施設において保育職希望学生に対する外部委託の就職ガイダンスを行っているかについて質

問した結果、「特に行っていない」（70.0%）と高い値を示した。前項③の学校独自の就職ガイダン

スは行っている養成施設が多いのに対し、外部委託の就職ガイダンスは行っていない養成施設が多

いことが分かった。 
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無回答

0.3%(1校)
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⑥ 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの内容について 

 
図表 1-1-30 保育職希望の学生に対する学校独自の就職ガイダンスの内容【複数回答】 
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「各市町村採用試験状況についての情報交換会」「公務員試験対策講座の実施」「公務員について

の説明」などの回答が見られた。 
・就職試験対策に関する内容 
「自己分析」「自己 PR」「エントリーシートの書き方」「採用面接について」「論文の書き方」などの

回答が見られた。 
 
 

76.9 

74.7 

72.2 

56.8 

49.7 

48.1 

41.4 

35.8 

28.7 

25.3 

21.6 

18.8 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

就職に関するマナー

履歴書の書き方

保育職を取り巻く就職状況

保育職に就いた卒業生によるレクチャー

保育者・園長等によるレクチャー

面接試験対策（私立）

面接試験対策（公立）

筆記試験対策（公立）

その他

筆記試験対策（私立）

実技試験対策（私立）

実技試験対策（公立）

無回答
n=324 
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・就職に関するレクチャー 
「内定者による体験談」「社会人になるにあたっての注意点」「保育職として仕事をする心構え」な

どの回答が見られた。 
・その他 
「メイクアップ講座」「個別面談」「就職試験用写真撮影」などの回答が見られた。 
 
⑦ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスについて 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-31 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンス 

 

 養成施設において保育職希望学生に対する外部委託の就職ガイダンスを行っているかについて質

問した結果、「特に行っていない」（70.0%）と高い値を示した。前項③の学校独自の就職ガイダン

スは行っている養成施設が多いのに対し、外部委託の就職ガイダンスは行っていない養成施設が多

いことが分かった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行っている

29.8%(117校)

特に行っていない

70.0%(275校)

無回答

0.3%(1校)

n=393 

─ 31 ─
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⑧ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの回数について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-32 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-33 外部委託就職ガイダンスの開催月 

 

前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から外部委託の就職ガイダンスの回数と参加人

数について回答を求めた。 
「行っている」と回答した 117 施設中 106 施設から回答を得た。ガイダンスの開催回数は「1 回」

（40.6%）と一番多く、開催回数の最高は「47 回」(1 校)であった。 

次に参加人数について 106 施設の平均参加人数は 64 人であった。参加人数の最高は 250 人（1
校）、最低は 3 人（1 校）であった。106 施設の中で最も多い参加人数は 50 人（29 校）であった。
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開催月は 6 月が 100 校と最も多く、開催回数が他の月に比べ 3 倍以上となっていることが分かった 
 

⑨ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの受講対象学年について 
 

 

図表 1-1-34 外部委託就職ガイダンスの受講対象学年【複数回答】 

 

前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から外部委託の就職ガイダンスの受講対象学年

について回答を求めた。 
結果、大学については「3 年次」が最も多かった。短期大学、専修学校については「2 年次」が多

かった。大学については「3 年次」だが、短期大学と専修学校においては対象学年を「最終学年」

としていることが示され、前項⑤の学校独自の就職ガイダンスと同様の結果となった。 
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１年次 ２年次 ３年次 ４年次 無回答

─ 32 ─
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⑧ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの回数について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-32 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-33 外部委託就職ガイダンスの開催月 

 

前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から外部委託の就職ガイダンスの回数と参加人

数について回答を求めた。 
「行っている」と回答した 117 施設中 106 施設から回答を得た。ガイダンスの開催回数は「1 回」

（40.6%）と一番多く、開催回数の最高は「47 回」(1 校)であった。 

次に参加人数について 106 施設の平均参加人数は 64 人であった。参加人数の最高は 250 人（1
校）、最低は 3 人（1 校）であった。106 施設の中で最も多い参加人数は 50 人（29 校）であった。
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開催月は 6 月が 100 校と最も多く、開催回数が他の月に比べ 3 倍以上となっていることが分かった 
 

⑨ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの受講対象学年について 
 

 

図表 1-1-34 外部委託就職ガイダンスの受講対象学年【複数回答】 

 

前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から外部委託の就職ガイダンスの受講対象学年

について回答を求めた。 
結果、大学については「3 年次」が最も多かった。短期大学、専修学校については「2 年次」が多

かった。大学については「3 年次」だが、短期大学と専修学校においては対象学年を「最終学年」

としていることが示され、前項⑤の学校独自の就職ガイダンスと同様の結果となった。 
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⑩ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの内容について 

 

 

図表 1-1-35 外部委託就職ガイダンスの内容【複数回答】 

 

養成施設が行っている外部委託の就職ガイダンスの内容について図表 1-1-35 で示した選択肢の

中から複数回答で回答を求めた。その結果、最も多い内容は、「就職に関するマナー」（42.7%）、次

に「保育者・園長等によるレクチャー」（41.9％）、「筆記試験対策（公立）」（36.8%）であった。 

「実技試験対策（公立）」（4.3%）、「実技試験対策（私立）」（2.6%）など就職試験対策に関する具

体的内容は、前項⑥の学校独自のガイダンスと同様に低い値を示した。 
その他の回答数は 27 件あり、KJ 法を用いて内容を分類した。その結果、回答を 4 項目に整理し

た。 

・就職活動に関する内容 

「自己分析」「 就職活動の流れと情報収集の仕方」「園選びのポイント」といった回答が見られた。 

 ・就職説明会 

「就職合同説明会」「現職保育士の話を聞く会の実施」「保育施設の説明会」といった回答が見られ

た。 

・各種講座 

「人生設計」「就職に関する法規」「労働法講座」「小論文講座」「ワークルール講座」「SNS 利用マ

ナー」「コミュニケーション講座」「集団討論対策」「身だしなみ」といった回答が見られ、就職活動

に向けて様々な講座が行われていることが示された。 
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保育職に就いた卒業生によるレクチャー

面接試験対策（公立）

履歴書の書き方

その他

面接試験対策（私立）

筆記試験対策（私立）

実技試験対策（公立）

実技試験対策（私立）

無回答 n=117 
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⑪ 保育現場からの求人情報の開示について 

 

図表 1-1-36 保育現場からの求人情報の開示【複数回答】 

 

保育現場からの求人開示について図表 1-1-36 で示した選択肢の中から複数回答で回答を求めた。

その結果、最も多い開示方法は、「求人票をファイリングして閲覧可能にしている」（89.1%）であ

った。次いで、「求人票を学生の目に見える校舎内掲示板等の場所に掲示している」（55.2%）、「デ

ータ化し学生が自由にアクセスできるようにしている」（44.5%）であった。 
その他の回答は 39 件あった。具体的な内容は「メールやアプリでの情報送信」（14 件）、「データ

化（PDF 化し PC で閲覧、データアプリとの連動）」（6 件）で、回答の半数が電子媒体を利用した

求人開示であった。他には「研究室ごとに紙媒体での閲覧」「担当者による学生への声かけ」「隔月

発刊の機関紙への掲載」「特に開示していない」といった回答が見られた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

89.1 

55.2 

44.5 

9.9 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

求人票をファイリングして閲覧可能にしている。

求人票を学生の目に見える校舎内掲示板等の場所に掲

示している。

データ化し学生が自由にアクセスできるようにしてい

る。

その他

無回答
n=393 

─ 34 ─
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⑩ 保育職希望の学生に対する外部委託の就職ガイダンスの内容について 

 

 

図表 1-1-35 外部委託就職ガイダンスの内容【複数回答】 

 

養成施設が行っている外部委託の就職ガイダンスの内容について図表 1-1-35 で示した選択肢の

中から複数回答で回答を求めた。その結果、最も多い内容は、「就職に関するマナー」（42.7%）、次

に「保育者・園長等によるレクチャー」（41.9％）、「筆記試験対策（公立）」（36.8%）であった。 

「実技試験対策（公立）」（4.3%）、「実技試験対策（私立）」（2.6%）など就職試験対策に関する具

体的内容は、前項⑥の学校独自のガイダンスと同様に低い値を示した。 
その他の回答数は 27 件あり、KJ 法を用いて内容を分類した。その結果、回答を 4 項目に整理し

た。 

・就職活動に関する内容 

「自己分析」「 就職活動の流れと情報収集の仕方」「園選びのポイント」といった回答が見られた。 

 ・就職説明会 

「就職合同説明会」「現職保育士の話を聞く会の実施」「保育施設の説明会」といった回答が見られ

た。 

・各種講座 

「人生設計」「就職に関する法規」「労働法講座」「小論文講座」「ワークルール講座」「SNS 利用マ

ナー」「コミュニケーション講座」「集団討論対策」「身だしなみ」といった回答が見られ、就職活動

に向けて様々な講座が行われていることが示された。 
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面接試験対策（私立）
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実技試験対策（私立）

無回答 n=117 
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⑪ 保育現場からの求人情報の開示について 

 

図表 1-1-36 保育現場からの求人情報の開示【複数回答】 

 

保育現場からの求人開示について図表 1-1-36 で示した選択肢の中から複数回答で回答を求めた。

その結果、最も多い開示方法は、「求人票をファイリングして閲覧可能にしている」（89.1%）であ

った。次いで、「求人票を学生の目に見える校舎内掲示板等の場所に掲示している」（55.2%）、「デ

ータ化し学生が自由にアクセスできるようにしている」（44.5%）であった。 
その他の回答は 39 件あった。具体的な内容は「メールやアプリでの情報送信」（14 件）、「データ

化（PDF 化し PC で閲覧、データアプリとの連動）」（6 件）で、回答の半数が電子媒体を利用した

求人開示であった。他には「研究室ごとに紙媒体での閲覧」「担当者による学生への声かけ」「隔月

発刊の機関紙への掲載」「特に開示していない」といった回答が見られた。 
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求人票をファイリングして閲覧可能にしている。

求人票を学生の目に見える校舎内掲示板等の場所に掲

示している。

データ化し学生が自由にアクセスできるようにしてい

る。

その他

無回答
n=393 
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⑫ 保育現場と学生のマッチングについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-37 保育現場と学生のマッチング 

 

保育現場からの求人開示について図表 1-1-37 で示した選択肢の中から回答を求めた。その結果、

最も多い保育現場と学生のマッチングは「教員が主に行っている」（37.9%）であった。一方、「特に

していない」（28.5%）という養成施設も多くあることが示された。 

その他の回答数は 62 件あり、回答を KJ 法を用いて分類した。その結果、回答から 4 項目に整理

した。 

・学生主体 

「学生が主体的に活動している」「本人の意志を重視している」「学生が自ら調べ、選択できるよう

にしている」といった回答が見られた。 

・教職員 

「教員と職員が連携して行っている」「教員と進路担当の職員が行っている」「キャリア支援担当教

職員を中心に、全教職員で対応している」といった回答が見られた。 

・就職説明会 

「学内で合同説明会を行い、マッチングの場を提供している」「保育協会・幼稚園連盟主催の説明会」

「市町村単位の民間保育園・幼稚園協会主催のガイダンスに参加を促している」といった回答が見

られた。 

・その他 

「個別具体的な斡旋は行わないが、学生の保育観に基づく情報提供を行うことがある」「個々の学生

がマッチングできる力を身につけるよう指導」「必要と思われる学生には行っている」といった回答

が見られた。 

 

 

 

 

特にしていない

28.5%(112校)

教員が主に行っ

ている

37.9%(149校)

職員が主に行ってい

る12.7%(50校)

その他

15.8%(62校)

無回答

5.1%(20校)

n=393 
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⑬ 卒業生が勤務する保育所等からの情報収集、学生への情報提供等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-38 卒業生が勤務する保育所等からの情報収集、学生への情報提供 

 

卒業生が勤務する保育所等からの情報収集、学生への情報提供等を行っているかについて質問を

した結果、「行っている」（61.8%）、「行っていない」（35.9%）であった。 
 

⑭ 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自の調査について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-39 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況把握するための独自調査 

 

行っている

61.8%(243校)

行っていない

35.4%(139校)

無回答

2.8%(11校)

行っている

89.6%(352校)

特に行っていな

い 9.9%(39校)

無回答

0.5%(2校)

n=393 

n=393 
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⑫ 保育現場と学生のマッチングについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-37 保育現場と学生のマッチング 

 

保育現場からの求人開示について図表 1-1-37 で示した選択肢の中から回答を求めた。その結果、

最も多い保育現場と学生のマッチングは「教員が主に行っている」（37.9%）であった。一方、「特に

していない」（28.5%）という養成施設も多くあることが示された。 

その他の回答数は 62 件あり、回答を KJ 法を用いて分類した。その結果、回答から 4 項目に整理

した。 

・学生主体 

「学生が主体的に活動している」「本人の意志を重視している」「学生が自ら調べ、選択できるよう

にしている」といった回答が見られた。 

・教職員 

「教員と職員が連携して行っている」「教員と進路担当の職員が行っている」「キャリア支援担当教

職員を中心に、全教職員で対応している」といった回答が見られた。 

・就職説明会 

「学内で合同説明会を行い、マッチングの場を提供している」「保育協会・幼稚園連盟主催の説明会」

「市町村単位の民間保育園・幼稚園協会主催のガイダンスに参加を促している」といった回答が見

られた。 

・その他 

「個別具体的な斡旋は行わないが、学生の保育観に基づく情報提供を行うことがある」「個々の学生

がマッチングできる力を身につけるよう指導」「必要と思われる学生には行っている」といった回答

が見られた。 

 

 

 

 

特にしていない

28.5%(112校)

教員が主に行っ

ている

37.9%(149校)

職員が主に行ってい

る12.7%(50校)

その他

15.8%(62校)

無回答

5.1%(20校)

n=393 
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⑬ 卒業生が勤務する保育所等からの情報収集、学生への情報提供等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-38 卒業生が勤務する保育所等からの情報収集、学生への情報提供 

 

卒業生が勤務する保育所等からの情報収集、学生への情報提供等を行っているかについて質問を

した結果、「行っている」（61.8%）、「行っていない」（35.9%）であった。 
 

⑭ 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自の調査について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-39 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況把握するための独自調査 

 

行っている

61.8%(243校)

行っていない

35.4%(139校)

無回答

2.8%(11校)

行っている

89.6%(352校)

特に行っていな

い 9.9%(39校)

無回答

0.5%(2校)

n=393 

n=393 
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保育職希望学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握するための独自調査を行っているかに

ついて質問をした結果、「行っている」（89.6%）、「行っていない」（9.9%）であり、殆どの養成施設

で進捗状況や内定状況把握ための調査を行っていることが分かった。 

 

⑮ 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自調査の頻度について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-40 保育職希望の学生の就職状況及び内定状況把握のための独自調査の頻度 

 

保育職希望学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自調査の頻度について図表 1-1-
40 で示した選択肢の中から回答を求めた。その結果、「逐次行っている」（56.0%）が 50%以上の高

値を示した。次いで、「毎月行っている」（21.9%）、「2~3 か月に 1 回程度」（9.0%）、「半年に 1 回」

（4.8%）「進路決定届」等最終的なもののみ実施（7.1%）、「無回答」（1.4%）であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月行っている

21.9%(77校)

2～3か月に1回程

度 9.0％(31校)

半年に1回程度

4.8%(17校)

逐次行っている

56.0%(197校)

「進路決定届」

等最終的なもの

のみ実施

7.1%(25校)

無回答

1.4%(5校)

n=352 
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1年次

8.3%(1校)

2年次

41.7%(5
校)

3年次

50.0%(6
校)

2.短期大学（3年制）

1年次

1.6%(2校) 2年次

1.6%(2校)

3年次

28.9%
（37校)

4年次

58.6%(75校)

その他

2.3%(3校)

無回答

7.0%(9
校)

大学

n=128

⑯ 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自調査の開始時期について 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-41 調査を開始する年次 

 

 

 

1年次

10.5%(37
校)

２年次

46.6%(16
4校)3年次

14.2%(50
校)

4年次

21.3%(75
校)

その他

1.7%(6校)

無回答

5.7%(20
校)

全体

1年次

15.4%(19
校)

2年次

78.9%(97
校)

その他

2.4%(3校)

無回答

3.3%(4校)

2.短期大学（2年制）

1年次

16.2%(11
校)

2年次

77.9%(53
校)

無回答

5.9%(4校)

3.専修学校（2年制）

1年次

11.1%(1
校)

2年次

22.2%(2
校)3年次

66.7%(6校
)

3.専修学校（3年制）

n=352 

n=9 n=68 

n=12 n=123 

─ 38 ─
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保育職希望学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握するための独自調査を行っているかに

ついて質問をした結果、「行っている」（89.6%）、「行っていない」（9.9%）であり、殆どの養成施設

で進捗状況や内定状況把握ための調査を行っていることが分かった。 

 

⑮ 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自調査の頻度について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-40 保育職希望の学生の就職状況及び内定状況把握のための独自調査の頻度 

 

保育職希望学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自調査の頻度について図表 1-1-
40 で示した選択肢の中から回答を求めた。その結果、「逐次行っている」（56.0%）が 50%以上の高

値を示した。次いで、「毎月行っている」（21.9%）、「2~3 か月に 1 回程度」（9.0%）、「半年に 1 回」

（4.8%）「進路決定届」等最終的なもののみ実施（7.1%）、「無回答」（1.4%）であった。 
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2～3か月に1回程

度 9.0％(31校)

半年に1回程度

4.8%(17校)

逐次行っている

56.0%(197校)

「進路決定届」

等最終的なもの

のみ実施

7.1%(25校)

無回答

1.4%(5校)

n=352 
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1年次

8.3%(1校)

2年次

41.7%(5
校)

3年次

50.0%(6
校)

2.短期大学（3年制）

1年次

1.6%(2校) 2年次

1.6%(2校)

3年次

28.9%
（37校)

4年次

58.6%(75校)

その他

2.3%(3校)

無回答

7.0%(9
校)

大学

n=128

⑯ 保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び内定状況を把握する独自調査の開始時期について 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-41 調査を開始する年次 

 

 

 

1年次

10.5%(37
校)

２年次

46.6%(16
4校)3年次

14.2%(50
校)

4年次

21.3%(75
校)

その他

1.7%(6校)

無回答

5.7%(20
校)

全体

1年次

15.4%(19
校)

2年次

78.9%(97
校)

その他

2.4%(3校)

無回答

3.3%(4校)

2.短期大学（2年制）

1年次

16.2%(11
校)

2年次

77.9%(53
校)

無回答

5.9%(4校)

3.専修学校（2年制）

1年次

11.1%(1
校)

2年次

22.2%(2
校)3年次

66.7%(6校
)

3.専修学校（3年制）

n=352 

n=9 n=68 

n=12 n=123 
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前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び

内定状況を把握する独自調査の開始時期について図表 1-1-41 で示した選択肢の中から回答を求め

た。その結果、大学では「4 年次」（58.6%）、短期大学 2 年制では「2 年次」（78.9%）、3 年制では

「3 年次」（50%）、専修学校 2 年制では「2 年次」（77.9％）、3 年制では「3 年次」（66.7%）で、す

べての学校種において「最終学年」が 50%以上で最も多かった。その他の回答については以下の回

答を得た。 
・4 年次 10 月～ 

・見学・試験結果等、その都度報告するよう指導している。 

・3 年次後期開始前に希望調査を実施、4 年次からはアドバイザーによる調査を毎月実施し、学内 

 で情報共有を図っている。 

・短大 1 年後期に 1 回希望調査を実施、2 年次から毎月アドバイザー報告で学科内で情報共有を図 

 っている。 

・卒業学年の 10 月より（2 校） 

 

⑰ 保育職希望の学生への就職支援について 

 
図表 1-1-42 保育職希望の学生への就職支援【複数回答】 

 
保育職希望の学生の就職支援について図表 1-1-42 で示した選択肢の中から回答を求めた。その結

果、「面接指導」（91.3%）、「小論文・作文指導」（76.3%）、「ピアノの実技指導」（51.9%）、「手遊び

や読み聞かせ等の実技指導」（43.5%）であった。「その他」については 111 件の回答があった。回

答を KJ 法を用いて分類し、以下の 4 項目に整理した。 
・応募書類に関する内容 
 「履歴書の作成指導」「履歴書の添削」「エントリーシートの書き方」「提出資料内容の確認」とい 
 った回答が見られた。 
・相談に関する内容 

「選考方法に応じて、学生に支援を行なっている」「個別面談」「個別に必要なことを指導してい 
る」といった回答が見られた。 

91.3 

76.3 

51.9 

43.5 

29.3 

1.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

面接指導

小論文・作文指導

ピアノの実技指導

手遊びや読み聞かせ等の実技指導

その他

無回答

n=393 
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・実技に関する内容 
 「模擬保育」「プレゼンテーション」「製作、デザインなどの技術や表現（クリエイティブムーブ 

メント）」「集団討論」「模擬面接」といった回答が見られた。 
・ガイダンスに関する内容 

「筆記試験（一般教養等）対策」「採用試験対策講座」「保育職 OG 懇談会」「情報提供のためのガ 
イダンス」といった回答が見られた。 

・その他 
「キャリアカウンセラーによる相談」「求人情報の活用方法の指導」「就職対策演習（授業）を設 
けて、学生にあわせた指導を行っている。」「学生の希望により適宜対応する」といった回答が見 
られた。 

上記の中で特に多かったのが「履歴書の添削指導」（55 件）であった。次に「個別の対応」 (25
件)が多く、学生のニーズや要望に応じた柔軟な支援を行っていることが分かった。 
 
（４）養成施設の就職状況について 

① 業種別就職者数について 

 
図表 1-1-43 業種別就職者数及び増減（各施設の平均値） 

  平成 30 年度 平成 26 年度 増減 

各年度の卒業見込者・卒業生の合計人数 88.3 101.5 -13.2  

幼稚園 11.9 19.1 -7.3  

認定こども園 12.3 4.9 7.5  

保育所 31.2 41.0 -9.9  

小学校 8.1 7.3 0.8  

社会福祉施設(児童養護施設等) 5.9 7.2 -1.3  

公務員（福祉職） 3.7 3.8 -0.1  

公務員（一般行政職） 1.2 1.0 0.2  

一般企業 13.4 13.1 0.3  

その他（進学など） 7.8 11.4 -3.6  

 
図表 1-1-43 の数値は比率ではなく度数を記している。表の一番上を見ると分かるように、平成

26 年度と平成 30 年度を比べると、そもそも保育士養成施設の卒業生・卒業見込者の数が減ってい

る。つまり、全体として養成施設を卒業する者が減っているということであり、それに同調するか

のように保育所への就職希望者も－9.9 と減少している。同じように幼稚園も－7.3 と減っている

が、一方で増えているのが認定こども園であり、増えたのは 7.5（人）である。この理由は次の図

表で見ていくこととなるが、保育所よりも認定こども園を積極的に選んだということではなく、認

定こども園の数が増えたために自ずとそちらへの就職者数が増えたと見て良いだろう。 
認定こども園への就職者が増えた数に比べるとわずかではあるが、小学校教諭や一般行政職の公

務員、一般企業への就職が増えている。いずれも 1 以下という値であり、誤差の範囲内と捉える

こともできるだろう。ただ気になるのは認定こども園以外、保育士として就職する者が減ってお

り、保育士以外の仕事を選ぶ者が微増しているという点である。この 5 年間で保育士や保育・幼

児教育に就くという道を避けている様子がわずかではあるが垣間見える。 

─ 40 ─
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前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から保育職希望の学生の就職活動の進捗状況及び

内定状況を把握する独自調査の開始時期について図表 1-1-41 で示した選択肢の中から回答を求め

た。その結果、大学では「4 年次」（58.6%）、短期大学 2 年制では「2 年次」（78.9%）、3 年制では

「3 年次」（50%）、専修学校 2 年制では「2 年次」（77.9％）、3 年制では「3 年次」（66.7%）で、す

べての学校種において「最終学年」が 50%以上で最も多かった。その他の回答については以下の回

答を得た。 
・4 年次 10 月～ 

・見学・試験結果等、その都度報告するよう指導している。 

・3 年次後期開始前に希望調査を実施、4 年次からはアドバイザーによる調査を毎月実施し、学内 

 で情報共有を図っている。 

・短大 1 年後期に 1 回希望調査を実施、2 年次から毎月アドバイザー報告で学科内で情報共有を図 

 っている。 

・卒業学年の 10 月より（2 校） 

 

⑰ 保育職希望の学生への就職支援について 

 
図表 1-1-42 保育職希望の学生への就職支援【複数回答】 

 
保育職希望の学生の就職支援について図表 1-1-42 で示した選択肢の中から回答を求めた。その結

果、「面接指導」（91.3%）、「小論文・作文指導」（76.3%）、「ピアノの実技指導」（51.9%）、「手遊び

や読み聞かせ等の実技指導」（43.5%）であった。「その他」については 111 件の回答があった。回

答を KJ 法を用いて分類し、以下の 4 項目に整理した。 
・応募書類に関する内容 
 「履歴書の作成指導」「履歴書の添削」「エントリーシートの書き方」「提出資料内容の確認」とい 
 った回答が見られた。 
・相談に関する内容 

「選考方法に応じて、学生に支援を行なっている」「個別面談」「個別に必要なことを指導してい 
る」といった回答が見られた。 

91.3 

76.3 

51.9 

43.5 

29.3 

1.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

面接指導

小論文・作文指導

ピアノの実技指導

手遊びや読み聞かせ等の実技指導

その他

無回答

n=393 
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・実技に関する内容 
 「模擬保育」「プレゼンテーション」「製作、デザインなどの技術や表現（クリエイティブムーブ 

メント）」「集団討論」「模擬面接」といった回答が見られた。 
・ガイダンスに関する内容 

「筆記試験（一般教養等）対策」「採用試験対策講座」「保育職 OG 懇談会」「情報提供のためのガ 
イダンス」といった回答が見られた。 

・その他 
「キャリアカウンセラーによる相談」「求人情報の活用方法の指導」「就職対策演習（授業）を設 
けて、学生にあわせた指導を行っている。」「学生の希望により適宜対応する」といった回答が見 
られた。 

上記の中で特に多かったのが「履歴書の添削指導」（55 件）であった。次に「個別の対応」 (25
件)が多く、学生のニーズや要望に応じた柔軟な支援を行っていることが分かった。 
 
（４）養成施設の就職状況について 

① 業種別就職者数について 

 
図表 1-1-43 業種別就職者数及び増減（各施設の平均値） 

  平成 30 年度 平成 26 年度 増減 

各年度の卒業見込者・卒業生の合計人数 88.3 101.5 -13.2  

幼稚園 11.9 19.1 -7.3  

認定こども園 12.3 4.9 7.5  

保育所 31.2 41.0 -9.9  

小学校 8.1 7.3 0.8  

社会福祉施設(児童養護施設等) 5.9 7.2 -1.3  

公務員（福祉職） 3.7 3.8 -0.1  

公務員（一般行政職） 1.2 1.0 0.2  

一般企業 13.4 13.1 0.3  

その他（進学など） 7.8 11.4 -3.6  

 
図表 1-1-43 の数値は比率ではなく度数を記している。表の一番上を見ると分かるように、平成

26 年度と平成 30 年度を比べると、そもそも保育士養成施設の卒業生・卒業見込者の数が減ってい

る。つまり、全体として養成施設を卒業する者が減っているということであり、それに同調するか

のように保育所への就職希望者も－9.9 と減少している。同じように幼稚園も－7.3 と減っている

が、一方で増えているのが認定こども園であり、増えたのは 7.5（人）である。この理由は次の図

表で見ていくこととなるが、保育所よりも認定こども園を積極的に選んだということではなく、認

定こども園の数が増えたために自ずとそちらへの就職者数が増えたと見て良いだろう。 
認定こども園への就職者が増えた数に比べるとわずかではあるが、小学校教諭や一般行政職の公

務員、一般企業への就職が増えている。いずれも 1 以下という値であり、誤差の範囲内と捉える

こともできるだろう。ただ気になるのは認定こども園以外、保育士として就職する者が減ってお

り、保育士以外の仕事を選ぶ者が微増しているという点である。この 5 年間で保育士や保育・幼

児教育に就くという道を避けている様子がわずかではあるが垣間見える。 
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さらに、卒業見込者・卒業生に対して、各種別就職者がどの程度いたかを調べるため、各養成施

設の卒業見込者・卒業生の人数を分母とし、業種別就職者の人数を除した割合（％）の平均を示し

た（図表 1-1-44 及び図表 1-1-45）。 

平成 30 年度の結果（図表 1-1-44）を見ると、養成校全体で、保育所に就職した割合の平均値は

39.1%であった。これは、平成 26 年度の結果（図表 1-1-45）を見ると、値が 42.7％から 3.6％低く

なっていた。学校の規模でみると、卒業見込者・卒業生が 150 人以上の学校では、保育所への就職

率が 34.9%で相対的に値が低かった。また、学校種別に見ると、短期大学（44.7％）、専修学校（50.8％）

と比べ、大学が（26.9％）と、相対的に低い値を示した。 
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図表 1-1-44 平成 30 年度の業種別就職者の割合 

  

全体

(N=341) 

学校の規模（卒業見込者・卒業生の合計人数） 学校種別 

29 人 
以下

(N=57) 

30 人～

49 人

(N=57) 

50 人～

99 人

(N=118) 

100 人 
～149人

(N=70) 

150 人

以上

(N=38) 

大学 
 

(N=132) 

短期 
大学

(N=130) 

専修 
学校

(N=77) 

平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 

幼稚園 12.3% 10.0% 8.5% 12.8% 16.1% 12.7% 10.4% 13.9% 12.8% 

認定こども園 13.2% 11.8% 14.6% 12.9% 13.8% 12.9% 8.1% 18.0% 14.0% 

保育所 39.1% 45.0% 39.6% 38.0% 38.7% 34.9% 26.9% 44.7% 50.8% 

小学校 4.6% 1.0% 4.0% 4.6% 6.1% 8.3% 11.2% 0.5% 0.3% 

社会福祉施設 
（児童養護施設等） 

8.2% 11.6% 11.0% 8.0% 5.0% 5.9% 7.8% 6.2% 12.3% 

公務員（福祉職） 3.3% 1.1% 2.7% 4.6% 4.2% 1.9% 4.2% 3.6% 1.4% 

公務員（一般行政職） 0.4% 0.6% 0.6% 0.2% 0.3% 0.8% 1.0% 0.1% 0.0% 

一般企業 10.1% 6.4% 11.8% 10.8% 9.8% 11.6% 19.7% 5.1% 2.3% 

その他（進学など） 7.6% 11.0% 7.9% 6.6% 5.7% 9.3% 7.8% 7.5% 7.8% 

 
図表 1-1-45 平成 26 年度の業種別就職者の割合 

  

全体 
(N=292) 

学校の規模（卒業見込者・卒業生の合計人数） 学校種別 

29 人 
以下

(N=30) 

30 人～

49 人

(N=44) 

50 人～

99 人

(N=106) 

100 人 
～149人

(N=64) 

150 人

以上

(N=46) 

大学 
 

(N=109) 

短期 
大学

(N=127) 

専修 
学校

(N=56) 

平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 

幼稚園 17.2% 13.7% 12.0% 16.6% 21.4% 20.9% 16.1% 19.6% 13.9% 

認定こども園 4.2% 7.6% 2.8% 3.7% 5.3% 3.2% 2.8% 4.8% 5.7% 

保育所 42.7% 43.0% 44.9% 43.6% 42.4% 40.5% 28.6% 51.1% 50.9% 

小学校 4.0% 1.1% 3.3% 3.7% 6.1% 4.9% 10.2% 0.4% 0.2% 

社会福祉施設 
（児童養護施設等） 

8.2% 15.5% 10.8% 8.3% 5.9% 4.7% 8.7% 6.5% 11.3% 

公務員（福祉職） 3.1% 1.9% 3.2% 3.5% 3.4% 2.9% 4.3% 2.7% 1.8% 

公務員（一般行政職） 0.4% 0.4% 1.0% 0.3% 0.2% 0.5% 0.9% 0.1% 0.1% 

一般企業 9.0% 4.8% 10.4% 10.3% 8.6% 8.5% 17.1% 5.2% 2.2% 

その他（進学など） 9.6% 14.6% 10.5% 9.0% 7.1% 10.9% 9.7% 8.4% 12.4% 
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さらに、卒業見込者・卒業生に対して、各種別就職者がどの程度いたかを調べるため、各養成施

設の卒業見込者・卒業生の人数を分母とし、業種別就職者の人数を除した割合（％）の平均を示し

た（図表 1-1-44 及び図表 1-1-45）。 

平成 30 年度の結果（図表 1-1-44）を見ると、養成校全体で、保育所に就職した割合の平均値は

39.1%であった。これは、平成 26 年度の結果（図表 1-1-45）を見ると、値が 42.7％から 3.6％低く

なっていた。学校の規模でみると、卒業見込者・卒業生が 150 人以上の学校では、保育所への就職

率が 34.9%で相対的に値が低かった。また、学校種別に見ると、短期大学（44.7％）、専修学校（50.8％）

と比べ、大学が（26.9％）と、相対的に低い値を示した。 
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図表 1-1-44 平成 30 年度の業種別就職者の割合 
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(N=341) 

学校の規模（卒業見込者・卒業生の合計人数） 学校種別 

29 人 
以下

(N=57) 

30 人～

49 人

(N=57) 

50 人～

99 人
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～149人
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150 人

以上
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短期 
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平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 

幼稚園 12.3% 10.0% 8.5% 12.8% 16.1% 12.7% 10.4% 13.9% 12.8% 

認定こども園 13.2% 11.8% 14.6% 12.9% 13.8% 12.9% 8.1% 18.0% 14.0% 

保育所 39.1% 45.0% 39.6% 38.0% 38.7% 34.9% 26.9% 44.7% 50.8% 

小学校 4.6% 1.0% 4.0% 4.6% 6.1% 8.3% 11.2% 0.5% 0.3% 

社会福祉施設 
（児童養護施設等） 

8.2% 11.6% 11.0% 8.0% 5.0% 5.9% 7.8% 6.2% 12.3% 

公務員（福祉職） 3.3% 1.1% 2.7% 4.6% 4.2% 1.9% 4.2% 3.6% 1.4% 

公務員（一般行政職） 0.4% 0.6% 0.6% 0.2% 0.3% 0.8% 1.0% 0.1% 0.0% 

一般企業 10.1% 6.4% 11.8% 10.8% 9.8% 11.6% 19.7% 5.1% 2.3% 

その他（進学など） 7.6% 11.0% 7.9% 6.6% 5.7% 9.3% 7.8% 7.5% 7.8% 

 
図表 1-1-45 平成 26 年度の業種別就職者の割合 

  

全体 
(N=292) 

学校の規模（卒業見込者・卒業生の合計人数） 学校種別 

29 人 
以下

(N=30) 

30 人～

49 人

(N=44) 

50 人～

99 人

(N=106) 

100 人 
～149人

(N=64) 

150 人

以上

(N=46) 

大学 
 

(N=109) 

短期 
大学

(N=127) 

専修 
学校

(N=56) 

平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 

幼稚園 17.2% 13.7% 12.0% 16.6% 21.4% 20.9% 16.1% 19.6% 13.9% 

認定こども園 4.2% 7.6% 2.8% 3.7% 5.3% 3.2% 2.8% 4.8% 5.7% 

保育所 42.7% 43.0% 44.9% 43.6% 42.4% 40.5% 28.6% 51.1% 50.9% 

小学校 4.0% 1.1% 3.3% 3.7% 6.1% 4.9% 10.2% 0.4% 0.2% 

社会福祉施設 
（児童養護施設等） 

8.2% 15.5% 10.8% 8.3% 5.9% 4.7% 8.7% 6.5% 11.3% 

公務員（福祉職） 3.1% 1.9% 3.2% 3.5% 3.4% 2.9% 4.3% 2.7% 1.8% 

公務員（一般行政職） 0.4% 0.4% 1.0% 0.3% 0.2% 0.5% 0.9% 0.1% 0.1% 

一般企業 9.0% 4.8% 10.4% 10.3% 8.6% 8.5% 17.1% 5.2% 2.2% 

その他（進学など） 9.6% 14.6% 10.5% 9.0% 7.1% 10.9% 9.7% 8.4% 12.4% 
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② 保育士として就職を希望する学生の人数について 
 

 
図表 1-1-46 では、保育士への就職を希望する学生が増えたかについて尋ねた。その結果、69.2％

が「変わらない」と回答している。先ほどの図表 1-1-43 とあわせて考えると、保育士養成施設へ保

育士として入ってくる学生数は減少したものの、保育士を希望する学生は減っていないという印象

を持っているということだろう。一方、「増えた」（12.0％）、「減った」（10.4％）とそれぞれ存在す

る。各施設によってその印象が異なるのは当然であるが、どのような理由から増減したと考えてい

るのかについて尋ねたのが、以下の図表である。まず保育士希望が増えたと考えている養成施設の

結果を図表 1-1-47 にまとめた。 

 

③ 保育士就職希望者増減の理由について 

 

 

図表 1-1-47  保育士就職希望増の理由 
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仕事の内容（複数担当制、ピアノ不安等）

増えた

12.0%
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6.9%

無回答

1.5%

図表1-1-46 保育士としての就職者増減
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n=393 
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 自由記述で回答してもらった中で、保育士の就職希望が増えた理由として最も多かったのは「待

遇の向上」で、22 件の回答が得られた。「家賃補助、修学支援資金の給付」「都内を中心に手当が増

えたため」など、保育士の処遇改善が進んでいることをその理由としてあげている。 

次に多かったのが「保育士の求人が増えた」と「幼稚園教諭の就職希望が減った」というもので、

これらは共に 8 件の回答を得ている。「保育士の求人が増えた」にまとめた自由記述の具体的な記

載としては、「保育園の求人数の増加」「100％保育職で就職した。超売手市場で求人がたくさんあり

誰でも受かるから」というものが見られた。首都圏をはじめ大都市部では保育所が増えており、求

人数は以前と比べて激増している。 

「幼稚園教諭の希望が減った」という項目にまとめられたものとしては、「幼稚園希望者が減り、

保育（士）へ流れた」や「保育士 13％増。幼稚園教諭希望者が減り、その分保育士希望者が増」な

どというものがあった。 

7 件の回答があった「その他」では、他のカテゴリーに入らないものをまとめているが、「小規模

保育所（託児所等）希望者が増加」「公立保育士、小規模保育園の希望が増えている」とあるように、

小規模保育室への就職を希望する者またそれらの求人が増えていることを示唆している。 

その回答と関連して、3 件の回答が得られた「保育の内容（複数担当制、ピアノ不安等）」である

が、ここには、「一人担任制に不安」や「ピアノが苦手」というものが入り、幼稚園教諭と保育士の

仕事の違いが現れた。幼稚園教諭については必ずしもピアノが弾ける必要はないのだろうが、これ

から就職を考える学生にとって幼稚園は「ピアノを弾けなくてはいけない」「一人で担任をしなくて

はならない」と考えているようで、それが幼稚園教諭を避ける理由になっている。 

 「学生の増加」という項目に 6 件の回答があるが、これは単純に保育者養成校の学生が増えたこ

とにより、保育士へ就職を希望する学生の全体数が増えたというものである。幼稚園教諭や認定こ

ども園などの保育教諭と比べて、保育士を希望する者が増えたという回答もあったが（これらはそ

の理由によって別な項目に分類している）、「学生の数が増えたから」というシンプルな理由のもの

はこちらの「学生の増加」という項目に入れている。次の図表で見る保育士の希望者が減った理由

では「学生数が減った」というものが多いが、一方で増えた養成施設もあるということだ。 

 次の図表 1-1-48 には、「保育士の就職希望が減った理由」をまとめた。1 つの回答に複数の理由

が記しているものもあり、回答件数は 44 となった。 

 

図表 1-1-48 保育士就職希望者減の理由 
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② 保育士として就職を希望する学生の人数について 
 

 
図表 1-1-46 では、保育士への就職を希望する学生が増えたかについて尋ねた。その結果、69.2％

が「変わらない」と回答している。先ほどの図表 1-1-43 とあわせて考えると、保育士養成施設へ保

育士として入ってくる学生数は減少したものの、保育士を希望する学生は減っていないという印象

を持っているということだろう。一方、「増えた」（12.0％）、「減った」（10.4％）とそれぞれ存在す

る。各施設によってその印象が異なるのは当然であるが、どのような理由から増減したと考えてい

るのかについて尋ねたのが、以下の図表である。まず保育士希望が増えたと考えている養成施設の

結果を図表 1-1-47 にまとめた。 

 

③ 保育士就職希望者増減の理由について 

 

 

図表 1-1-47  保育士就職希望増の理由 
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 自由記述で回答してもらった中で、保育士の就職希望が増えた理由として最も多かったのは「待

遇の向上」で、22 件の回答が得られた。「家賃補助、修学支援資金の給付」「都内を中心に手当が増

えたため」など、保育士の処遇改善が進んでいることをその理由としてあげている。 

次に多かったのが「保育士の求人が増えた」と「幼稚園教諭の就職希望が減った」というもので、

これらは共に 8 件の回答を得ている。「保育士の求人が増えた」にまとめた自由記述の具体的な記

載としては、「保育園の求人数の増加」「100％保育職で就職した。超売手市場で求人がたくさんあり

誰でも受かるから」というものが見られた。首都圏をはじめ大都市部では保育所が増えており、求

人数は以前と比べて激増している。 

「幼稚園教諭の希望が減った」という項目にまとめられたものとしては、「幼稚園希望者が減り、

保育（士）へ流れた」や「保育士 13％増。幼稚園教諭希望者が減り、その分保育士希望者が増」な

どというものがあった。 

7 件の回答があった「その他」では、他のカテゴリーに入らないものをまとめているが、「小規模

保育所（託児所等）希望者が増加」「公立保育士、小規模保育園の希望が増えている」とあるように、

小規模保育室への就職を希望する者またそれらの求人が増えていることを示唆している。 

その回答と関連して、3 件の回答が得られた「保育の内容（複数担当制、ピアノ不安等）」である

が、ここには、「一人担任制に不安」や「ピアノが苦手」というものが入り、幼稚園教諭と保育士の

仕事の違いが現れた。幼稚園教諭については必ずしもピアノが弾ける必要はないのだろうが、これ

から就職を考える学生にとって幼稚園は「ピアノを弾けなくてはいけない」「一人で担任をしなくて

はならない」と考えているようで、それが幼稚園教諭を避ける理由になっている。 

 「学生の増加」という項目に 6 件の回答があるが、これは単純に保育者養成校の学生が増えたこ

とにより、保育士へ就職を希望する学生の全体数が増えたというものである。幼稚園教諭や認定こ

ども園などの保育教諭と比べて、保育士を希望する者が増えたという回答もあったが（これらはそ

の理由によって別な項目に分類している）、「学生の数が増えたから」というシンプルな理由のもの

はこちらの「学生の増加」という項目に入れている。次の図表で見る保育士の希望者が減った理由

では「学生数が減った」というものが多いが、一方で増えた養成施設もあるということだ。 

 次の図表 1-1-48 には、「保育士の就職希望が減った理由」をまとめた。1 つの回答に複数の理由

が記しているものもあり、回答件数は 44 となった。 

 

図表 1-1-48 保育士就職希望者減の理由 
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 最も多かったのは「学生数の減少」で 12 件の回答があった。「学生数自体の減少」「学生数自体が

減少した。割合は変わらない」などと記されており、養成施設に入ってくる学生そのものが減って

いる様子が垣間見える。図表 1-1-47 に見られた「学生数が増えた」という回答 6 件よりも、こちら

の「学生数が減った」という方が 12 件と多くなっているところも注目すべき点である。「入学者の

人数自体が減少したため。少子化の影響もあろうが、保育職の待遇の悪さが世間一般に広まり、人

気が低下したからと思われる」という回答もあるように、保育士だけでなく、養成施設全体への希

望者が減っているということであろう。 

 次に多かった理由が「一般企業の採用が増えた」というもので 9 件の回答が見られた。「一般企業

への就職が増加した」「売り手市場のため、民間企業に目を向ける学生が増えたことが関係している

と思います」などいうものが具体的な回答である。一般企業の求人が増えると、そちらへの就職を

考える学生たちが現れる。特に 4 年制大学の場合、一般就職希望の学生の方が就職活動を始める時

期が早いため（3 年次の冬あたり）、保育職を希望している学生にとっては周りの学生がリクルート

スーツを着て就職活動を始めることに焦りを感じるようだ。そこで保育職への就職の気持ちが揺ら

ぎ、一般企業の就職活動を自分もしてそこで内定をもらったりすると、保育士などへの就職をとり

やめてしまう学生もいるわけである。 

 3 つ目に多かったのは 7 件の回答が得られた「保育教諭への希望が増えた」という項目である。 

具体的には「認定こども園が増え、保育教諭を希望する割合が増えた」「認定こども園の施設が増え、

保育教諭としての採用が増えたため」などと記されている。これらを見ると、保育士を避けるよう

になったというよりも、保育所（または幼稚園）が認定こども園になったために保育教諭の採用が

増えたということであると理解できる。そのためこの項目から考えられるのは、保育士希望が減少

したというよりも保育教諭に移行したと理解してよいだろう。 

 「幼稚園教諭の希望が増えた」5 件、「社会福祉士への希望」が 3 件あった。保育所保育士だけで

なく、幼稚園教諭や社会福祉士の資格を得ることで、そちらへの就職に魅力を感じる学生もいるこ

とがわかる。 

 2 件のみではあるが、保育実習を経て進路変更をしたというものがあった。学生の就職支援の観

点から実習指導のあり方についても吟味する事の重要性を示唆していると思われる。 

 

④ 保育士就職希望学生の特徴等の変化について 

 

変化した

28.0%

変化していない

56.5%

わからない

13.2%

無回答

2.3%

図表1-1-49 保育としての就職の変化

n=393 
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 「直近 3 年、保育士として就職を希望する学生の特徴や希望する内容に変化はありましたか？」

と尋ねたところ、「変化していない」という回答が 56.5％と最も多かった。「変化した」という回答

が 28.0％あり、こちらは次の図表 1-1-50 を通してその内容を検討する。 
 
⑤ 具体的な学生の変化について

 
図表 1-1-50 具体的な学生の変化 

 
 
 

「具体的にどのような変化があったのか」の回答には、大きく 4 つの傾向があった。1 つ目は

「就職先の待遇、福利厚生面が充実しているかどうかを気にしている」というものである。2 つ目

は「職場の人間関係、働きやすさ」という点である。3 つ目は「小規模保育を希望する学生が増え

た」ということである。4 つ目は「学生の学力低下」である。 

「その他」の内容は様々であるが、「関東」「首都圏」「県外」への就職者が年々増加していると

いうものが目についた。また「株式会社運営の保育園への就職者が多くなった」という回答もあっ

た。 
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 最も多かったのは「学生数の減少」で 12 件の回答があった。「学生数自体の減少」「学生数自体が

減少した。割合は変わらない」などと記されており、養成施設に入ってくる学生そのものが減って

いる様子が垣間見える。図表 1-1-47 に見られた「学生数が増えた」という回答 6 件よりも、こちら

の「学生数が減った」という方が 12 件と多くなっているところも注目すべき点である。「入学者の

人数自体が減少したため。少子化の影響もあろうが、保育職の待遇の悪さが世間一般に広まり、人

気が低下したからと思われる」という回答もあるように、保育士だけでなく、養成施設全体への希

望者が減っているということであろう。 

 次に多かった理由が「一般企業の採用が増えた」というもので 9 件の回答が見られた。「一般企業

への就職が増加した」「売り手市場のため、民間企業に目を向ける学生が増えたことが関係している

と思います」などいうものが具体的な回答である。一般企業の求人が増えると、そちらへの就職を

考える学生たちが現れる。特に 4 年制大学の場合、一般就職希望の学生の方が就職活動を始める時

期が早いため（3 年次の冬あたり）、保育職を希望している学生にとっては周りの学生がリクルート

スーツを着て就職活動を始めることに焦りを感じるようだ。そこで保育職への就職の気持ちが揺ら

ぎ、一般企業の就職活動を自分もしてそこで内定をもらったりすると、保育士などへの就職をとり

やめてしまう学生もいるわけである。 

 3 つ目に多かったのは 7 件の回答が得られた「保育教諭への希望が増えた」という項目である。 

具体的には「認定こども園が増え、保育教諭を希望する割合が増えた」「認定こども園の施設が増え、

保育教諭としての採用が増えたため」などと記されている。これらを見ると、保育士を避けるよう

になったというよりも、保育所（または幼稚園）が認定こども園になったために保育教諭の採用が

増えたということであると理解できる。そのためこの項目から考えられるのは、保育士希望が減少

したというよりも保育教諭に移行したと理解してよいだろう。 

 「幼稚園教諭の希望が増えた」5 件、「社会福祉士への希望」が 3 件あった。保育所保育士だけで

なく、幼稚園教諭や社会福祉士の資格を得ることで、そちらへの就職に魅力を感じる学生もいるこ

とがわかる。 

 2 件のみではあるが、保育実習を経て進路変更をしたというものがあった。学生の就職支援の観

点から実習指導のあり方についても吟味する事の重要性を示唆していると思われる。 
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 「直近 3 年、保育士として就職を希望する学生の特徴や希望する内容に変化はありましたか？」

と尋ねたところ、「変化していない」という回答が 56.5％と最も多かった。「変化した」という回答

が 28.0％あり、こちらは次の図表 1-1-50 を通してその内容を検討する。 
 
⑤ 具体的な学生の変化について

 
図表 1-1-50 具体的な学生の変化 
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た」ということである。4 つ目は「学生の学力低下」である。 

「その他」の内容は様々であるが、「関東」「首都圏」「県外」への就職者が年々増加していると

いうものが目についた。また「株式会社運営の保育園への就職者が多くなった」という回答もあっ

た。 
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（５）既卒者へのキャリア支援について 

① 既卒者に対してのキャリア支援について 

 
 

 
 既卒者へのキャリア支援について、「行っている」と回答した養成施設が 70.2％で、7 割を超えた

養成施設が卒業生にもキャリア支援活動を行っていることが分かる。一方で、「特に行っていない」

（27.5％）、無回答（2.3％）で、あわせて 29.8％の養成施設ではキャリア支援を行っていない可能

性が高い。 
 次に同じデータを用いて、学校種別に既卒者へのキャリア支援を行っているかどうか検討をした。

大学、短期大学、専修学校のデータで比べてみたものが次の図表 1-1-52 である。 
 
 

 

行っている

70.2
%

特に行っていない

27.5%

無回答

2.3%

図表1-1-51 既卒者に対してのキャリア支援

n=393 
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図表 1-1-52 既卒者へのキャリア支援：学校種別 

 
 
図表 1-1-52 を見ると、他の学校種に比べ短期大学では行っている養成校が多く、学校種間でやや

違いが見られた。 
なお、4 年制大学の場合は、様々な学部学科があることが多いため、保育士にだけ特化して卒業

生のキャリア支援を充実させるというのが難しいことが考えられる。 
  

70.2 

68.7 

78.9 

61.3 

27.5 

29.9 

19.0 

35.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（N=393)

大学（N=147)

短期大学（N=147)

専修学校（N=93)

行っている 特に行っていない 無回答
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（５）既卒者へのキャリア支援について 

① 既卒者に対してのキャリア支援について 
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 次に同じデータを用いて、学校種別に既卒者へのキャリア支援を行っているかどうか検討をした。

大学、短期大学、専修学校のデータで比べてみたものが次の図表 1-1-52 である。 
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図表 1-1-52 既卒者へのキャリア支援：学校種別 
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違いが見られた。 
なお、4 年制大学の場合は、様々な学部学科があることが多いため、保育士にだけ特化して卒業

生のキャリア支援を充実させるというのが難しいことが考えられる。 
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図表 1-1-53 既卒者に行っているキャリア支援の内容 

 
 

次に、既卒者に行っているキャリア支援の内容について尋ねたところ、最も多かったのは「教員・

職員によるキャリアカウンセリング」（69.9％）である。これは教員又はキャリア支援担当の職員が

既卒者の面接に応じ、どういった保育施設が向いているかなどをアドバイスすると考えられる。 
続いて多かったのが、「求人情報の公開」（51.4％）である。現役の学生だけではなく、卒業生に

も就職の情報は提供しており、先ほどと同様に離職した卒業生が次の仕事を探しやすくするサポー

トをしていると考えられる。 
また、早期離職者などは、まず出身校へ相談にいくことが考えられる。養成施設の教員は学生や、

卒業後の年数がまだ短い早期離職者にとっては最も頼れる保育の専門家であり、情報もたくさん持

っていると期待されるだろう。それに応えるための情報や、相手の話を受け止めるカウンセリング

能力が就職担当者には求められるだろう。 
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同窓会等による就職支援
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資格取得講座・公務員講座等のキャリア支援

既卒者対象の就職セミナー

無回答 n=276 
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（６）養成施設のキャリア支援の方針について 

① 現在、行われているキャリア支援について 

 
 
 

養成施設が行っているキャリア支援について図表 1-1-54 で示した選択肢の中から複数回答で回

答を求めた。その結果、最も多い支援は、「教員・職員等による学生個人へのキャリアカウンセリン

グ」（88.5％）であった。次いで、「キャリアセンターなどによる組織的な支援」（62.3％）、「入学初

年次からのキャリア教育」（58.8％）、「卒業後の相談対応、講座等などのキャリア支援」（55.2％）

であった。 
他方で、「インターンシップやボランティアなどの単位化」（34.1%）、「入学から卒業まで一貫し

たキャリアプログラム」（31.3%）、「専門分野の教育課程にキャリア教育に関する科目を設定」

（25.7%）など、入学から卒業までを見通したキャリア支援、専門科目とキャリア支援を有機的に

結び付ける支援は、相対的に低い値を示した。ただし、「特にキャリア支援は行っていない」との回

答は 1.5%であり、ほぼすべての養成施設で何らかのキャリア支援が行われていることが示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

88.5 

62.3 

58.8 

55.2 
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卒業後の相談対応、講座等などのキャリア支援

業者等と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）

自治体（行政）と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）

インターシップやボランティアなどの単位化

入学から卒業まで一環したキャリア教育プログラム

専門分野の教育課程にキャリア教育に関する科目を設定

入学前教育

ポートフォリオなどを用いたキャリアデザインの意識化・具体化

無回答

特にキャリア支援は行っていない

その他

図表 1-1-54 現在、行われているキャリア支援【複数回答】 

 

n=393 
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図表 1-1-53 既卒者に行っているキャリア支援の内容 
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（６）養成施設のキャリア支援の方針について 

① 現在、行われているキャリア支援について 

 
 
 

養成施設が行っているキャリア支援について図表 1-1-54 で示した選択肢の中から複数回答で回

答を求めた。その結果、最も多い支援は、「教員・職員等による学生個人へのキャリアカウンセリン

グ」（88.5％）であった。次いで、「キャリアセンターなどによる組織的な支援」（62.3％）、「入学初

年次からのキャリア教育」（58.8％）、「卒業後の相談対応、講座等などのキャリア支援」（55.2％）

であった。 
他方で、「インターンシップやボランティアなどの単位化」（34.1%）、「入学から卒業まで一貫し

たキャリアプログラム」（31.3%）、「専門分野の教育課程にキャリア教育に関する科目を設定」

（25.7%）など、入学から卒業までを見通したキャリア支援、専門科目とキャリア支援を有機的に

結び付ける支援は、相対的に低い値を示した。ただし、「特にキャリア支援は行っていない」との回

答は 1.5%であり、ほぼすべての養成施設で何らかのキャリア支援が行われていることが示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

88.5 

62.3 

58.8 

55.2 

42.2 

38.2 
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25.7 

24.2 

15.5 
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1.5 

1.0 
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教員・職員等による学生個人へのキャリアカウンセリング

キャリアセンターなどによる組織的な支援

入学初年次からのキャリア教育

卒業後の相談対応、講座等などのキャリア支援

業者等と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）

自治体（行政）と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）

インターシップやボランティアなどの単位化

入学から卒業まで一環したキャリア教育プログラム

専門分野の教育課程にキャリア教育に関する科目を設定

入学前教育

ポートフォリオなどを用いたキャリアデザインの意識化・具体化

無回答

特にキャリア支援は行っていない

その他

図表 1-1-54 現在、行われているキャリア支援【複数回答】 
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② 学校種別による比較：現在、行われているキャリア支援について 

 

 

22.4%

55.1%

32.7%

22.4%

27.9%

44.9%

76.9%

41.5%

51.7%

87.1%

52.4%

1.4%

0.7%

1.4%

32.7%

68.7%

38.8%

15.6%

25.2%

23.8%

71.4%

41.5%

42.2%

91.8%

61.2%

1.4%

0.7%

0.7%

14.0%

48.4%

19.4%

5.4%

24.7%

35.5%

28.0%

29.0%

28.0%

84.9%

51.6%

0.0%

4.3%

4.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

入学前教育

入学初年次からのキャリア教育

入学から卒業まで一環したキャリア教育プログラム

ポートフォリオなどを用いたキャリアデザインの意識

化・具体化

専門分野の教育課程にキャリア教育に関する科目を設

定
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座、見学会などの実施）
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会などの実施）

教員・職員等による学生個人へのキャリアカウンセリ

ング

卒業後の相談対応、講座等などのキャリア支援

その他

特にキャリア支援は行っていない

無回答

大学（N=147） 短期大学（N=147） 専修学校（N=93）

図表 1-1-55 学校種別による比較 現在、行われているキャリア支援【複数回答】 
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養成施設が行っているキャリア支援について学校種による比較を行った（図表 1-1-55）。χ２検定

を行った結果、有意な差が見られた項目として、大学では、「ポートフォリオなどを用いたキャリア

デザインの意識化・具体化」（22.4%）、「インターシップやボランティアなどの単位化」（44.9%）、

「業者等と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）」（51.7%）といった項目で相

対的に高い値を示した。 
短期大学では、「入学前教育」（32.7%）、「入学初年次からのキャリア教育」（68.7%）といった項

目で高い値を示した。他方で、「インターシップやボランティアなどの単位化」（23.8%）では他の

学校種別に比べて低い値を示した。 
専修学校は、「入学前教育」（14.0%）、「入学から卒業まで一環したキャリア教育プログラム」

（19.4%）、「ポートフォリオなどを用いたキャリアデザインの意識化・具体化」（5.4%）、「キャリア

センターなどによる組織的な支援」（28.0%）、「業者等と連携したキャリア支援（説明会、講座、見

学会などの実施）」（28.0%）といった多くの項目で他の学校種別と比べて低い値を示した。 
 
③ 養成施設がキャリア支援を始める時期について 
  

 
 

 
養成施設がキャリア支援を始める時期について質問した結果（図表 1-1-56）、すべての学校種に

おいて「1 年次」が最も多かった。また「入学前」との回答を見ても、どの種別でも 12～14％の回

答があることが分かった。学校種による違いに着目すると、大学では、「3 年次」（15.6％）が他と

比べて多く、専修学校では、「2 年次」（15.1％）が他と比べて多いことが示された。 
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図表 1-1-56 養成施設がキャリア支援を始める時期 
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② 学校種別による比較：現在、行われているキャリア支援について 
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養成施設が行っているキャリア支援について学校種による比較を行った（図表 1-1-55）。χ２検定
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「業者等と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）」（51.7%）といった項目で相

対的に高い値を示した。 
短期大学では、「入学前教育」（32.7%）、「入学初年次からのキャリア教育」（68.7%）といった項

目で高い値を示した。他方で、「インターシップやボランティアなどの単位化」（23.8%）では他の

学校種別に比べて低い値を示した。 
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学会などの実施）」（28.0%）といった多くの項目で他の学校種別と比べて低い値を示した。 
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おいて「1 年次」が最も多かった。また「入学前」との回答を見ても、どの種別でも 12～14％の回

答があることが分かった。学校種による違いに着目すると、大学では、「3 年次」（15.6％）が他と

比べて多く、専修学校では、「2 年次」（15.1％）が他と比べて多いことが示された。 
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④ 養成施設のキャリア支援の基本的な考え方について 
図表 1-1-57 養成施設のキャリア支援の基本的な考え方 

 当ては

まる 

やや当て

はまる 

あまり 

当てはま

らない 

当てはま

らない 
無回答 

1．学生自身の主体性を最大限に尊重し

ている 

全体 (N=393) 73.8 22.9 1.3 0.0 2.0 

大学 (N=147) 73.5 22.4 2.0 0.0 2.0 

短期大学 (N=147) 78.9 18.4 1.4 0.0 1.4 

専修学校 (N=93) 65.6 31.2 0.0 0.0 3.2 

2．学んだ専門性を活かせる職業選択が

できるように支援している 

全体 (N=393) 77.4 20.1 0.3 0.8 1.5 

大学 (N=147) 68.0 27.9 0.7 1.4 2.0 

短期大学 (N=147) 83.0 15.6 0.0 0.7 0.7 

専修学校 (N=93) 82.8 15.1 0.0 0.0 2.2 

3．社会人となるために必要なマナーや

規律の修得を重視している 

全体 (N=393) 53.7 38.7 5.1 0.8 1.8 

大学 (N=147) 42.9 45.6 8.2 1.4 2.0 

短期大学 (N=147) 53.1 41.5 3.4 0.7 1.4 

専修学校 (N=93) 72.0 22.6 3.2 0.0 2.2 

4．将来、社会的・職業的自立に向けて

必要となる全般的な能力や態度を育

むことを重視している 

全体 (N=393) 51.9 40.2 4.8 1.3 1.8 

大学 (N=147) 46.3 44.9 4.1 2.7 2.0 

短期大学 (N=147) 51.7 40.8 5.4 0.7 1.4 

専修学校 (N=93) 61.3 32.3 4.3 0.0 2.2 

5．一定又は特定の職業に従事するため

に必要な知識、技能を育むことを重

視している 

全体 (N=393) 55.0 33.6 8.1 1.3 2.0 

大学 (N=147) 53.1 32.0 10.9 2.0 2.0 

短期大学 (N=147) 59.2 32.0 6.8 0.7 1.4 

専修学校 (N=93) 52.7 37.6 5.4 1.1 3.2 

6．学生が身につけるべき能力を明確化

し、その到達度を評価することを重

視している 

全体 (N=393) 26.7 40.5 26.2 3.6 3.1 

大学 (N=147) 24.5 37.4 29.3 6.1 2.7 

短期大学 (N=147) 30.6 38.8 25.2 2.7 2.7 

専修学校 (N=93) 25.8 46.2 22.6 1.1 4.3 

7．卒業後も継続して相談や情報提供な

どの支援をしている 

全体 (N=393) 39.9 35.9 14.2 6.1 3.8 

大学 (N=147) 35.4 36.1 17.7 8.2 2.7 

短期大学 (N=147) 47.6 36.7 9.5 3.4 2.7 

専修学校 (N=93) 36.6 35.5 16.1 6.5 5.4 

8．卒業生へのリカレント教育の機会を

設けるなどの支援をしている 

全体 (N=393) 13.0 19.3 30.5 31.6 5.6 

大学 (N=147) 5.4 21.1 34.7 35.4 3.4 

短期大学 (N=147) 22.4 20.4 26.5 25.9 4.8 

専修学校 (N=93) 10.8 15.1 32.3 33.3 8.6 
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養成施設のキャリア支援の考え方について、“当てはまる”～“当てはまらない”の 4 件法で回答を

求めた（図表 1-1-57）。説問 1～設問 4 の「学生の主体性」「専門性を活かせる職業選択」を尊重す

ることや「社会人としてのマナーや能力」「職業に必要な知識や技能」を育むといった項目では、「当

てはまる」と「ややあてはまる」の合計が 90%を超えていた。他方、「学生が身につけるべき能力を

明確化し、その到達度を評価すること」「卒業後の継続した情報提供」の項目は、「あまり当ては

まらない」と「当てはまらない」の合計が 20％を超えていた。特に「卒業生へのリカレント教育の

機会を設けるなどの支援をしている」では、「あまり当てはまらない」「当てはまらない」の合計

が 62.1%であり、卒業生へのリカレント教育があまり行われていないことが示された。 
学校種による比較として「当てはまる」の回答に着目すると、10％以上の差が見られた項目とし

て、「1.学生自身の主体性を最大限に尊重している」で専修学校（65.6%）が低い値を示した。また、

「2.学んだ専門性を活かせる職業選択ができるように支援している」では、大学（68.0%）が低い値

を示した。「3.社会人となるために必要なマナーや規律の修得を重視している」では、大学（42.9%）

の値が低く、専修学校（72.0%）が高い値を示した。「4.将来、社会的・職業的自立に向けて必要と

なる全般的な能力や態度を育むことを重視している」では、専修学校（61.3%）が高い値を示した。

「8.卒業生へのリカレント教育の機会を設けるなどの支援をしている」では、大学（5.4%）の値が

低く、短期大学（22.4％）が高い値を示した。 
 

⑤ 養成施設の学生の就職活動に関しての独自のルール、原則等や指導について 
 養成施設が定めている就職活動に関するルールや原則等について自由記述で回答を求めた。結果

を KJ 法を用いて分類すると、回答はほぼ求人への応募や内定に関するものであることが分かった。

具体的には、344 件の有効回答（自由記述）のうち、保育・幼児教育の就職先への応募に関して、

「同時に複数の応募を禁止している（併願の不可）」といった回答が 259 件（75.3％）と最も多かっ

た。次いで、内定に関する記述が多く、「内定辞退を原則禁止している」との回答が 75 件（21.8%）、

「内定辞退する場合は教員やキャリアセンターなどへの報告を義務化している」との回答が 72 件

（20.9％）あった。 
 
⑥ 卒業生への就職先に関する情報収集について 

 

 

行っている

42.5%

行っていない

55.7%

無回答

1.8%

図表 1-1-58 養成施設の卒業生から就職先についての情報収集 
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④ 養成施設のキャリア支援の基本的な考え方について 
図表 1-1-57 養成施設のキャリア支援の基本的な考え方 
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視している 

全体 (N=393) 55.0 33.6 8.1 1.3 2.0 

大学 (N=147) 53.1 32.0 10.9 2.0 2.0 

短期大学 (N=147) 59.2 32.0 6.8 0.7 1.4 

専修学校 (N=93) 52.7 37.6 5.4 1.1 3.2 

6．学生が身につけるべき能力を明確化

し、その到達度を評価することを重

視している 

全体 (N=393) 26.7 40.5 26.2 3.6 3.1 

大学 (N=147) 24.5 37.4 29.3 6.1 2.7 

短期大学 (N=147) 30.6 38.8 25.2 2.7 2.7 

専修学校 (N=93) 25.8 46.2 22.6 1.1 4.3 

7．卒業後も継続して相談や情報提供な

どの支援をしている 

全体 (N=393) 39.9 35.9 14.2 6.1 3.8 

大学 (N=147) 35.4 36.1 17.7 8.2 2.7 
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設けるなどの支援をしている 

全体 (N=393) 13.0 19.3 30.5 31.6 5.6 

大学 (N=147) 5.4 21.1 34.7 35.4 3.4 

短期大学 (N=147) 22.4 20.4 26.5 25.9 4.8 

専修学校 (N=93) 10.8 15.1 32.3 33.3 8.6 
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養成施設のキャリア支援の考え方について、“当てはまる”～“当てはまらない”の 4 件法で回答を

求めた（図表 1-1-57）。説問 1～設問 4 の「学生の主体性」「専門性を活かせる職業選択」を尊重す

ることや「社会人としてのマナーや能力」「職業に必要な知識や技能」を育むといった項目では、「当

てはまる」と「ややあてはまる」の合計が 90%を超えていた。他方、「学生が身につけるべき能力を

明確化し、その到達度を評価すること」「卒業後の継続した情報提供」の項目は、「あまり当ては

まらない」と「当てはまらない」の合計が 20％を超えていた。特に「卒業生へのリカレント教育の

機会を設けるなどの支援をしている」では、「あまり当てはまらない」「当てはまらない」の合計

が 62.1%であり、卒業生へのリカレント教育があまり行われていないことが示された。 
学校種による比較として「当てはまる」の回答に着目すると、10％以上の差が見られた項目とし

て、「1.学生自身の主体性を最大限に尊重している」で専修学校（65.6%）が低い値を示した。また、

「2.学んだ専門性を活かせる職業選択ができるように支援している」では、大学（68.0%）が低い値

を示した。「3.社会人となるために必要なマナーや規律の修得を重視している」では、大学（42.9%）

の値が低く、専修学校（72.0%）が高い値を示した。「4.将来、社会的・職業的自立に向けて必要と

なる全般的な能力や態度を育むことを重視している」では、専修学校（61.3%）が高い値を示した。

「8.卒業生へのリカレント教育の機会を設けるなどの支援をしている」では、大学（5.4%）の値が

低く、短期大学（22.4％）が高い値を示した。 
 

⑤ 養成施設の学生の就職活動に関しての独自のルール、原則等や指導について 
 養成施設が定めている就職活動に関するルールや原則等について自由記述で回答を求めた。結果

を KJ 法を用いて分類すると、回答はほぼ求人への応募や内定に関するものであることが分かった。

具体的には、344 件の有効回答（自由記述）のうち、保育・幼児教育の就職先への応募に関して、

「同時に複数の応募を禁止している（併願の不可）」といった回答が 259 件（75.3％）と最も多かっ

た。次いで、内定に関する記述が多く、「内定辞退を原則禁止している」との回答が 75 件（21.8%）、

「内定辞退する場合は教員やキャリアセンターなどへの報告を義務化している」との回答が 72 件

（20.9％）あった。 
 
⑥ 卒業生への就職先に関する情報収集について 

 

 

行っている

42.5%

行っていない

55.7%

無回答

1.8%

図表 1-1-58 養成施設の卒業生から就職先についての情報収集 
 

n=393 
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卒業生への就職先に関する情報収集の有無を質問した結果（図表 1-1-58）、「行っていない」（55.7%）

と、「行っている」（42.5％）よりわずかに多い値を示した。 

⑦ 前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から得られた具体的な学生への伝達方法 
「行っている」と回答した施設から得られた自由記述（163 件）を分類した。回答の特徴として、

必要に応じた情報の利用、部分的な情報の利用といった回答が見られた。具体的には、「特定の保育

所等の情報は、求人情報に紐付けして閲覧できるようにしていたり、応募を検討する学生に申し出

をさせ、個別連絡したりすることがある」「収集した同じ就職先を希望している学生に直接会って伝

える」「学生から個別に相談があった際に参考として伝える」といった回答があった。 
他方で、情報の積極的な利用として、「就職セミナーや個別の就職相談などで、具体的な事例とし

て紹介し、参考にしている」「就職対策講座等で、本人承諾のもと、プリント配布又は、情報として

講座で伝える」「キャリアセンター職員が毎年就職先の園を 60 園程訪問し、卒業生の状況と園の特

徴を聞き込み、教員に情報提供するとともに、学生支援に活かしている」といった回答が見られた。

いずれにしても個人情報に配慮して卒業生から得られた情報を活かしていることが示唆された。 

⑧ 養成施設のキャリア支援の特色や工夫されている点について 
 養成施設のキャリア支援の特色や工夫について自由記述で回答を求めた結果（272 件）を KJ 法

を用いて分類し、以下の 10 項目に整理した。 

・キャリア支援の担当者の人選・配置の工夫 
 「キャリア支援センターにおいて、支援のための保育現場経験者が常駐していること」「各地域に

担当者を配置、担任、地域担当とダブルでサポートしている」「専門領域担当として、各種別（保育

所、幼稚園、施設等）の専門教員や技能系（ピアノ、造形等）の専門教員を配置し、学生 1 人ひと

りに丁寧にキャリア支援を行っている」「学生と最も近いクラス担任が、学生と面談しながら就職先

と学生のマッチングをサポートしている」「学科毎に担当者を決めている。1 人ずつ面談を実施し、

内定するまでサポートしている」といった回答が見られた。地域担当、専門領域担当、担任制、学

科単位といった担当者の配置の工夫が感じられた。 

・入学から卒業まで一環したキャリア支援 
 「全体を『キャリア支援プログラム』として定義し、入学予定者を対象にした『プレカレッジ』

に始まり、必修科目の『基礎ゼミナール』『キャリア開発Ⅰ～Ⅲ』新卒者を対象とする『フォローア

ップセミナー』までをとおして学生のキャリアアップを図っている」「新入生オリエンテーションの

時から就職に関するガイダンスを実施し、『大学生活をどう過ごすか』を学生自身が考えるよう指導

している」「初年次より演習科目として教育課程の中に組み入れ、動機付けにつながる講話や学生相

互のグループワークによるピアカウンセリングなどを展開」といった回答が見られた。 

・職員間の連携や組織としてのキャリア支援 

 「グループアドバイザーである教員と情報共有し、複数の教職員で支援している、就職決定者に

は必ず受験報告書を記入させ、後輩の為の資料とする」「保育所園長・幼稚園長・行政職（保育関係）

経験を有する相談員 4 名がチームとなり多角的な指導を行い、学生一人一人の状況を共有し支援に

生かしている」「キャリア支援室職員と各専攻のキャリア支援担当教員のチームによる支援を行っ

ており、それぞれの学生が求めているサポートを専門の担当者が分担し、学生が納得するまで時間

をかけて対応しています」など、職員と教員の協働、チームによる支援といった回答が見られた。 
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・求人情報のデータ化や提供に関する工夫 
 「求人先の地域ごとに求人票をファイリングしている」「学生や OG･OB の情報はリアルタイム

で教職員間で共有している」「届いた求人票は、できるだけホットなうちに学生に届くようにしてい

る」「内定届と同時に受験報告書の提出を促し、同級生や後輩に対して情報開示をし、採用試験の際

の傾向を掴ませている」といった回答が見られた。 
 
・説明会、講座、報告会などの時期、内容 
 「公立園や私立園、障害児施設などに勤務されている先生を招き、保育職の魅力や就職に関わる

お話をして頂く特別講座の実施。」「外部業者による公務員試験対策講座（保育職向け）の実施」「公

立、私立とも、学科内で就職対策研究会を保育担当教員が自主的に開催し、学生と共に就職試験対

策・学生同士の学び合い（アクティブ・ラーニング）を行っている」「公務員試験対策として、同じ

自治体を受験する学生同士でグループを作り、面接や実技集団討論の練習をさせている」といった

回答が見られた。 
 
・学生一人ひとりに向き合う、主体性を尊重する指導 
 「小規模な学校であるため保護者との面談を行ったり、個人の希望を受けて就職先への交渉（求

人依頼、条件の変更、待遇改善）を行っています」「一人一人への丁寧な指導を行っている。活動に

あたっては、必ず子ども達あるいは施設利用者への責任を伝え、保育者としての心を育てることを

心に留めて指導にあたっている」「障害等特別な配慮を要する学生に対しても、申し出があれば必要

な情報を提供し、支援している」「学生自らが自主ゼミを開催し、キャリア支援に対するニーズを出

してくるのでそのニーズに応じた支援を行っている」といった回答が見られた。 
 
・キャリア教育に関する科目の設定、単位化 
 「正課として、1 年次からキャリア教育科目を設定している」「1 年後期、『キャリア形成入門』の

授業において、保育実践者がていねいに指導している」「授業において社会人基礎力を高めるトレー

ニングを行っている。キャリア教育のための科目（キャリアプラン、キャリアプランⅠ、キャリア

プランⅡ）」といった回答が見られた。 
 
・インターンシップやボランティアなどの現場体験の充実 
 「自主自立をめざすキャリア教育により、見通しをもった将来像へ向かっていけるようボランティ

ア、インターンシップ的な現場経験をすすめている」「1 年生、5 月連休明けから保育現場へグルー

プで出向き（専任教員引率前期 6 回、半日ずつ）現場体験から学ぶ」「各種イベントにボランティア

として参加している」といった回答が見られた。 
 
・卒業生と在校生との関係構築の工夫 
 「各授業内（とくに実習系、総合系など）では、卒業生に来てもらい、仕事のことや保育士とし

ての有り様について語ってもらう機会を多くとっている」「1 年次から保育士として働く卒業生との

交流会に参加させる等キャリア意識を強く持たせている。学生数が少ないこともあり、それぞれの

特性に合った就職先を紹介できる。卒業生も頻繁に学校を訪れて来るので、学生や教員も現場の生

の声を聞くことができる」「全卒業生の就職園に 1 年以内に教員が訪問する」といった回答が見ら

れた。 
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卒業生への就職先に関する情報収集の有無を質問した結果（図表 1-1-58）、「行っていない」（55.7%）

と、「行っている」（42.5％）よりわずかに多い値を示した。 

⑦ 前項の設問で「行っている」と回答した養成施設から得られた具体的な学生への伝達方法 
「行っている」と回答した施設から得られた自由記述（163 件）を分類した。回答の特徴として、

必要に応じた情報の利用、部分的な情報の利用といった回答が見られた。具体的には、「特定の保育

所等の情報は、求人情報に紐付けして閲覧できるようにしていたり、応募を検討する学生に申し出

をさせ、個別連絡したりすることがある」「収集した同じ就職先を希望している学生に直接会って伝

える」「学生から個別に相談があった際に参考として伝える」といった回答があった。 
他方で、情報の積極的な利用として、「就職セミナーや個別の就職相談などで、具体的な事例とし

て紹介し、参考にしている」「就職対策講座等で、本人承諾のもと、プリント配布又は、情報として

講座で伝える」「キャリアセンター職員が毎年就職先の園を 60 園程訪問し、卒業生の状況と園の特

徴を聞き込み、教員に情報提供するとともに、学生支援に活かしている」といった回答が見られた。

いずれにしても個人情報に配慮して卒業生から得られた情報を活かしていることが示唆された。 

⑧ 養成施設のキャリア支援の特色や工夫されている点について 
 養成施設のキャリア支援の特色や工夫について自由記述で回答を求めた結果（272 件）を KJ 法

を用いて分類し、以下の 10 項目に整理した。 

・キャリア支援の担当者の人選・配置の工夫 
 「キャリア支援センターにおいて、支援のための保育現場経験者が常駐していること」「各地域に

担当者を配置、担任、地域担当とダブルでサポートしている」「専門領域担当として、各種別（保育

所、幼稚園、施設等）の専門教員や技能系（ピアノ、造形等）の専門教員を配置し、学生 1 人ひと

りに丁寧にキャリア支援を行っている」「学生と最も近いクラス担任が、学生と面談しながら就職先

と学生のマッチングをサポートしている」「学科毎に担当者を決めている。1 人ずつ面談を実施し、

内定するまでサポートしている」といった回答が見られた。地域担当、専門領域担当、担任制、学

科単位といった担当者の配置の工夫が感じられた。 

・入学から卒業まで一環したキャリア支援 
 「全体を『キャリア支援プログラム』として定義し、入学予定者を対象にした『プレカレッジ』

に始まり、必修科目の『基礎ゼミナール』『キャリア開発Ⅰ～Ⅲ』新卒者を対象とする『フォローア

ップセミナー』までをとおして学生のキャリアアップを図っている」「新入生オリエンテーションの

時から就職に関するガイダンスを実施し、『大学生活をどう過ごすか』を学生自身が考えるよう指導

している」「初年次より演習科目として教育課程の中に組み入れ、動機付けにつながる講話や学生相

互のグループワークによるピアカウンセリングなどを展開」といった回答が見られた。 

・職員間の連携や組織としてのキャリア支援 

 「グループアドバイザーである教員と情報共有し、複数の教職員で支援している、就職決定者に

は必ず受験報告書を記入させ、後輩の為の資料とする」「保育所園長・幼稚園長・行政職（保育関係）

経験を有する相談員 4 名がチームとなり多角的な指導を行い、学生一人一人の状況を共有し支援に

生かしている」「キャリア支援室職員と各専攻のキャリア支援担当教員のチームによる支援を行っ

ており、それぞれの学生が求めているサポートを専門の担当者が分担し、学生が納得するまで時間

をかけて対応しています」など、職員と教員の協働、チームによる支援といった回答が見られた。 
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・求人情報のデータ化や提供に関する工夫 
 「求人先の地域ごとに求人票をファイリングしている」「学生や OG･OB の情報はリアルタイム

で教職員間で共有している」「届いた求人票は、できるだけホットなうちに学生に届くようにしてい

る」「内定届と同時に受験報告書の提出を促し、同級生や後輩に対して情報開示をし、採用試験の際

の傾向を掴ませている」といった回答が見られた。 
 
・説明会、講座、報告会などの時期、内容 
 「公立園や私立園、障害児施設などに勤務されている先生を招き、保育職の魅力や就職に関わる

お話をして頂く特別講座の実施。」「外部業者による公務員試験対策講座（保育職向け）の実施」「公

立、私立とも、学科内で就職対策研究会を保育担当教員が自主的に開催し、学生と共に就職試験対

策・学生同士の学び合い（アクティブ・ラーニング）を行っている」「公務員試験対策として、同じ

自治体を受験する学生同士でグループを作り、面接や実技集団討論の練習をさせている」といった

回答が見られた。 
 
・学生一人ひとりに向き合う、主体性を尊重する指導 
 「小規模な学校であるため保護者との面談を行ったり、個人の希望を受けて就職先への交渉（求

人依頼、条件の変更、待遇改善）を行っています」「一人一人への丁寧な指導を行っている。活動に

あたっては、必ず子ども達あるいは施設利用者への責任を伝え、保育者としての心を育てることを

心に留めて指導にあたっている」「障害等特別な配慮を要する学生に対しても、申し出があれば必要

な情報を提供し、支援している」「学生自らが自主ゼミを開催し、キャリア支援に対するニーズを出

してくるのでそのニーズに応じた支援を行っている」といった回答が見られた。 
 
・キャリア教育に関する科目の設定、単位化 
 「正課として、1 年次からキャリア教育科目を設定している」「1 年後期、『キャリア形成入門』の

授業において、保育実践者がていねいに指導している」「授業において社会人基礎力を高めるトレー

ニングを行っている。キャリア教育のための科目（キャリアプラン、キャリアプランⅠ、キャリア

プランⅡ）」といった回答が見られた。 
 
・インターンシップやボランティアなどの現場体験の充実 
 「自主自立をめざすキャリア教育により、見通しをもった将来像へ向かっていけるようボランティ

ア、インターンシップ的な現場経験をすすめている」「1 年生、5 月連休明けから保育現場へグルー

プで出向き（専任教員引率前期 6 回、半日ずつ）現場体験から学ぶ」「各種イベントにボランティア

として参加している」といった回答が見られた。 
 
・卒業生と在校生との関係構築の工夫 
 「各授業内（とくに実習系、総合系など）では、卒業生に来てもらい、仕事のことや保育士とし

ての有り様について語ってもらう機会を多くとっている」「1 年次から保育士として働く卒業生との

交流会に参加させる等キャリア意識を強く持たせている。学生数が少ないこともあり、それぞれの

特性に合った就職先を紹介できる。卒業生も頻繁に学校を訪れて来るので、学生や教員も現場の生

の声を聞くことができる」「全卒業生の就職園に 1 年以内に教員が訪問する」といった回答が見ら

れた。 
 
 

─ 57 ─



 
 

- 56 - 
 

・その他 
 「小規模な学校であるため保護者との面談を行ったり、個人の希望を受けて就職先への交渉（求

人依頼、条件の変更、待遇改善）を行っています」といった保護者の意向を確認する取組みや、「地

域に根ざした大学として各保育施設の特色や情報を学生に伝えることができる」といった地域性を

活かした取組みが見られた。 
 
⑨ 養成施設のキャリア支援の課題について 
 養成施設のキャリア支援の課題について自由記述で回答を求めた。結果（274 件）を KJ 法を用

いて分類し、以下の 10 項目に整理した。 
・学生の取組みや学生の多様化に関する課題 

「社会人としてのマナーや約束・報連相を守る、といった基本的なところの習得が難しい学生が

多い」「学生の多種多様なニーズに応えること、特性のある学生への対応」「専門職を目指さない

学生への支援が難しい」「就職への意欲がない学生や決断がなかなかできない学生への対応」

「学生の就活に対する意欲をどうやったら上げられるか」といった回答が見られた。 
 
・保育職以外のキャリア支援の課題 

「免許・資格に関係ない一般職を希望する学生について、実習日程などと重なり就活が出遅れる」

「資格取得をしながら、一般職を希望する学生の増加傾向」「資格が取得できない学生のキャリア

支援」「一般就職に流れてしまう傾向への対策」といった回答が見られた。 
 
・卒業生の動向把握に関する課題 

「卒後の動向把握のための方法の確立」「卒業後の支援が不十分」「卒業生支援として学習会や情

報交換の場や機会を設けているが参加者が少ない。現場での悩み相談に訪れる卒業生も増えてお

り、これからも卒業生支援のあり方が課題である」といった回答が見られた。 
 
・早期離職に関する課題 

「早期離職を防ぐために専門職者として働く意識・覚悟を持たせること」「就職先の内部事情にな

じめず、メンタル的支援を求めてくる学生が多くなった。現場との連携の困難が課題。（早期退職・

離職・仕事内容の繁忙さ）」「学生の就職先の真のマッチング（離職防止を踏まえ）への指導強化

を図っている」といった回答が見られた。 
 
・キャリア支援スタッフの人員不足や経験不足に関する課題 

「担当者の人数不足」「マンパワー不足により、対応しきれないケースがある」「職員により、情

報、知識の差があり、対応に差がつくこと」といった回答が見られた。 
 
・キャリア支援の時間的制約に関する課題 

「実践力をつけるための個別指導（指導案や研究保育など）の時間が充分とれない」「キャリア支

援に関する時間を確保することが、時間割の都合上、難しい」「2 年次で実習が多く、なかなかキ

ャリア支援の時間を設けることができない」といった回答が見られた。 
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・組織内での連携に関する課題 
「短大全体でのキャリア支援と、科で行っているキャリア支援の連携が上手くとれていない」「教

職連携は行っているが、学科（教員事務室）、教務課、キャリア支援課がそれぞれ独立した存在、

場所も別々なため、学生情報の共有に苦労が伴う」といった回答が見られた。 
 
・キャリア支援の内容・方法等に関する課題 

「ボランティア、インターンシップなど職場体験を通して有効な就職活動に結びつけること。キ

ャリア教育を実施している科目が選択科目であるということ」「キャリア教育の効果の測定、評価、

改善についての、よりよい取り組みが課題である」「ある程度学生生活に慣れてからのキャリア支

援では若干遅いという感も否めないので入学当初からのキャリア支援の強化が必要」といった回

答が見られた。 
 
・求人情報の整理（データ化）および学生への公開に関する課題 

「保育求人は非常に活発で、異業種からの参入も増え多様化している。好条件の求人票も多くあ

る中で、実態がつかみきれない現状もある」「保育所からの求人の早期化への対応」「求人数が非

常に多く、必要とされている学生数を送れないこと」といった回答が見られた。 
 
・その他の課題 

「昔からの就活方法で複数応募はしない事になっているが、学生から”職業選択の自由”に反する

のではと声があがっている」「〇〇県独自の就職協定を取り決めているが、これを時代の流れに逆

らっていつまで存続できるかが不透明である」といった回答が見られた。 
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・その他 
 「小規模な学校であるため保護者との面談を行ったり、個人の希望を受けて就職先への交渉（求

人依頼、条件の変更、待遇改善）を行っています」といった保護者の意向を確認する取組みや、「地

域に根ざした大学として各保育施設の特色や情報を学生に伝えることができる」といった地域性を

活かした取組みが見られた。 
 
⑨ 養成施設のキャリア支援の課題について 
 養成施設のキャリア支援の課題について自由記述で回答を求めた。結果（274 件）を KJ 法を用

いて分類し、以下の 10 項目に整理した。 
・学生の取組みや学生の多様化に関する課題 

「社会人としてのマナーや約束・報連相を守る、といった基本的なところの習得が難しい学生が

多い」「学生の多種多様なニーズに応えること、特性のある学生への対応」「専門職を目指さない

学生への支援が難しい」「就職への意欲がない学生や決断がなかなかできない学生への対応」

「学生の就活に対する意欲をどうやったら上げられるか」といった回答が見られた。 
 
・保育職以外のキャリア支援の課題 

「免許・資格に関係ない一般職を希望する学生について、実習日程などと重なり就活が出遅れる」

「資格取得をしながら、一般職を希望する学生の増加傾向」「資格が取得できない学生のキャリア

支援」「一般就職に流れてしまう傾向への対策」といった回答が見られた。 
 
・卒業生の動向把握に関する課題 

「卒後の動向把握のための方法の確立」「卒業後の支援が不十分」「卒業生支援として学習会や情

報交換の場や機会を設けているが参加者が少ない。現場での悩み相談に訪れる卒業生も増えてお

り、これからも卒業生支援のあり方が課題である」といった回答が見られた。 
 
・早期離職に関する課題 

「早期離職を防ぐために専門職者として働く意識・覚悟を持たせること」「就職先の内部事情にな

じめず、メンタル的支援を求めてくる学生が多くなった。現場との連携の困難が課題。（早期退職・

離職・仕事内容の繁忙さ）」「学生の就職先の真のマッチング（離職防止を踏まえ）への指導強化

を図っている」といった回答が見られた。 
 
・キャリア支援スタッフの人員不足や経験不足に関する課題 

「担当者の人数不足」「マンパワー不足により、対応しきれないケースがある」「職員により、情

報、知識の差があり、対応に差がつくこと」といった回答が見られた。 
 
・キャリア支援の時間的制約に関する課題 

「実践力をつけるための個別指導（指導案や研究保育など）の時間が充分とれない」「キャリア支

援に関する時間を確保することが、時間割の都合上、難しい」「2 年次で実習が多く、なかなかキ

ャリア支援の時間を設けることができない」といった回答が見られた。 
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・組織内での連携に関する課題 
「短大全体でのキャリア支援と、科で行っているキャリア支援の連携が上手くとれていない」「教

職連携は行っているが、学科（教員事務室）、教務課、キャリア支援課がそれぞれ独立した存在、

場所も別々なため、学生情報の共有に苦労が伴う」といった回答が見られた。 
 
・キャリア支援の内容・方法等に関する課題 

「ボランティア、インターンシップなど職場体験を通して有効な就職活動に結びつけること。キ

ャリア教育を実施している科目が選択科目であるということ」「キャリア教育の効果の測定、評価、

改善についての、よりよい取り組みが課題である」「ある程度学生生活に慣れてからのキャリア支

援では若干遅いという感も否めないので入学当初からのキャリア支援の強化が必要」といった回

答が見られた。 
 
・求人情報の整理（データ化）および学生への公開に関する課題 

「保育求人は非常に活発で、異業種からの参入も増え多様化している。好条件の求人票も多くあ

る中で、実態がつかみきれない現状もある」「保育所からの求人の早期化への対応」「求人数が非

常に多く、必要とされている学生数を送れないこと」といった回答が見られた。 
 
・その他の課題 

「昔からの就活方法で複数応募はしない事になっているが、学生から”職業選択の自由”に反する

のではと声があがっている」「〇〇県独自の就職協定を取り決めているが、これを時代の流れに逆

らっていつまで存続できるかが不透明である」といった回答が見られた。 
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⑩ 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて 

 
 
 

養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて図表 1-1-59 で示した選択肢の中か

ら複数回答で回答を求めた結果、「面接指導」(91.3%)、「個別の進路選択の相談」(89.6%)、「論作文

指導」(75.3%)といった個々の学生への支援が高い値を示した。 
一方で、実際の保育現場と密接に結びついた支援である「保育現場でのインターンシップの紹介」

（38.7%)、「保育施設の見学会」（35.9％）、「自治体別の就職説明会」（24.9％）は、相対的に値が低

かった。さらに、具体的な回答の中で「卒業生へのリカレント講座」(14.8%)が最も少ない値を示し

た。 
  

91.3 

89.6 

75.3 

69.7 

68.7 

64.4 

54.2 

49.9 

49.6 

45.8 

45.0 

42.5 

40.2 

38.7 

35.9 

24.9 

14.8 

2.3 

2.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

面接指導

個別の進路選択の相談

論作文指導

保育現場でのボランティアの紹介

公務員採用試験の対策講座

学部・学科独自の就職ガイダンス

現職保育者の講演会

内定者（学生）の報告会

保育実技指導

保育団体、業者等による就職説明会

ＰＣなどによる求人案内（案内の簡便化）

自治体の助成金や就職支援等の案内

卒業生への求人案内

保育現場でのインターンシップの紹介

保育施設の見学会

自治体別の就職説明会

卒業生へのリカレント講座

その他

無回答

図表 1-1-59 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組み【複数回

 

n=393 

 
 

- 59 - 
 

⑪ 学校種別による比較 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて 

 

 
 

64.6%

85.7%

62.6%

85.0%

26.5%

38.1%

89.1%

80.3%

46.9%

51.7%

69.4%

29.3%

65.3%

49.7%

36.7%

39.5%

8.2%

2.0%

2.7%

73.5%

95.9%

42.9%

77.6%

29.3%

48.3%

95.9%

78.9%

53.1%

29.9%

68.0%

32.7%

56.5%

65.3%

51.7%

43.5%

25.9%

2.0%

0.7%

49.5%

84.9%

22.6%

32.3%

17.2%

53.8%

88.2%

62.4%

48.4%

30.1%

72.0%

50.5%

17.2%

45.2%

37.6%

37.6%

8.6%

3.2%

4.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学部・学科独自の就職ガイダンス

個別の進路選択の相談

ＰＣなどによる求人案内（案内の簡便化）

公務員採用試験の対策講座

自治体別の就職説明会

保育団体、業者等による就職説明会

面接指導

論作文指導

保育実技指導

保育現場でのインターンシップの紹介

保育現場でのボランティアの紹介

保育施設の見学会

内定者（学生）の報告会

現職保育者の講演会

自治体の助成金や就職支援等の案内

卒業生への求人案内

卒業生へのリカレント講座

その他

無回答

大学（N=147） 短期大学（N=147） 専修学校（N=93）

図表 1-1-60 学校種別による比較 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組み【複数回答】 
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⑩ 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて 

 
 
 

養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて図表 1-1-59 で示した選択肢の中か

ら複数回答で回答を求めた結果、「面接指導」(91.3%)、「個別の進路選択の相談」(89.6%)、「論作文

指導」(75.3%)といった個々の学生への支援が高い値を示した。 
一方で、実際の保育現場と密接に結びついた支援である「保育現場でのインターンシップの紹介」

（38.7%)、「保育施設の見学会」（35.9％）、「自治体別の就職説明会」（24.9％）は、相対的に値が低

かった。さらに、具体的な回答の中で「卒業生へのリカレント講座」(14.8%)が最も少ない値を示し

た。 
  

91.3 

89.6 

75.3 

69.7 

68.7 

64.4 

54.2 

49.9 

49.6 

45.8 

45.0 

42.5 

40.2 

38.7 

35.9 

24.9 

14.8 

2.3 

2.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

面接指導

個別の進路選択の相談

論作文指導

保育現場でのボランティアの紹介

公務員採用試験の対策講座

学部・学科独自の就職ガイダンス

現職保育者の講演会

内定者（学生）の報告会

保育実技指導

保育団体、業者等による就職説明会

ＰＣなどによる求人案内（案内の簡便化）

自治体の助成金や就職支援等の案内

卒業生への求人案内

保育現場でのインターンシップの紹介

保育施設の見学会

自治体別の就職説明会

卒業生へのリカレント講座

その他

無回答

図表 1-1-59 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組み【複数回

 

n=393 
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⑪ 学校種別による比較 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて 

 

 
 

64.6%

85.7%

62.6%

85.0%

26.5%

38.1%

89.1%

80.3%

46.9%

51.7%

69.4%

29.3%

65.3%

49.7%

36.7%

39.5%

8.2%

2.0%

2.7%

73.5%

95.9%

42.9%

77.6%

29.3%

48.3%

95.9%

78.9%

53.1%

29.9%

68.0%

32.7%

56.5%

65.3%

51.7%

43.5%

25.9%

2.0%

0.7%

49.5%

84.9%

22.6%

32.3%

17.2%

53.8%

88.2%

62.4%

48.4%

30.1%

72.0%

50.5%

17.2%

45.2%

37.6%

37.6%

8.6%

3.2%

4.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学部・学科独自の就職ガイダンス

個別の進路選択の相談

ＰＣなどによる求人案内（案内の簡便化）

公務員採用試験の対策講座

自治体別の就職説明会

保育団体、業者等による就職説明会

面接指導

論作文指導

保育実技指導

保育現場でのインターンシップの紹介

保育現場でのボランティアの紹介

保育施設の見学会

内定者（学生）の報告会

現職保育者の講演会

自治体の助成金や就職支援等の案内

卒業生への求人案内

卒業生へのリカレント講座

その他

無回答

大学（N=147） 短期大学（N=147） 専修学校（N=93）

図表 1-1-60 学校種別による比較 養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組み【複数回答】 
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養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて学校種別による比較を行った。χ２

検定を行った結果、有意な差が見られた項目として、大学では、「PC などによる求人案内（案内の

簡便化）」(62.6%)、「公務員採用試験の対策講座」(85.0%)、「保育現場でのインターンシップの紹介」

(51.7%)といった項目で相対的に高い値を示した。他方で、「保育団体、業者等による就職説明会」

(38.1%)は他の学校種と比べて低い値を示した。 
短期大学では、「学部・学科独自の就職ガイダンス」(73.5%)、「個別の進路選択の相談」(95.9%)、

「現職保育者の講演会」(65.3%)、「自治体の助成金や就職支援等の案内」(51.7%)、「卒業生へのリ

カレント講座」(25.9%)といった項目で相対的に高い値を示した。 
 専修学校では、「保育現場でのボランティアの紹介」(72.0%)、「保育施設の見学会」が高い値を示

した一方、「学部・学科独自の就職ガイダンス」(49.5%)、「PC などによる求人案内（案内の簡便化）」

(22.6%)、「公務員採用試験の対策講座」(32.3%)、「論作文指導」(62.4%)、「内定者（学生）の報告

会」(17.2%)といった項目で相対的に低い値を示した。 
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（７） 学校全体で行っているキャリア支援の方針について 

① 学校全体で行われているキャリア支援について 

 

 
 
 
 

学校全体で行われているキャリア支援について図表 1-1-61 で示した選択肢の中から複数回答で

回答を求めた。その結果、養成施設が行っているキャリア支援の結果と同じ傾向を示し、「教員・職

員等による学生個人へのキャリアカウンセリング」「キャリアセンターなどによる組織的な支援」

「入学初年次からのキャリア教育」の順で値が多かった。 
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教員・職員等による学生個人へのキャリアカウンセリング

キャリアセンターなどによる組織的な支援

入学初年次からのキャリア教育

卒業後の相談対応、講座等などのキャリア支援

業者等と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）

インターシップやボランティアなどの単位化

自治体（行政）と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）

専門分野の教育課程にキャリア教育に関する科目を設定

入学から卒業まで一環したキャリア教育プログラム

入学前教育

ポートフォリオなどを用いたキャリアデザインの意識化・具体化

その他

特にキャリア支援は行っていない

無回答

図表 1-1-61 学校全体で行っているキャリア支援【複数回答】 

n=306 
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養成施設が行っているキャリア支援の実際の取組みについて学校種別による比較を行った。χ２

検定を行った結果、有意な差が見られた項目として、大学では、「PC などによる求人案内（案内の

簡便化）」(62.6%)、「公務員採用試験の対策講座」(85.0%)、「保育現場でのインターンシップの紹介」

(51.7%)といった項目で相対的に高い値を示した。他方で、「保育団体、業者等による就職説明会」

(38.1%)は他の学校種と比べて低い値を示した。 
短期大学では、「学部・学科独自の就職ガイダンス」(73.5%)、「個別の進路選択の相談」(95.9%)、

「現職保育者の講演会」(65.3%)、「自治体の助成金や就職支援等の案内」(51.7%)、「卒業生へのリ

カレント講座」(25.9%)といった項目で相対的に高い値を示した。 
 専修学校では、「保育現場でのボランティアの紹介」(72.0%)、「保育施設の見学会」が高い値を示

した一方、「学部・学科独自の就職ガイダンス」(49.5%)、「PC などによる求人案内（案内の簡便化）」

(22.6%)、「公務員採用試験の対策講座」(32.3%)、「論作文指導」(62.4%)、「内定者（学生）の報告

会」(17.2%)といった項目で相対的に低い値を示した。 
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（７） 学校全体で行っているキャリア支援の方針について 

① 学校全体で行われているキャリア支援について 

 

 
 
 
 

学校全体で行われているキャリア支援について図表 1-1-61 で示した選択肢の中から複数回答で

回答を求めた。その結果、養成施設が行っているキャリア支援の結果と同じ傾向を示し、「教員・職

員等による学生個人へのキャリアカウンセリング」「キャリアセンターなどによる組織的な支援」

「入学初年次からのキャリア教育」の順で値が多かった。 
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自治体（行政）と連携したキャリア支援（説明会、講座、見学会などの実施）

専門分野の教育課程にキャリア教育に関する科目を設定

入学から卒業まで一環したキャリア教育プログラム

入学前教育

ポートフォリオなどを用いたキャリアデザインの意識化・具体化

その他

特にキャリア支援は行っていない

無回答

図表 1-1-61 学校全体で行っているキャリア支援【複数回答】 
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② 学校全体で行っているキャリア支援の基本的な考え方について 
  

 

 当てはま

る 
やや当て

はまる 

あまり当

てはまら

ない 

当てはま

らない 無回答 

1.学生自身の主体性を最大限に尊重している 75.8 22.5 0.3 0.3 1.0 
2.学んだ専門性を活かせる職業選択ができるよう

に支援している 68.3 28.8 1.6 0.0 1.3 

3.社会人となるために必要なマナーや規律の修得

を重視している 54.2 41.5 2.3 0.3 1.6 

4.将来、社会的・職業的自立に向けて必要となる

全般的な能力や態度を育むことを重視している 54.9 38.2 5.2 0.3 1.3 

5.一定又は特定の職業に従事するために必要な知

識、技能を育むことを重視している 45.4 39.2 11.8 2.0 1.6 

6.学生が身につけるべき能力を明確化し、その到

達度を評価することを重視している 29.1 40.8 24.2 3.3 2.6 

7.卒業後も継続して相談や情報提供などの支援を

している 38.6 36.3 16.0 5.2 3.9 

8.卒業生へのリカレント教育の機会を設けるなど

の支援をしている 13.4 23.5 30.4 27.5 5.2 

n＝306 

  
学校全体で行っているキャリア支援の考え方について、“当てはまる”～“当てはまらない”の 4

件法で回答を求めた。その結果、養成施設のキャリア支援の基本的な考え方と結果と同じ傾向を示

し、設問 1～設問 4 の「学生の主体性」「専門性を活かせる職業選択」を尊重することや「社会人と

してのマナーや能力」「職業に必要な知識や技能」を育むといった項目では、「当てはまる」と「や

やあてはまる」の合計が 90%を超えていた。 

 

③学校全体で行っているキャリア教育の特色や工夫されている点について 
学校全体で行っているキャリア支援の特色や工夫について自由記述で回答を求めた結果（149 件）

の特徴として、学校全体で連携してキャリア支援に取組む記述が多く見られた。具体的には、「保育

と介護（国試受験資格）のコースがあるが、お互いの職種の特徴や共通点を知り、交流する機会を

設けている。保育科卒業後、介護のコースに進学して就職の幅を広げる学生もいる」「本学は大学を

併設しており、大学・短大・学科といった垣根をなくし、『全学科』と『進路・就職支援センター』

が連携する『全学体制』でキャリア教育に取り組んでいます」「履修指導、資格取得、就職支援の 3
方向において連続性のある指導・支援が行える体制を整えている。就職活動においては、一般企業

や公務員行政職等を目指す学生を支援する就職センターと、教員・保育士を希望する学生を支援す

る教職センターの 2 部門を置く」といった回答が見られた。 
 また、多様な学生のニーズに応えるために多数の講座や個別指導を行っている実態も示された。

具体的には、「学んだ専門性を活かして、社会で存分に活躍していくために、一般企業向けの講座や

栄養、児童・福祉といった専門職向けの講座など、数々の支援講座を実施しています」「小規模なら

ではのきめ細かな支援として、ガイダンス・セミナーを年間 60 回以上実施。また学内説明会も 40
以上の団体に来学いただき、積極的に接する機会を設けています」「学生の能力やキャリア志向が多

様化している中で、クラス担任に担当する就職担当教員が日常的に学生ひとり一人の実態を把握し、

個別に就職指導を行っている」といった回答が見られた。 
 さらに、建学の精神をふまえてキャリア支援を行っている記述も見られた。具体的には、「キリス

図表 1-1-62 学校全体で行っているキャリア支援の基本的な考え方 
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ト教主義に基づく建学の精神をふまえて、人権に関わる基礎知識を得ること」「校是である『〇〇〇

〇』のもと、保育士としての専門性を支える人格、見識を深めるため、日々の授業に加え清掃や運

動会等のボランティア活動にも取り組んでいます」「建学の精神『〇〇〇〇』の精神を培い、自主自

立性を高め、スペシャリストを育てる専門的・実践的なキャリア教育を推進している」といった回

答が見られた。 
 

3.考察 

 
（１）就職支援に関わる養成施設の状況 
 まず明らかになったことは、養成施設全体の卒業生が減少傾向（平成 26 年から平成 30 年にかけ

て）にある、という点である。総卒業生数が減少したことが、養成施設から保育士として就職する

者の数に影響を与えることは必然である。また、卒業時の保育士資格取得率が、短期大学や専修学

校に比べ、4 年制大学の割合が低い（68.3％）こともわかった。本調査に回答した養成施設の学校

種の概ねの割合は、4 年制大学：短期大学：専修学校で 4：4：2 である。全体の約 4 割を占める 4
年制大学において、保育士資格を取得しない者が他の学校種に比べて相対的に多いことは、一つの

課題として認識しておく必要があるだろう。 
 また、保育士資格を卒業要件としている養成施設は全体の 22.9％に過ぎず、養成施設として指定

されている学校を卒業することと、養成施設を修了することが必ずしもイコールの関係にないこと

が明らかになった。専修学校は卒業要件としている割合が、他の学校種に比べて相対的に高いもの

の、養成施設の大半を占める 4 年制大学、短期大学の多くがこのような傾向をもつことは、養成施

設からの保育士輩出にブレーキをかける一因となるだろう。 
 さらに、養成施設における、隠れたカリキュラムとしての“保育士として就職する気風”につい

て調べたところ、4 年制大学が他の学校種に比べて、保育士を目指す気風が弱い傾向がみられた。

前述した 4 年制大学の保育士資格取得者数の結果を併せて考えたとき、保育士就職に向けての就職

活動における 2 年制の養成施設と 4 年制の養成施設の間の温度差が感じられる結果となった。 
 
（２）保育職に関するキャリア支援体制 
 保育士就職に特化した就職支援担当者を配置している養成施設は半数程度だったが、配置されて

いる担当者は保育現場（保育所、幼稚園等）の経験者である場合が多かった。保育現場に精通した

者が支援することが、保育士をめざすキャリア支援において重要であることがわかった。 
 就職ガイダンスは 82.4％の養成施設が実施しているが、回数は 3 回未満のところが多く、頻繁に

行われているものではない。ガイダンスの外部委託を行っている養成施設は 29.8％で、多くは自校

で行っているガイダンスである。また、その内容は、就職にあたってのマナーや、保育職を取り巻

く就職状況が上位に位置し、筆記試験対策、面接試験対策等は相対的には下位であった。これら試

験対策は、ガイダンスというよりも個別の支援の中で行われていると考えられる。実際に、個別の

支援の上位には、ピアノや手遊び等の実技指導、面接指導、小論文・作文指導が位置していた。 
 また、多様な保育理念や保育方法が存在してる中、保育に対する学生の志向性と保育現場の意向

のマッチングを図ることは重要であるが、これに関する支援を行うのは職員よりも教員であること

が多かった。保育に関する専門的知識や、保育実習における学生の学修状況等は、職員に比べ教員

の方が把握していることが考えられ、この点が影響した結果と考えられる。 
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② 学校全体で行っているキャリア支援の基本的な考え方について 
  

 

 当てはま

る 
やや当て

はまる 

あまり当

てはまら

ない 

当てはま

らない 無回答 

1.学生自身の主体性を最大限に尊重している 75.8 22.5 0.3 0.3 1.0 
2.学んだ専門性を活かせる職業選択ができるよう

に支援している 68.3 28.8 1.6 0.0 1.3 

3.社会人となるために必要なマナーや規律の修得

を重視している 54.2 41.5 2.3 0.3 1.6 

4.将来、社会的・職業的自立に向けて必要となる

全般的な能力や態度を育むことを重視している 54.9 38.2 5.2 0.3 1.3 

5.一定又は特定の職業に従事するために必要な知

識、技能を育むことを重視している 45.4 39.2 11.8 2.0 1.6 

6.学生が身につけるべき能力を明確化し、その到

達度を評価することを重視している 29.1 40.8 24.2 3.3 2.6 

7.卒業後も継続して相談や情報提供などの支援を

している 38.6 36.3 16.0 5.2 3.9 

8.卒業生へのリカレント教育の機会を設けるなど

の支援をしている 13.4 23.5 30.4 27.5 5.2 

n＝306 

  
学校全体で行っているキャリア支援の考え方について、“当てはまる”～“当てはまらない”の 4

件法で回答を求めた。その結果、養成施設のキャリア支援の基本的な考え方と結果と同じ傾向を示

し、設問 1～設問 4 の「学生の主体性」「専門性を活かせる職業選択」を尊重することや「社会人と

してのマナーや能力」「職業に必要な知識や技能」を育むといった項目では、「当てはまる」と「や

やあてはまる」の合計が 90%を超えていた。 

 

③学校全体で行っているキャリア教育の特色や工夫されている点について 
学校全体で行っているキャリア支援の特色や工夫について自由記述で回答を求めた結果（149 件）

の特徴として、学校全体で連携してキャリア支援に取組む記述が多く見られた。具体的には、「保育

と介護（国試受験資格）のコースがあるが、お互いの職種の特徴や共通点を知り、交流する機会を

設けている。保育科卒業後、介護のコースに進学して就職の幅を広げる学生もいる」「本学は大学を

併設しており、大学・短大・学科といった垣根をなくし、『全学科』と『進路・就職支援センター』

が連携する『全学体制』でキャリア教育に取り組んでいます」「履修指導、資格取得、就職支援の 3
方向において連続性のある指導・支援が行える体制を整えている。就職活動においては、一般企業

や公務員行政職等を目指す学生を支援する就職センターと、教員・保育士を希望する学生を支援す

る教職センターの 2 部門を置く」といった回答が見られた。 
 また、多様な学生のニーズに応えるために多数の講座や個別指導を行っている実態も示された。

具体的には、「学んだ専門性を活かして、社会で存分に活躍していくために、一般企業向けの講座や

栄養、児童・福祉といった専門職向けの講座など、数々の支援講座を実施しています」「小規模なら

ではのきめ細かな支援として、ガイダンス・セミナーを年間 60 回以上実施。また学内説明会も 40
以上の団体に来学いただき、積極的に接する機会を設けています」「学生の能力やキャリア志向が多

様化している中で、クラス担任に担当する就職担当教員が日常的に学生ひとり一人の実態を把握し、

個別に就職指導を行っている」といった回答が見られた。 
 さらに、建学の精神をふまえてキャリア支援を行っている記述も見られた。具体的には、「キリス

図表 1-1-62 学校全体で行っているキャリア支援の基本的な考え方 
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ト教主義に基づく建学の精神をふまえて、人権に関わる基礎知識を得ること」「校是である『〇〇〇

〇』のもと、保育士としての専門性を支える人格、見識を深めるため、日々の授業に加え清掃や運

動会等のボランティア活動にも取り組んでいます」「建学の精神『〇〇〇〇』の精神を培い、自主自

立性を高め、スペシャリストを育てる専門的・実践的なキャリア教育を推進している」といった回

答が見られた。 
 

3.考察 

 
（１）就職支援に関わる養成施設の状況 
 まず明らかになったことは、養成施設全体の卒業生が減少傾向（平成 26 年から平成 30 年にかけ

て）にある、という点である。総卒業生数が減少したことが、養成施設から保育士として就職する

者の数に影響を与えることは必然である。また、卒業時の保育士資格取得率が、短期大学や専修学

校に比べ、4 年制大学の割合が低い（68.3％）こともわかった。本調査に回答した養成施設の学校

種の概ねの割合は、4 年制大学：短期大学：専修学校で 4：4：2 である。全体の約 4 割を占める 4
年制大学において、保育士資格を取得しない者が他の学校種に比べて相対的に多いことは、一つの

課題として認識しておく必要があるだろう。 
 また、保育士資格を卒業要件としている養成施設は全体の 22.9％に過ぎず、養成施設として指定

されている学校を卒業することと、養成施設を修了することが必ずしもイコールの関係にないこと

が明らかになった。専修学校は卒業要件としている割合が、他の学校種に比べて相対的に高いもの

の、養成施設の大半を占める 4 年制大学、短期大学の多くがこのような傾向をもつことは、養成施

設からの保育士輩出にブレーキをかける一因となるだろう。 
 さらに、養成施設における、隠れたカリキュラムとしての“保育士として就職する気風”につい

て調べたところ、4 年制大学が他の学校種に比べて、保育士を目指す気風が弱い傾向がみられた。

前述した 4 年制大学の保育士資格取得者数の結果を併せて考えたとき、保育士就職に向けての就職

活動における 2 年制の養成施設と 4 年制の養成施設の間の温度差が感じられる結果となった。 
 
（２）保育職に関するキャリア支援体制 
 保育士就職に特化した就職支援担当者を配置している養成施設は半数程度だったが、配置されて

いる担当者は保育現場（保育所、幼稚園等）の経験者である場合が多かった。保育現場に精通した

者が支援することが、保育士をめざすキャリア支援において重要であることがわかった。 
 就職ガイダンスは 82.4％の養成施設が実施しているが、回数は 3 回未満のところが多く、頻繁に

行われているものではない。ガイダンスの外部委託を行っている養成施設は 29.8％で、多くは自校

で行っているガイダンスである。また、その内容は、就職にあたってのマナーや、保育職を取り巻

く就職状況が上位に位置し、筆記試験対策、面接試験対策等は相対的には下位であった。これら試

験対策は、ガイダンスというよりも個別の支援の中で行われていると考えられる。実際に、個別の

支援の上位には、ピアノや手遊び等の実技指導、面接指導、小論文・作文指導が位置していた。 
 また、多様な保育理念や保育方法が存在してる中、保育に対する学生の志向性と保育現場の意向

のマッチングを図ることは重要であるが、これに関する支援を行うのは職員よりも教員であること

が多かった。保育に関する専門的知識や、保育実習における学生の学修状況等は、職員に比べ教員

の方が把握していることが考えられ、この点が影響した結果と考えられる。 
 
 
 

─ 65 ─



 
 

- 64 - 
 

（３）養成施設の就職状況 
 ①で触れたように、養成施施設の卒業生総数は減少傾向にあるが、いわゆる保育現場（保育所・

幼稚園・認定こども園・施設）への就職状況をみたとき、保育所に就職する学生の減少幅が他の保

育現場に比べて大きいことが明らかになった。ただし、保育士としての就職希望学生の数について

は以前と変わらない、と回答している養成施設が 69.2％あること、また、認定こども園に就職する

者の数が増えていることから、単純に保育士志望学生が減少したと捉えるのではなく、認定こども

園の全国的な増加に伴い、保育士資格を取得して認定こども園に勤務する者が増加したと考えるべ

きだろう。 
 また、保育士志望者が増加した養成施設は、その理由として「待遇の向上」を第一にあげており、

近年の保育士に対する処遇改善等の対策が、一定の効果をあげていることがわかる。逆に保育士志

望者が減少した養成施設は、学生数の減少の他に、「一般企業の採用増」をその理由としてあげてい

た。前述したように、養成施設に所属しながら保育士資格を取得しない学生は一定数存在するが、

保育士以外の道に進む学生が、「一般企業の採用増」という就職動向に影響されることは十分に考え

られる。 
 
（４）既卒者に対するキャリア支援活動 

既卒者へのキャリア支援については、70.2％の養成施設が何らかの支援を行っていた。内容とし

ては、「教員・職員によるキャリアカウンセリング」が最も多く、既卒者の早期離職等に対する支援

が行われていることが考えられる。また、後述するように、本調査において養成施設が行う就職支

援は、学生の主体性を重視する傾向があることが明らかになっている。その傾向は、卒業後の支援

にも関連することが考えられ、卒業生が就職先に適応できなかった場合、卒業生の意向に沿った今

後のキャリアの在り方について、養成施設が相談、助言等を行うことは、必然的な流れと思われる。 
 

（５）キャリア支援の方針 
キャリア支援を始める時期は、学校種を問わず、初年次が最も多かった。加えて、入学前から行

っている養成施設も 1 割強あり、養成施設のキャリア支援に関する意識の高さがうかがえる。しか

し、支援の内容を見てみると、すべての養成施設が、保育士として就職することに特化した支援を

行っているわけではないこともわかる。支援の基本姿勢として、「学生の主体性」を重視する養成施

設が多く、その意識は、「学生が身につけるべき能力を明確化し、その到達度を評価する」という見

方を上回っている。言い換えれば、養成施設は保育士として必要な能力の修得より、学生自身の意

向を重視している、ということになり、養成施設には、保育士以外の職業等を学生が志向した場合

は、それに合った支援を行うことを優先する傾向がある、ことがわかる。ただし、学校種別にみる

と、専修学校は他の学校種に比べて「学生の主体性」を重視する傾向が低かった。これは、専修学

校の場合保育士を目指した就職活動を行うことが既定のコースである傾向が、他の学校種に比べて

強いことを示している。 
 就職活動のルールとしては、「併願の不可」が最も多かった。また、内定辞退を禁止する養成施設

も 21.8％あった。「併願の不可」や「内定辞退の禁止」は、保育現場の立場から見れば、安定的で確

実な保育士の確保、という意味においてメリットが大きい。しかし、学生にとってそれらは、受験

先の保育現場の合否が明らかになるまで、就職活動をストップせざるを得なかったり、内定後に、

よりマッチングの良い保育現場への就職機会を得られたとしても受験できないなど、デメリットと

なる。 
 養成施設が行っているキャリア支援の工夫としては、キャリア支援担当者の人選、配置の工夫、

入学から卒業まで一貫した指導、職員間連携、求人情報のデータ化、説明会・講座・報告会なの時
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期や内容の工夫、学生一人一人に向き合う主体性を尊重する指導、キャリア教育に関する科目の設

定単位化、インターンシップ・ボランティアの充実、卒業生と在校生の関係構築の工夫など、多岐

にわたっている。 
 また、キャリア支援の課題としては、学生の多様化、保育職以外のキャリア支援、卒業生の動向

把握、早期離職、キャリア支援スタッフの人員不足経験不足、キャリア支援（個別指導）の時間的

制約、組織内での連携、キャリア支援の内容方法、求人情報の整理・学生への公開などがあげられ

ていた。これらの工夫や課題に関しては、各養成施設の特性（養成年限、養成理念、規模等）が関

係しているため、すべての養成施設に共通しているとは言えないが、学生の多様化、早期離職など、

養成施設間で共有できる課題であり、このような課題については、課題解決に向けて、養成施設間

で議論を重ねることに意味があると思われる。 
 
（６）学校全体で行っているキャリア支援の方針 
 現在、養成施設の中には、保育士養成施設として認可されている学部学科等以外の、他学部他学

科をもっているところが少なくない。その場合、キャリア支援の方針が、養成施設としての方針と

学校全体の方針で、違いがあるのではないかと考え尋ねたところ、両者の方針には大きな違いは見

られなかった。この結果は、学校として一貫した方針があるという解釈ができる一方、一般企業等

への就職活動と保育現場への就職活動の流れの違いを考えたとき、一貫した方針がどこまで実際の

保育現場への就職支援の際に保持できるか、さらに調べていく必要があるだろう。 
 
（７）まとめ 

養成施設の就職支援の現状について、複数の視点から調査し、上記の結果が得られた。（1）～（6）
までを振り返ったとき、明らかに言えることは、「保育士養成施設」でありながら、“保育士を輩出

することに特化した”就職支援を行っているのは、専修学校をのぞき少数である、ということであ

る。その要因としては、ほとんどの養成施設が幼稚園教職課程をもち、一定の割合の学生が幼稚園

教諭になること、保育士資格を卒業必修としている養成施設が少数であること、4 年制養成施設に

おいて他の学校種に比べて保育士をめざす気風に乏しい傾向があること、などがあげられる。 
個々の養成施設は、各々の学校の特性に応じて保育士養成を行い、就職支援を行っている。それ

は、養成施設によって就職支援の方向性に違いがある、ということでもある。複数ある卒業後の進

路の中の「one of them」として保育士を位置づけるか、ただ一つの中心的な存在として位置づける

かによって、支援の方法や内容が異なってくるのは当然である。 
また、養成施設全体として、就職活動において「学生の主体性」を重視する傾向がみられた。養

成施設に入学したのだから、保育士になることを既定路線とした支援をするのではなく、学生の意

向を重視する、ということはすなわち、保育士になるかどうかは、学生の決断にかかるところが大

きいということである。とすれば、各養成施設が、在学中の学生が学生生活の中で保育士として就

職するモチベーションを高め、維持できる環境を用意することは、養成施設が保育士を輩出するう

えで、極めて重要なことだといえる。 
最後に、今回の調査は養成施設の就職支援の実態を調べることが目的であったが、結果として指

定保育士養成施設であることと、学校（大学・短期大学・専修学校）であることの関係性を問うこ

との重要性について気づかされたことを記しておきたい。言うまでもなく、指定保育士養成施設は

保育士を養成するための施設である。しかし、実際は保育士以外の人材を輩出する学校としての機

能も持ち合わせている。そして、そのバランス（保育士と保育士以外）は養成施設によって異なっ

ている。今後は、各学校における養成施設の立ち位置や学校としてのディプロマポリシーとの関係

の中で、保育士をめざす学生の就職支援の在り方について検討を進めていくことが必要だろう。 
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（３）養成施設の就職状況 
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幼稚園・認定こども園・施設）への就職状況をみたとき、保育所に就職する学生の減少幅が他の保

育現場に比べて大きいことが明らかになった。ただし、保育士としての就職希望学生の数について

は以前と変わらない、と回答している養成施設が 69.2％あること、また、認定こども園に就職する

者の数が増えていることから、単純に保育士志望学生が減少したと捉えるのではなく、認定こども

園の全国的な増加に伴い、保育士資格を取得して認定こども園に勤務する者が増加したと考えるべ

きだろう。 
 また、保育士志望者が増加した養成施設は、その理由として「待遇の向上」を第一にあげており、

近年の保育士に対する処遇改善等の対策が、一定の効果をあげていることがわかる。逆に保育士志

望者が減少した養成施設は、学生数の減少の他に、「一般企業の採用増」をその理由としてあげてい

た。前述したように、養成施設に所属しながら保育士資格を取得しない学生は一定数存在するが、

保育士以外の道に進む学生が、「一般企業の採用増」という就職動向に影響されることは十分に考え

られる。 
 
（４）既卒者に対するキャリア支援活動 

既卒者へのキャリア支援については、70.2％の養成施設が何らかの支援を行っていた。内容とし

ては、「教員・職員によるキャリアカウンセリング」が最も多く、既卒者の早期離職等に対する支援

が行われていることが考えられる。また、後述するように、本調査において養成施設が行う就職支

援は、学生の主体性を重視する傾向があることが明らかになっている。その傾向は、卒業後の支援

にも関連することが考えられ、卒業生が就職先に適応できなかった場合、卒業生の意向に沿った今

後のキャリアの在り方について、養成施設が相談、助言等を行うことは、必然的な流れと思われる。 
 

（５）キャリア支援の方針 
キャリア支援を始める時期は、学校種を問わず、初年次が最も多かった。加えて、入学前から行

っている養成施設も 1 割強あり、養成施設のキャリア支援に関する意識の高さがうかがえる。しか

し、支援の内容を見てみると、すべての養成施設が、保育士として就職することに特化した支援を

行っているわけではないこともわかる。支援の基本姿勢として、「学生の主体性」を重視する養成施

設が多く、その意識は、「学生が身につけるべき能力を明確化し、その到達度を評価する」という見

方を上回っている。言い換えれば、養成施設は保育士として必要な能力の修得より、学生自身の意

向を重視している、ということになり、養成施設には、保育士以外の職業等を学生が志向した場合

は、それに合った支援を行うことを優先する傾向がある、ことがわかる。ただし、学校種別にみる

と、専修学校は他の学校種に比べて「学生の主体性」を重視する傾向が低かった。これは、専修学

校の場合保育士を目指した就職活動を行うことが既定のコースである傾向が、他の学校種に比べて

強いことを示している。 
 就職活動のルールとしては、「併願の不可」が最も多かった。また、内定辞退を禁止する養成施設

も 21.8％あった。「併願の不可」や「内定辞退の禁止」は、保育現場の立場から見れば、安定的で確

実な保育士の確保、という意味においてメリットが大きい。しかし、学生にとってそれらは、受験

先の保育現場の合否が明らかになるまで、就職活動をストップせざるを得なかったり、内定後に、

よりマッチングの良い保育現場への就職機会を得られたとしても受験できないなど、デメリットと

なる。 
 養成施設が行っているキャリア支援の工夫としては、キャリア支援担当者の人選、配置の工夫、

入学から卒業まで一貫した指導、職員間連携、求人情報のデータ化、説明会・講座・報告会なの時
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期や内容の工夫、学生一人一人に向き合う主体性を尊重する指導、キャリア教育に関する科目の設

定単位化、インターンシップ・ボランティアの充実、卒業生と在校生の関係構築の工夫など、多岐

にわたっている。 
 また、キャリア支援の課題としては、学生の多様化、保育職以外のキャリア支援、卒業生の動向

把握、早期離職、キャリア支援スタッフの人員不足経験不足、キャリア支援（個別指導）の時間的

制約、組織内での連携、キャリア支援の内容方法、求人情報の整理・学生への公開などがあげられ

ていた。これらの工夫や課題に関しては、各養成施設の特性（養成年限、養成理念、規模等）が関

係しているため、すべての養成施設に共通しているとは言えないが、学生の多様化、早期離職など、

養成施設間で共有できる課題であり、このような課題については、課題解決に向けて、養成施設間

で議論を重ねることに意味があると思われる。 
 
（６）学校全体で行っているキャリア支援の方針 
 現在、養成施設の中には、保育士養成施設として認可されている学部学科等以外の、他学部他学

科をもっているところが少なくない。その場合、キャリア支援の方針が、養成施設としての方針と

学校全体の方針で、違いがあるのではないかと考え尋ねたところ、両者の方針には大きな違いは見

られなかった。この結果は、学校として一貫した方針があるという解釈ができる一方、一般企業等

への就職活動と保育現場への就職活動の流れの違いを考えたとき、一貫した方針がどこまで実際の

保育現場への就職支援の際に保持できるか、さらに調べていく必要があるだろう。 
 
（７）まとめ 

養成施設の就職支援の現状について、複数の視点から調査し、上記の結果が得られた。（1）～（6）
までを振り返ったとき、明らかに言えることは、「保育士養成施設」でありながら、“保育士を輩出

することに特化した”就職支援を行っているのは、専修学校をのぞき少数である、ということであ

る。その要因としては、ほとんどの養成施設が幼稚園教職課程をもち、一定の割合の学生が幼稚園

教諭になること、保育士資格を卒業必修としている養成施設が少数であること、4 年制養成施設に

おいて他の学校種に比べて保育士をめざす気風に乏しい傾向があること、などがあげられる。 
個々の養成施設は、各々の学校の特性に応じて保育士養成を行い、就職支援を行っている。それ

は、養成施設によって就職支援の方向性に違いがある、ということでもある。複数ある卒業後の進

路の中の「one of them」として保育士を位置づけるか、ただ一つの中心的な存在として位置づける

かによって、支援の方法や内容が異なってくるのは当然である。 
また、養成施設全体として、就職活動において「学生の主体性」を重視する傾向がみられた。養

成施設に入学したのだから、保育士になることを既定路線とした支援をするのではなく、学生の意

向を重視する、ということはすなわち、保育士になるかどうかは、学生の決断にかかるところが大

きいということである。とすれば、各養成施設が、在学中の学生が学生生活の中で保育士として就

職するモチベーションを高め、維持できる環境を用意することは、養成施設が保育士を輩出するう

えで、極めて重要なことだといえる。 
最後に、今回の調査は養成施設の就職支援の実態を調べることが目的であったが、結果として指

定保育士養成施設であることと、学校（大学・短期大学・専修学校）であることの関係性を問うこ

との重要性について気づかされたことを記しておきたい。言うまでもなく、指定保育士養成施設は

保育士を養成するための施設である。しかし、実際は保育士以外の人材を輩出する学校としての機

能も持ち合わせている。そして、そのバランス（保育士と保育士以外）は養成施設によって異なっ

ている。今後は、各学校における養成施設の立ち位置や学校としてのディプロマポリシーとの関係

の中で、保育士をめざす学生の就職支援の在り方について検討を進めていくことが必要だろう。 
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Ⅱ．指定保育者養成校施設で実施しているキャリア支援等に関する調査  

 
１．調査の目的及び方法 

 
（１）調査の目的 
 指定保育士養成施設（以下、養成校）へのインタビュー調査の報告においては、キャリア支援等に

関する有効な好事例を見つけ出し、保育所等への就職を促すためのキャリア支援のあり方について検

討することにより、保育人材確保施策に資することを目的とする。 
保育士不足や保育士の早期離職が問題視されている昨今、その解消のため、養成校には、保育士を

目指す学生が、その役割や意義を明確にイメージした上で就職活動を行い、就職後も自ら研鑽を積み、

保育士として成長をし続けるような人材となるためのキャリア教育が求められる。そのため、学生の

キャリアプランニング能力を醸成すべく、それぞれの養成校では様々な試行錯誤が重ねられているが、

未だそのあり方を模索し続けている様子がうかがえる。そこで本調査では、キャリア支援及び質の高

い保育人材確保に向けた先駆的かつ効果的な取り組みを行っている多様な事例を報告することによ

り、各養成校で実践するキャリア支援のあるべき姿の選択肢を示したい。すなわち、ここで取り上げ

る事例は、特定の養成校の取り組みを賞賛したり、また、同じ取り組みを全ての養成校へ強いたりす

るものではなく、キャリア支援のあり方についてのいくつかの方向性を提案するとともに、そうした

取り組みにより、一人でも多くの学生が保育の魅力に気づき、熱意や希望をもって保育現場へ巣立つ

ことをねらいとするものである。 
 
（２）調査の方法 
①調査対象校 
調査実施者によって先行研究等を踏まえて協議し、指定保育士養成施設 7 校（4 年制大学・短期大

学部・大学院（修士課程）併設校：1 校、4 年制大学：3 校、4 年制大学・短期大学併設校：1 校、短

期大学：1 校、専修学校：1 校）を調査対象校とした。なお、選定理由については、それぞれ調査結

果に記載する。 
②調査時期 
 調査は、令和 2 年 1 月から 2 月にかけて実施した。 
③調査方法と手続き 
研究を実施する上で、倫理上の配慮について十分に説明した後、調査を開始した。その際、発話は

IC レコーダーを用いて記録した。インタビューは半構造化面接法を用いて実施した。半構造化面接

法とは、あらかじめ基本的な質問項目を設定し、面接の流れの中で柔軟に質問項目の追加や変更を行

いながら進める方法である。ヒアリングの時間は、対象者によって若干の違いはあるものの、概ね 90
分から 120 分程度であった。 
④調査内容 
 事前に調査実施者で基本的な質問項目を設定し、実施した（図表 1-2-1）。 
⑤分析の方法 
調査実施者の記録と録音された音声データをもとに発話を文章化した。なお、文章化する際に、イ

ンタビューの内容に焦点をあて、まとめることとした。 
⑥倫理的配慮 
調査協力者の自由意志によりなんら不利益を受けずに随時撤回できること、調査への協力は依頼書

に基づき口頭でも説明を行い、インタビュー調査開始をもって同意を得たものとすること、インタビ

ュー内容の公表に当たっては発話の内容を変えない範囲でまとめ直して報告すること、調査から得ら
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れたデータの管理については細心の注意を払うとともに、研究終了後に全国保育士養成協議会に保管

し一定期間経過後に破棄することを口頭及び文書により説明し、承諾を得た。 
 

図表 1-2-1 インタビュー調査に用いた基本的質問項目 
1．キャリアサポート等を実施している部署の理念や方針 
 ① 実施部署名： 
 ② 理念や方針（例：保育職就職率の具体的な数値目標） 
 ③ 現体制になるまでの経緯 
2．1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
 ① キャリア支援のプロセス（その特徴など） 
 ② 年間計画（特徴的な行事等） 
 ③ プロセスや年間計画を示す資料 
3．キャリアサポートプログラム・支援の特徴 
 ① キャリア支援一般の考え方 
 ② 保育職に特化した支援の考え方 
 ③ ①や②に企業の関与があるかどうか 
 ④ 保護者へアプローチ 
 ⑤ 学生参画のあり方 
 ⑥ 学生のキャリアの悩みへの対応(担当者、相談室等） 
 ⑦ 進学について：大学院、大学等への進学のキャリア支援の位置づけ 
4．就職内定状況 
 ① 保育職就職者の割合（保育職以外の就職者の割合） 
 ② ①について、保育職への就職をどの程度勧めているのか 
 ③ 保育職以外の就職希望者への対応・支援 
 ④ ①を示す資料 
5．リカレント教育の有無と実施方法 
 ① 卒業後の支援 
 ② 保育職を離れた卒業生に対するプログラムの有無 
 ③ 同窓会等他機関との関係の有無 
 ④ 早期離職者の割合（1 年目及び 3 年目） 
 ⑤ 早期離職の傾向 
 ⑥ ①・④等を示す資料 
6．地方団体等との協働 
 ① 保育現場との協働（直接のやりとり、つながりの程度） 
 ② 地域・行政との協働（直接のやりとり、つながりの程度） 
7．取り組みの成果と課題 
 ① 成果 
 ② 課題 
8．その他 
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２．事例調査の結果と考察 

 
Ａ．東北福祉大学 
キーワード：学生参画、正課外活動、保育士養成教育とキャリア支援の連動、教員間の連携 

 
（１）概要 
 4 学部 9 学科からなる 4 年制大学であり、大学院を併設している。学生数 9 千人超。 
 取り組みの内容及び特徴としては、東北福祉大学では約 10 年前から、保育士養成を行う学部の異

なる 2 学科（社会福祉系と教育系）が協働し、実習指導とキャリア支援を行っている。2 学科に所属

する保育士資格取得を目指す学生は、1 年次の終わりに保育士資格取得可能な課程（以下、「保育士課

程」）に進めるかどうかを決定する選抜試験（試験問題は保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携

型認定こども園教育・保育要領から作成・出題）を受け、通過した者が 2 年次「保育ゼミ」に配属さ

れる。 
「保育ゼミ」では、同 2 学科に所属する実習担当教員が、ゼミと実習指導を行い、実習の延長に就

職があるという考えから、ゼミ担当教員中心に就職支援を行っている。「保育ゼミ」の担当教員は、保

育士資格の意義や責任を重視しており、その点を学生が十分理解した上で資格取得を目指せるよう協

働している。その指導においては、保育職の素晴らしさや意義だけでなく、保育業界が抱える課題や

労働者として理解すべき内容を授業等で十分伝え、その上で学生が保育職を選択できるように留意し、

導いている。 
また、「保育ゼミ」に所属していた 4 年生有志が、保育業界が抱える課題等をテーマに取り上げ、

自ら調べたり実践したりする「プロジェクト」という取り組みがある。「プロジェクト」は、保育職を

取り巻く課題や問題を理解するだけでなく、その魅力や意義を主体的、体験的に学ぶ機会となってい

る。 
加えて、キャリアセンターが全般的なキャリア支援を担当し、保育職のキャリア支援は「保育ゼミ」

担当教員が中心に担うというように、キャリア支援における役割分担がなされ、協働して支援が行わ

れている。なお、「プロジェクト」は、単位にもならず、評価もされず、全くの学生の自発的・主体的

意思による取り組みであり、自らの就職に向けた保育における学びの集大成でもある。 
就職状況については、「保育ゼミ」担当教員を中心に行われる丁寧なキャリア支援により、保育職就

職を強く勧めていないにもかかわらず、例年約 9 割の学生が保育職に就き、結果的に高い保育職就職

率となっている。早期離職は毎年一定数あり、在学中就職先とのミスマッチがないように指導や情報

提供を行っているものの、その原因の多くは本人と就職先とのミスマッチである。そのためか、早期

離職者のほとんどが保育職に再就職する。 
今後の課題は、現在の養成課程に移行して 10 年余りであるため、卒業生と連携した養成教育の体

制と内容を質的に拡充していくことである。これから尚一層大学内外の連携を深め、キャリア教育を

充実させ、保育現場の実践と保育者養成の質の向上を目指す。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
４年制大学の保育士養成校として歴史があり、近年、学生主体で現場参画型の取り組みが活発に行

われている。学生がその活動を行うことは、結果的に保育士になるためのキャリア形成につながるな

ど、保育士になるためのキャリア支援教育の一翼を担っていると考えられるためである。 
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（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
①担当部署 
 一般的なキャリア支援については、キャリアセンターが行っている。求人情報、企業・事業者説明

会、各種講座などの就職情報管理をキャリアセンターが担当する。 
 キャリア支援教育は、保育士養成教育そのものという考えから、保育職就職のための支援は、授業

やゼミと連携させながら 2 学科に所属する保育実習指導担当教員が行う。 
②方針 
 保育職に就くことを前提とした指導をしているわけではない。しかし、保育士資格を取得すること、

つまり資格を有する責務を重視しているため、保育士資格取得を目指す学生に要求する水準は高い。

保育士資格取得のための様々な学びや活動に真剣に取り組み、結果的に保育職に就く学生が多い。 
 公務員の合格者数や保育職就職率等の目標値はない。保育の質の高さや将来性を把握した上で、学

生が就職先を選択するように指導している。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
①キャリアセンターが行うキャリア支援 
 各学年に特化したもの、また 1 年生から 4 年生まで希望者が受講できる講座やガイダンス、就職セ

ミナー等を行っている。大学オリジナルの「キャリアハンドブック」を作成し、2 年次から全員に配

付している。 
②教員が行うキャリア支援 
 1 年次は、「保育原理」「保育者論」等の講義系の授業を通して保育の基礎を学ぶことに力点を置い

ている。その際、保育業界の実情を学生が理解できるよう、授業内で教員が現状を説明している。 
また、1 年次の年度末に 2 年次以降「保育士課程」に進む可否を決定する選抜試験があるため、合格

を目指して学生は勉学に励む。 
 2～3 年次は、選抜試験に合格し「保育士課程」に進んだ学生が「保育ゼミ」に所属し、実習の延長

上に就職があるという考えに基づき、担当教員が実習、ゼミを通して就職支援を行っている。「保育ゼ

ミ」は、福祉系学科または教育系学科に所属する 8 名の教員が担当し、約 150 名の学生が配属され

る。通常の実習指導は、ゼミ単位ではなく、学年単位で行っている。 
 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
①キャリア支援一般の考え方 
 業界によって変わらない共通部分は、キャリアセンターが担当している。キャリアセンターでは、

様々な学科の学生を対象とし、個々のニーズに合わせて対応している。キャリアセンターが実施して

いる講座等は、内容によって業者に依頼している。 
②保育職に特化した支援の考え方 
 様々な授業で、学生が保育業界の現状を理解できるようにしている。実習指導の中で、マナー講座

を 2、3 年生対象にそれぞれ年間 2 回程度行っている。実習と就職が連動しているという考えに基づ

き、「保育ゼミ」を担当する教員によってキャリア支援教育が行われている。  
③保護者へのアプローチ 
 （保育士課程単独ではなく）キャリアセンターが実施している全学的な催しとして、「教育懇談会」

を東北ブロックの各県と近隣県の都市で開催し、保護者に就職活動の現状等を伝えている。 
④学生参画のあり方 
 希望する学生自らが 3 年次終了期から立ち上げた「プロジェクト」に取り組む。「プロジェクト」

は授業ではなく、学生主体の取り組みである。「プロジェクト」は、保育所・こども園へ出向き実践活
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２．事例調査の結果と考察 

 
Ａ．東北福祉大学 
キーワード：学生参画、正課外活動、保育士養成教育とキャリア支援の連動、教員間の連携 

 
（１）概要 
 4 学部 9 学科からなる 4 年制大学であり、大学院を併設している。学生数 9 千人超。 
 取り組みの内容及び特徴としては、東北福祉大学では約 10 年前から、保育士養成を行う学部の異

なる 2 学科（社会福祉系と教育系）が協働し、実習指導とキャリア支援を行っている。2 学科に所属

する保育士資格取得を目指す学生は、1 年次の終わりに保育士資格取得可能な課程（以下、「保育士課

程」）に進めるかどうかを決定する選抜試験（試験問題は保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携

型認定こども園教育・保育要領から作成・出題）を受け、通過した者が 2 年次「保育ゼミ」に配属さ

れる。 
「保育ゼミ」では、同 2 学科に所属する実習担当教員が、ゼミと実習指導を行い、実習の延長に就

職があるという考えから、ゼミ担当教員中心に就職支援を行っている。「保育ゼミ」の担当教員は、保

育士資格の意義や責任を重視しており、その点を学生が十分理解した上で資格取得を目指せるよう協

働している。その指導においては、保育職の素晴らしさや意義だけでなく、保育業界が抱える課題や

労働者として理解すべき内容を授業等で十分伝え、その上で学生が保育職を選択できるように留意し、

導いている。 
また、「保育ゼミ」に所属していた 4 年生有志が、保育業界が抱える課題等をテーマに取り上げ、

自ら調べたり実践したりする「プロジェクト」という取り組みがある。「プロジェクト」は、保育職を

取り巻く課題や問題を理解するだけでなく、その魅力や意義を主体的、体験的に学ぶ機会となってい

る。 
加えて、キャリアセンターが全般的なキャリア支援を担当し、保育職のキャリア支援は「保育ゼミ」

担当教員が中心に担うというように、キャリア支援における役割分担がなされ、協働して支援が行わ

れている。なお、「プロジェクト」は、単位にもならず、評価もされず、全くの学生の自発的・主体的

意思による取り組みであり、自らの就職に向けた保育における学びの集大成でもある。 
就職状況については、「保育ゼミ」担当教員を中心に行われる丁寧なキャリア支援により、保育職就

職を強く勧めていないにもかかわらず、例年約 9 割の学生が保育職に就き、結果的に高い保育職就職

率となっている。早期離職は毎年一定数あり、在学中就職先とのミスマッチがないように指導や情報

提供を行っているものの、その原因の多くは本人と就職先とのミスマッチである。そのためか、早期

離職者のほとんどが保育職に再就職する。 
今後の課題は、現在の養成課程に移行して 10 年余りであるため、卒業生と連携した養成教育の体

制と内容を質的に拡充していくことである。これから尚一層大学内外の連携を深め、キャリア教育を

充実させ、保育現場の実践と保育者養成の質の向上を目指す。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
４年制大学の保育士養成校として歴史があり、近年、学生主体で現場参画型の取り組みが活発に行

われている。学生がその活動を行うことは、結果的に保育士になるためのキャリア形成につながるな

ど、保育士になるためのキャリア支援教育の一翼を担っていると考えられるためである。 
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（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
①担当部署 
 一般的なキャリア支援については、キャリアセンターが行っている。求人情報、企業・事業者説明

会、各種講座などの就職情報管理をキャリアセンターが担当する。 
 キャリア支援教育は、保育士養成教育そのものという考えから、保育職就職のための支援は、授業

やゼミと連携させながら 2 学科に所属する保育実習指導担当教員が行う。 
②方針 
 保育職に就くことを前提とした指導をしているわけではない。しかし、保育士資格を取得すること、

つまり資格を有する責務を重視しているため、保育士資格取得を目指す学生に要求する水準は高い。

保育士資格取得のための様々な学びや活動に真剣に取り組み、結果的に保育職に就く学生が多い。 
 公務員の合格者数や保育職就職率等の目標値はない。保育の質の高さや将来性を把握した上で、学

生が就職先を選択するように指導している。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
①キャリアセンターが行うキャリア支援 
 各学年に特化したもの、また 1 年生から 4 年生まで希望者が受講できる講座やガイダンス、就職セ

ミナー等を行っている。大学オリジナルの「キャリアハンドブック」を作成し、2 年次から全員に配

付している。 
②教員が行うキャリア支援 
 1 年次は、「保育原理」「保育者論」等の講義系の授業を通して保育の基礎を学ぶことに力点を置い

ている。その際、保育業界の実情を学生が理解できるよう、授業内で教員が現状を説明している。 
また、1 年次の年度末に 2 年次以降「保育士課程」に進む可否を決定する選抜試験があるため、合格

を目指して学生は勉学に励む。 
 2～3 年次は、選抜試験に合格し「保育士課程」に進んだ学生が「保育ゼミ」に所属し、実習の延長

上に就職があるという考えに基づき、担当教員が実習、ゼミを通して就職支援を行っている。「保育ゼ

ミ」は、福祉系学科または教育系学科に所属する 8 名の教員が担当し、約 150 名の学生が配属され

る。通常の実習指導は、ゼミ単位ではなく、学年単位で行っている。 
 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
①キャリア支援一般の考え方 
 業界によって変わらない共通部分は、キャリアセンターが担当している。キャリアセンターでは、

様々な学科の学生を対象とし、個々のニーズに合わせて対応している。キャリアセンターが実施して

いる講座等は、内容によって業者に依頼している。 
②保育職に特化した支援の考え方 
 様々な授業で、学生が保育業界の現状を理解できるようにしている。実習指導の中で、マナー講座

を 2、3 年生対象にそれぞれ年間 2 回程度行っている。実習と就職が連動しているという考えに基づ

き、「保育ゼミ」を担当する教員によってキャリア支援教育が行われている。  
③保護者へのアプローチ 
 （保育士課程単独ではなく）キャリアセンターが実施している全学的な催しとして、「教育懇談会」

を東北ブロックの各県と近隣県の都市で開催し、保護者に就職活動の現状等を伝えている。 
④学生参画のあり方 
 希望する学生自らが 3 年次終了期から立ち上げた「プロジェクト」に取り組む。「プロジェクト」

は授業ではなく、学生主体の取り組みである。「プロジェクト」は、保育所・こども園へ出向き実践活
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動を行うものや、業界研究のような活動などがある。「プロジェクト」を通して、保育業界や保育職に

ついて理解を深めるだけでなく、保育職の魅力や現実課題を把握した上で、学生自らが主体的に保育

職ならびに就職先を選択するプロセスとなっている。 
⑤学生のキャリアへの悩みへの対応 
 キャリアに関する相談は、ゼミ担当教員、「保育士課程」担当部署の職員が主に担当する。全学的に

はキャリアセンターが窓口になるが、学生の状況に合わせて保健室や教務課、学生生活支援センター

などと必要に応じて連携する。 
⑥進学について 
 「保育士課程」に進んだ学生のうち大学院に進学する学生は、1 学年に 1、2 名程度である。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科、及び委員会等との連携 
①実習指導等、関連科目との連動性 
 「保育ゼミ」に所属する学生は、ゼミと実習が連動した指導を受ける。保育実習指導Ⅰ及び同Ⅱ等

の実習指導では、キャリア教育も行うため、規定のコマ数に約 30 コマほど加えて行われている。具

体的には、土曜日や夏季・春季休暇の期間を利用し、「保育キャリア形成」「保育キャリアデザインセ

ミナー」や「TFU 教育フォーラム」を開催して保育現場の保育者（保育所等の施設長や理事等）や卒

業生、他の養成校教員等をまじえて保育者のキャリア形成に関するシンポジウムを行うなど、キャリ

ア教育につながる諸々の指導プログラムが行われている。 
②学部・学科との連動性 
 学部の異なる 2 学科を横断して、保育士資格取得のための教育・キャリア支援がなされている。 
③委員会等との連動性 
 2 学科に横断する「保育士課程」の教員が構成員であるキャリア支援専門の委員会がある。 
 
（７）就職内定状況 
①保育職就職者の割合 
 保育職を強く勧めているわけではないが、教育の延長で、最終的に約 9 割が保育職へ就職をしてい

る。内定先で「企業」と分類されている就職先には、企業系の保育施設・関連事業者も含まれる。 
②保育職以外の就職希望者への対応・支援 
 保育職以外を希望する学生の指導は、キャリアセンターに委ねている。 
 保育職以外を希望し始める時期は、3 年生の保育実習Ⅱが終わった頃である。実習で自信を失った

り、保育業界で働く上で将来の不安を抱いたりして、保育業界以外を希望し始めることがある。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
①卒業後の支援 
 最近力を入れており、養成校と現場をシームレスにつなぐ役割を果たしたいと考えている。近いう

ちに、保育現場の研修支援にも積極的にコミットしていきたい。現在は、「保育キャリアデザインセミ

ナー」を例年 7 月と 1 月に開催し 4 年生の保育職内定者に話をしてもらっている。7 月の同セミナー

では、前年度 1 月に話をした当時の内定者が引き続き登壇し、就職後に働いている現状等について話

をしたり、卒業後 3～5 年目の保育者が話をしたりする機会を設けている。このことにより、就職が

ゴールではなく、就職後を見据え、保育士になる上で学生時代に何を学び何を身につけるか、学生自

身が考え、アクションを起こせるようになることをねらいとしている。 
また、養成校としては、今後はとりわけ卒業後の指導・支援が重要であると考える。こうしたセミ

ナーを通して、卒業生の現状を把握し、卒業後も支援することが養成校の責務であると考えている。 
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②保育職を離れた卒業生への支援 
 現在は、ゼミ担当教員や「保育士課程」担当職員が個別に相談にのったり、支援をしたりしている

状況であり、特に組織立てて取り組んではいない。 
③同窓会等他機関との関係 
現在の 2 学科協働のシステムになったのが約 10 年のため、歴史が浅く、同窓会のような組織での対

応はなされていない。ただし、全学的には同窓生の職員を中心に、卒業生とのつながりがある。 
④早期離職の傾向と理由 
 1 年目の離職者は、毎年学年の 1 割程度、10 名前後存在する。正確な調査は行っていないが、1 年

目の 5 月ぐらいに離職することが多い印象がある。学生と就職先とのミスマッチが起きないようキャ

リア教育や情報提供を行うとともに、見学だけではなく、数日間のボランティアを行い、就職先を見

極めるよう勧めてはいるものの、それでも毎年数名の早期離職者が出る。 
 早期離職の理由は、やはり安易に就職先を決めてしまったことによるものであり、学生と就職先と

のミスマッチによるものが多い印象がある。 
⑤早期離職後の就職 
 早期離職後、保育職に再就職をすることが多い。 
 
（９）地方団体等との協働 
①保育現場との協働 
 日頃、学生がボランティアを行っている他、前述のセミナー等に県内外の保育所職員に参加してい

ただいたり、シンポジスト、コメンテーターとして登壇していただいたりしている。 
②地域・行政との協働 
 この 1 年くらいで地域・行政の関係者とつながりができてきた。県内にとどまらず、東北ブロック

の他県都市から依頼をされ、学生が「プロジェクト」の一環として保育参画した体験を講演会で話題

提供することがある。学生の立場からの意見の方が、現場に受け入れられやすいこともあるようであ

る。東北地方も保育者不足という問題を抱えているが、行政の方が問題意識をもっているように感じ

る。県、東北ブロックにおいて、地元の団体と協働しようという気運が高まっている。東北福祉大学

が所在する仙台市では、ようやく信頼関係のある連携が 2、3 の園と生まれそうである。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
①成果 
 混沌とした保育現場において、学生が実践を評価できる力をつけられるよう指導を展開している。

表面的な言葉に惑わされず、実際の保育について、本質を見極め、質の高い保育を考えられるように

なることを目指している。保育の就活は、保育を勉強するプロセスそのものであり、どれだけ勉強し

たかで就職先が変わる。保育の質を高めるためには、保育者養成の質を高めていくことが最も重要で

あると考えている。 
②課題 
 この体制になってからまだ歴史が浅いため、先輩のノウハウを継承する機会を教職員側が意図的に

作って行かなくてはならない。卒業生の最年長が 32 歳くらいのため、まだ卒業生と在校生の関係が

醸成されているとは言い難い。 
③今後の展望 
 今後は、卒業生の実態を日々の養成教育に反映させたい。保育者としてのスタートは、教員にとっ

ても養成教育の成果のスタートでもあるため、それに教員がどう向き合うかが大切だと考える。 
また、保育現場の実践の質は保育者の質であり、それは、保育者を養成する養成校の教育の質でも
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動を行うものや、業界研究のような活動などがある。「プロジェクト」を通して、保育業界や保育職に

ついて理解を深めるだけでなく、保育職の魅力や現実課題を把握した上で、学生自らが主体的に保育

職ならびに就職先を選択するプロセスとなっている。 
⑤学生のキャリアへの悩みへの対応 
 キャリアに関する相談は、ゼミ担当教員、「保育士課程」担当部署の職員が主に担当する。全学的に

はキャリアセンターが窓口になるが、学生の状況に合わせて保健室や教務課、学生生活支援センター

などと必要に応じて連携する。 
⑥進学について 
 「保育士課程」に進んだ学生のうち大学院に進学する学生は、1 学年に 1、2 名程度である。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科、及び委員会等との連携 
①実習指導等、関連科目との連動性 
 「保育ゼミ」に所属する学生は、ゼミと実習が連動した指導を受ける。保育実習指導Ⅰ及び同Ⅱ等

の実習指導では、キャリア教育も行うため、規定のコマ数に約 30 コマほど加えて行われている。具

体的には、土曜日や夏季・春季休暇の期間を利用し、「保育キャリア形成」「保育キャリアデザインセ

ミナー」や「TFU 教育フォーラム」を開催して保育現場の保育者（保育所等の施設長や理事等）や卒

業生、他の養成校教員等をまじえて保育者のキャリア形成に関するシンポジウムを行うなど、キャリ

ア教育につながる諸々の指導プログラムが行われている。 
②学部・学科との連動性 
 学部の異なる 2 学科を横断して、保育士資格取得のための教育・キャリア支援がなされている。 
③委員会等との連動性 
 2 学科に横断する「保育士課程」の教員が構成員であるキャリア支援専門の委員会がある。 
 
（７）就職内定状況 
①保育職就職者の割合 
 保育職を強く勧めているわけではないが、教育の延長で、最終的に約 9 割が保育職へ就職をしてい

る。内定先で「企業」と分類されている就職先には、企業系の保育施設・関連事業者も含まれる。 
②保育職以外の就職希望者への対応・支援 
 保育職以外を希望する学生の指導は、キャリアセンターに委ねている。 
 保育職以外を希望し始める時期は、3 年生の保育実習Ⅱが終わった頃である。実習で自信を失った

り、保育業界で働く上で将来の不安を抱いたりして、保育業界以外を希望し始めることがある。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
①卒業後の支援 
 最近力を入れており、養成校と現場をシームレスにつなぐ役割を果たしたいと考えている。近いう
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あろう。そのため、養成校と保育現場、保育者がお互いにどうコミットしあっていくかが重要である。

養成校は、学生の教育、つまり大学内における教育の充実と、現場の教育、つまり大学外における教

育の充実の両立を図る必要がある。保育現場のために、養成校でできる教育を、言わば単なる研修支

援を超えて実践することが求められる。  
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Ｂ．専門学校北海道福祉・保育大学校 
キーワード：教員間の密な協働、保育現場と養成校の往還的学び、学園としてのサポート 

 
（１）概要 
 専門学校北海道福祉・保育大学校では、「保護者とともに子どものからだとこころを育て、健やかな

成長をサポートできる人材」を養成するため、キャリア支援等を通じて、保育者養成にあたっている

専修学校である。「担任制度」を用いており、キャリア支援等については、「キャリア支援センター」

と「担任」並びに「学科専任教員」の協働のもと実施している。 
取り組みの内容及び特長としては、ほとんどの学生が保育職を志し入学しており、その思いを切ら

ず、継続的なキャリアサポートを実施するため、1 年次から現場へ意図的にボランティアや姉妹園（3
園）連携を授業の一環として実施している。また、1 年次の 2 月の本実習や就職への意識づけを行う

ため、2 年生が実践した 3 回の実習報告会への参加や 12 月に卒業生の講話等を実施している。 
1 年次には、社会人マナー検定講座を受講し、社会人としての教養やマナーを学習する機会を設け

ている。なお、この講座を受講後、検定試験を受験し、認定資格を取得している。2 年次になると就

職セミナーに年に数回参加する。この就職セミナーの初回では、同学園の別学科として介護福祉学科

と社会福祉学科とともに実施し、福祉業務への意識づけを改めて行い、その後、更に数回にわたり学

科でセミナーを実施している。就職先については、学生自ら就職希望園へ出向き、「担任」や「学科教

員」と相談しつつ、就職先を決めており、ほとんどの学生が保育職に就く。一方で、一般職に就きた

い学生は、「担任」や「学科教員」だけでなく、「キャリア支援センター」が一括して求人票管理して

いる。学園に複数の学科があることで、一括して様々な他職種への情報提供及び指導が可能となる。

学生のキャリアに関する悩みなどについては、保育に関する悩み（例えば、就職に就かないなど）は

ほとんどなく、どのような施設が自己にあっているかなどの悩みの方が多く見られている。 
これらのことから、取り組みの内容及び特長としては、2 年間の中で、キャリア支援センターから

の情報をもとに教員が密度の濃い継続的なキャリア支援を実施していること、そして、夢をもって入

学してきた学生の気持ちと実践力を養うために、現場と往還し学びを深めていること。そして、他職

種に就きたいという学生に対しても、学園としてサポート体制ができていることが示された。 
次に就職状況についてであるが、就職希望者の就職決定率は毎年 100%である。その内ほぼ 9 割以

上が保育職に就くとのことであった。前述でも記載した通り、保育現場と養成校の往還的学びが学生

の意識を高め、将来の自己の未来像を明確にもつことができていると思われる。また、これまでのキ

ャリア支援の効果か、「担任」「保育現場」からの情報では、早期離職者（3 年以内に離職した卒業生）

は、ほとんどいない状況である。リカレント教育の一環として、年に 1 回の同窓会を開催している。

参加者は特に卒業後すぐの卒業生が多く、就職先でのやりがいや悩み、不安などを話したり、保育職

への継続を促したりする関わりを行っている。また、普段から養成校へ直接、就職先での悩みや離職

に関する相談に来たりする場合も多くあり、そういった場合も「担任」だけでなく、「学科専任教員」

も 2 年間の中で一人ひとりの学生と関わっていたことから、輪のようにサポートを行っている。 
地方団体等、地域との協働では、学生が 1 年次より、近隣の園にボランティアや、アルバイトをす

るといった関わりをもっている。また、保育園ミーティング（札幌市主催：就職セミナー）を数回実

施されており、そこに養成校も参加している。また、市町村によっては、宿泊型就職セミナーを開催

し、保育士の確保に努めているところや、北海道からの交通費を全額負担し就職セミナーを開催する

首都圏の保育園が多く存在することであった。これらのことから、就職のほぼ 9 割以上、保育職に就

き、且つ、早期離職者も少ないその背景には、学生時代の学びの中で、現場との往還を通じた学びや

教員との密なやり取りが自己の保育観の育成にも繋がり、そして、そのことを実践している園を自ら

選択することが影響していると思われる。 
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 今後の課題として、卒業生の追調査を行い、就職して困っていることや現状などを明確に把握し、

フォローアップに努めていきたい。また、ロングホームルームの中で、キャリアサポートを実施して

いる。よって、今後は、カリキュラムの編成も考えて、キャリア支援に努めたいとのことであった。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 本事例を選んだ理由として、専修学校の中でも、短期大学と連携し、幼稚園教諭免許の取得が可能

なことや安定した就職率で、且つ、現場との協働や細やかなキャリア支援を実施していること。保育

士養成施設のみならず、他の学科ももち、連携していることなどから選定した。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
「保護者とともに子どものからだとこころを育て、健やかな成長をサポートできる人材」を養成す

ること、そして、専門職への就職を目指している。「キャリア支援センター」と「担任（クラス担任制

度の導入、1 クラス 1 担任）」「学科教員」の協働で実施している。なお、「キャリア支援センター」

は、学科独自ではなく、学園全体を統括し、事務的な業務を中心として担当している。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
 1 年次の 6 月、7 月、10 月には実習報告会へ参加し、先輩の実習での学びや後輩へのアドバイスな

どを聴講する。次に、8 月には姉妹園（3 園）へ授業の一環として、体験実習に参加する。また、12
月には卒業生からの講話がある。学生はこれらに加え、定期的に自らボランティアやアルバイトを実

施している園を探し、保育現場に行くようにしている。このように 1 年次から常に保育現場を意識し

たキャリアプログラムがあることで、年度末の保育実習への繋がりや、明確な保育に対するビジョン

ももつことができるため、就職率も高いことが伺える。 
 次に、2 年次の 4 月に就職セミナーを開催する。また、社会人マナー検定講習会を通して、社会人

としての基本的なマナーを身につけるなど、就職を意識した取り組みを行っている。また、同時に実

習や就職活動を並行して実施している（図表 1-2-2、図表 1-2-3）。 
 

図表 1-2-2 1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 

月 1 年次 
4 月                      保育現場へのボランティア 
5 月  
6 月 実習報告会参加・聴講 
7 月 実習報告会参加・聴講 
8 月 姉妹園へ体験学習 

9 月 
社会人マナー検定講習会及び検定試験 
※検定試験合格者には、社会人マナー検定 2 級か 3 級を取得。 

10 月 実習報告会参加・聴講 
11 月  
12 月 卒業生からの講話 
1 月  
2 月 保育実習 
3 月  
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図表 1-2-3 2 年次から実施しているキャリア形成の流れ 

月 2 年次 
4 月 就職セミナー（他学科と共同開催）     保育現場へのボランティア 

※学科としても定期的に実施。 
                   就職活動スタート 

  ※随時、「担任」及び「学科教員」 
        で就職活動をサポート 

5 月 保育実習 
6 月 保育実習 
7 月  
8 月  
9 月 幼稚園実習 

10 月  
11 月  
12 月  
1 月  
2 月  
3 月  

 
 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
 大きな特長として、1 つは現場との往還的学びの中で、実践力を養い、社会人としての基本的なマ

ナー等についても学習していること。そして、もう 1 つは、学生と教職員が密に関わることで、個々

に応じた支援が可能となっていることである。基本的には学生を尊重し、教職員は関わるが、個々の

特性や得意、不得意などを「学科教員」が概ね共通理解していることから、個別の支援が可能になっ

ている。また、保育職に特化した元現場経験者（保育所、施設、幼稚園勤務経験有）が 6 人の学科専

任教員中 3 名在籍している。したがって、多面的な悩みにおいても、多角的な支援が可能となり、学

生のキャリアへの悩みは解消されているものと思われる。保護者へのアプローチについては、保護者

からの相談や就職先を決める際に、学生と保護者間で意見が合わないなどが生じた際には、中立的な

立場で介入することはあるとのことであった。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科、及び委員会等との連携 
前述でも記載した通り、「担任」と「学科教員」が主となり、キャリア支援を行っているため、全て

が連動している。つまり、実習指導、学科、就職委員会、実習委員会など 1 つの輪となり、連携し、

キャリア支援を実施していることが伺えた。なお、一般職を希望する場合には、他の学科や「キャリ

ア支援センター」と連携し、キャリア支援を行っている。 
 

（７）就職内定状況 
 就職希望者の就職決定率は毎年 100%である。また、その内訳のほぼ 9 割以上が保育職に就くとの

ことであった。就職先については、学生が主体的に選択する。なお、保育職への斡旋をするよりも、

保育現場との往還的学びを通じて、個々の保育観を形成し、自ら保育職を選ぶような流れとなってい

る。また、資格を取得するが、一般職などを希望する場合は、他の学科や「キャリア支援センター」
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 今後の課題として、卒業生の追調査を行い、就職して困っていることや現状などを明確に把握し、

フォローアップに努めていきたい。また、ロングホームルームの中で、キャリアサポートを実施して

いる。よって、今後は、カリキュラムの編成も考えて、キャリア支援に努めたいとのことであった。 
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（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
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図表 1-2-3 2 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
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と連携する。しかし、一般職を希望もしくは、進学を希望する学生は、1 割にも満たない。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
 卒業後の支援や就職状況等の追調査などは実施していない。しかし、悩んだり、就職先を変えよう

と思ったりしている場合は、大体は、元担任や学校へ訪問し、相談しに来るとのこと。また、同窓会

の参加率は、1 年目は特に高く、その際に、色々と相談されることが多い。現場に勤め、数か月の中

で緊張や不安、喜びなど多くの経験をした卒業生にとって、同窓会の存在は大きいと思われる。さら

に、学生時代の教員との密な関わりが卒業生の支えとなっているため、早期離職者はほとんどいない。

また、離職後も他の保育所等に勤務するなど、自己のこれまでの学びを活かすケースが多いとのこと

であった。 
 
（９）地方団体等との協働 
 地方団体等、地域との協働では、保育園ミーティング（札幌市主催：就職セミナー）が数回にわた

り、実施されている。また、市町村によっては、宿泊型就職セミナーを開催し、保育士の確保に努め

ているところも存在するとのことであった。他にも就職セミナーを自主的に実施するなどといった団

体もあり、道外からもそういった声が多いとのことであった。ボランティアについて、姉妹保育園（3
園）は受け入れ体制ができている。また、近隣の園におけるボランティアやアルバイトは、案内等が

養成施設にきている場合、可能とのことであった。保育現場との協働を通して、キャリア支援を実施

しているとのことであった。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
取り組みの成果としては、年間を通して、キャリア支援に努め、常に子どもたちと関わる現場での

学びや卒業後に向けての社会人としての基礎知識やマナーなども身につける場があるからこそ、卒業

後も離職率が少なく、保育士として勤務している卒業生も多いと思われる。また、その背景には、キ

ャリア支援プログラムだけでなく、2 年間という短い期間の中での教職員と学生間の関係性が密であ

るからこそ、成り立つことと思われる。よって、これからも、このような相互の関係性をもちつつ、

キャリア支援に努めていくとのことであった。 
今後の課題として、卒業生の卒業後の追調査を行っていないため、卒業後の動向を把握し、就職し

て困っていることや現在の詳細な状況などを明確に把握し、フォローアップに努めていきたい。また、

授業として、キャリアサポートの科目はなく、ロングホームルーム（人間力向上を意識した内容や就

職、実習などにかかわる内容）という位置づけの中で、実施している。よって、今後は、カリキュラ

ムの編成も考えて、キャリア支援に努めたいとのことであった。 
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Ｃ．松山東雲女子大学・松山東雲短期大学 
キーワード：東雲力、教職員間の連携、保育現場との密な繋がり 

 
（１）概要 
 松山東雲女子大学・松山東雲短期大学では、「新しき世の鑑となる女性」を養成するため、キャリア

支援等を通じて、その基盤となるべく「東雲力」を身につける保育者養成にあたっている大学・短期

大学である。「東雲力」とは、「自ら考える力」「挑む力」「つながる力」「やり遂げる力」の 4 つから構

成されており、知性と人間性を育むための基盤である。 
 取り組みの内容及び特長としては、入学時から、「東雲力」をキャリア支援のみならず、いつでも学

び取れるような関わりを全教職員が意識し、学生と関わること、また、1 年次から学生自ら力を入れ

たいと思ったときに、多様性をもったプログラムが存在している。例えば、外部講師や他大学と連携

し、公務員就職対策講座やインターンシップ事前研修、編入学・大学院ガイダンス、ビジネスマナー

講座、内定者の講話、企業セミナー・合同企業説明会のまわり方など年間に多くのプログラムを準備

し、学生のニーズに応えるべくキャリア支援を実施している。就職先については、ほとんどの学生が

保育職に就く。一方で、一般職に就きたい学生についても、手厚いサポートが受けられるような体制

となっている。このサポート体制は、これまでもそうであったが、特に、ここ近年、より人が人を支

え、共に、学生の自己実現のための手厚いサポートを実施できるようになってきたとのことであった。

保育職に就きたい学生は、自ら園へ出向き、園の様子や雰囲気などを肌で感じ、自己決定するよう促

し、且つ、ゼミナールの教員も園へ実際に行くなど、互いに情報を共有しながら学生と就職先のマッ

チングを重視している。学生のキャリアに関する悩みがあった際には、前述にも記載しているが、キ

ャリア支援課を中心に学科・専攻教員も一丸となり、学生をサポートする体制ができている。 
これらのことから、取り組みの内容及び特長としては、「東雲力」を養成するため、キャリア支援課

並びに学科・専攻教員が一丸となり、互いに手を取りながら、支えあうキャリア支援を実施している

こと、そして、個々の学生が自己実現したい思いに寄り添える、多面的なサポート体制としてのプロ

グラム等の保障ができていることが示された。 
次に就職状況についてだが、就職希望者の就職決定率は 100%（2018 年度）である。これまでのキ

ャリア支援の効果や学科・専攻教員の一丸となっての効果が影響しているため、早期離職者（3 年以

内に離職した卒業生）はほとんどいない。その背景には、卒業生に対しても手厚いサポートを実施し

ており、具体的には、いつでも相談にのれる相互関係や社会人講座として、学び直しができるシステ

ムが構築されていること、求人案内などである。地方団体等、地域との協働では、地域の園と協働し、

いつでも学生が園を訪問できることや、教員が自ら園へ出向き、園の雰囲気や特長などを理解できる

関係性をもっている。これらのことから、就職のほぼ 8 割以上が保育職に就き、且つ、早期離職者も

少ないその背景には、学生時代の学びの中で、「東雲力」を身につけ、学生を引っ張るのではなく支え

るサポート体制と卒業後も変わらぬサポートをし続けることが影響していると思われる。 
今後の課題として、学生も毎年変わるように教職員も入れ替わりをしていく中で松山東雲女子大

学・松山東雲短期大学の良さを深く理解し、今と変わらぬ基盤をもちつつ学生へ支援できるかが課題

である。また、時代の変化の柔軟に対応できるようなキャリアサポート体制を常に見直すことである。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 本事例を選んだ理由として、4 年制大学と短期大学を併設し、地域に根付いた養成校であること、

さらに、学生が自ら選択した進路に対して、多様性をもち、細やかなキャリアサポートを実施してい

ること、安定した就職率を誇るという理由から調査校を選定した。 
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（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
 キャリア支援等を通じて、その基盤となるべく「東雲力」を身につける保育者養成にあたっている

大学・短期大学である。「東雲力」とは、「自ら考える力」「挑む力」「つながる力」「やり遂げる力」の

4 つから構成されており、知性と人間性を育むための基盤である（図表 1-2-4）。複数学科や専攻があ

るものの、全学生が日々の生活の中で自然に「東雲力」が養われることが重要であり、その芽生えか

ら枝分かれし、それぞれの専門職への道へと繋がることを意識している。 
 そして、学生が希望する進路への就職・進学率 100%を目指している。全教員が、「東雲力」を理解

し、キャリア支援センターを中心として、学科・専攻の教員との協働のもと、キャリア支援を実施し

ている。このような組織は過去から引き継がれてきているが、近年、より人が人を支え、共に学生の

自己実現のための手厚いサポートを実施できるようになってきたとのことであった。 
 

図表 1-2-4 東雲力とは 
〇自ら考える力 
・必要に応じて適切な方法を選択して情報を収集することができる。 
・客観的に情報をとらえ分析し，問題の本質を見極めることができる。 
・自己を取り巻く環境や社会の問題に関して疑問をもち，問題の原因や本質を探究することができる。 
〇挑む力 
・他者と自己の違いを認め，自己の強みを認識することができる。 
・「やればできる」という思いで，新たな試みにもチャレンジすることができる。 
・目標達成に向けて、自分の意思や判断において自ら進んで行動することができる。 
〇つながる力 
・多様な価値観を受け入れ，相手の状況や気持ちに配慮することができる。 
・自らの意見をわかりやすく相手に伝え目標達成に向けて人を巻き込むことができる。 
・自分や他者の役割を理解し，目標達成に向けてお互いに連携・協力して物事を進めることができる。 
〇やり遂げる力 
・一度決めたことは，困難や障害があってもあきらめずにやり遂げることができる。 
・状況を見ながら，計画や行動を柔軟に変更することができる。 
・自分にあったストレス処理の方法を知り，対処することができる。 
・ストレスやプレッシャーがかかるような状況でも，自分でその要因に働きかけ軽減することができる。 

 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
 1 年次より、「なりたい自分」になるため、自己を知り、自己を見つめ、それぞれの道を決きめるた

めのサポートランナーの様な教職員の関わりと、それを担う多様性をもったキャリアプログラムを提

供している。例えば、コンソーシアムを通したインターンシップ・プログラムや社会人としての基礎

的なマナーや就職面接対策講座・面接サクセス講座、基礎力強化講座として、数的処理能力や国語力

の向上、公務員対策講座、日商 PC 検定受験対策などである。また、進学についても手厚いサポート

プログラムを提供している。例えば、大学院への進学ガイダンスなどの中で、大学院教員からの講話

や先輩からのアドバイスなど有効で生きた情報提供ができるような内容となっている（一部掲載：図

表 1-2-5、図表 1-2-6）。 
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図表 1-2-5 キャリアプログラム 短期大学 前学期 
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図表 1-2-5 キャリアプログラム 短期大学 前学期 
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図表 1-2-6 キャリアプログラム 短期大学 後学期 
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（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
 大きな特長として、3 つ挙げられる。1 つは、「東雲力」という目標を可視化することで、学生も教

職員もその目標に向かい、人間力を向上させること。そして、その力の高まりが、キャリアに繋がる

ことを共通理解していることである。次に、キャリア支援をキャリア支援課のみではなく、学科・専

攻教員とともに作り上げることである。多面的に点ではなく線で繋がるサポート体制を構築している

ことで、学生がどこにいっても支えられる環境ができていることは、学生にとってとても大きな支え

になっていると思われる。 
次に、保育現場との深い繋がりをもっていることである。学生も様々な園を見学する一方で、教員

も園へ何度も出向き、園の様子や雰囲気を理解している。そのようなことができる養成校と園の協働

が出来上がっていることも一つの強みであり、支援を支える特徴であろう。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
キャリア支援を行う上で、学科教員・専攻教員もともに、学生への支援を実施しているため、どこ

かで関連することとなる。また、情報の共有ができているため、それぞれの委員会などに所属する教

員間での情報も踏まえたキャリア支援が可能となっている。つまり、実習指導、学科、就職委員会、

実習委員会など 1 つのサークルとなり、キャリア支援を実施していることが伺えた。 
 

（７）就職内定状況 
就職希望者の就職決定率は 100%（2018 年度）である。また、その内訳としては、大学は概ね保育

所（37%）、認定こども園（25%）、幼稚園（19%）、福祉施設（4%）、一般企業（13%）、進学（2%）

であった。また、短期大学の内訳は、保育所（39%）、認定こども園（25%）、幼稚園（14%）、施設（10%）、

一般企業（7%）、進学（2%）、その他（3%）であった。早期離職者（3 年以内に離職した卒業生）は

ほとんどいないとのことであった。その背景には、卒業生に対しても手厚いサポートを実施しており、

具体的には、2 年間ないし、4 年間の学びを通して、学生が自分の家のようにいつでも戻れる繋がり

を作っている相互関係や社会に出てからも社会人講座などを通じて、学び続け、学び直しができるシ

ステムが大学と地域との連携によって、構築されていることが影響していると思われる。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
 卒業後の支援として、特長的なのは、社会人講座といって、卒業後も学び直しができる環境を提供

していることである。つまり、自己の保育などについての悩みなどについて適した内容を信頼できる

先生方から受講することで、解決だけでなく、心理的なサポートにも繋がっている。 
また、卒業後も大学へ顔を出す卒業生も少なくない。2 年間ないし 4 年間での学びと関わりを通し

て、「東雲力」を養うことは、このような帰属意識にも繋がり、それが早期離職者の少なさと比例して

いると思われる。 
教員も保育現場へよく訪問したりするなど、現場との密な繋がりができているため、保育者として

勤めた卒業生とそこでも顔を合わせることは、良きカウンセリング的な役割を果たしているため、そ

の点も多いと思われる。また、再就職を希望する卒業生には「しののめ人財バンク」を通してミスマ

ッチが発生しないように、一人ひとりと面談し再就職を支援している（登録者全卒業生）。 
 
（９）地方団体等との協働 
 地方団体等、地域との協働では、地域の園と養成校の協働によって、学生はいつでも園へ見学に行

くことができたり、養成校教員も数回にわたり様々な園へ出向いたりできる関係性ができている。ま

た、就職セミナーや現任保育者が養成校に出向き、講話などをしてくれたりするなど互いの関係性が
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図表 1-2-6 キャリアプログラム 短期大学 後学期 
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密にできているとのことであった。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
取り組みの成果としては、全学的に「東雲力」育成を目標に掲げ、学生へキャリア支援のみならず

全てのかかわりの中で、育成に努めていること、また、学生自ら自己の夢を実現するために芽生えた

芽を丁寧に周囲からサポートする体制（相談や多様性をもったプログラムなど）ができていること、

卒業後も継続的な繋がりをもち、キャリア支援していることなどである。一方で、今後の課題として

は、人が人を育てるため、教職員が変われば考え方も多様になるため、いつも同じ方向に向きつつ、

学生と真摯に向き合い、キャリア支援していくことができるかが課題である。 
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Ｄ．東京家政大学 子ども学部 
キーワード：自主自律、「キャリアデザイン」、「保育者養成協働プロジェクト」、対話、教職員連携 

 
（１）概要 
 東京家政大学子ども学部（狭山キャンパス）のキャリア支援は、学務部学務課が担当している。建

学の精神である女性の「自主自律」を体現できる卒業生を輩出し、学生のキャリア形成に資するため

に、組織的なキャリア支援を実施している。また、「自主」、「自律」の意味を理解したうえで学生自ら

が判断し、行動できるように支援をすることをスタンスとし、学生サポートを行っている。 
具体的なキャリア形成の流れとして、マナー対策や基礎学力対策など選考等で必要な基本的な学力

やノウハウは、極力下級生から積み上げていくことにしており、公務員対策講座も 1 年次より実施し

ている。また、これまでの学生自身の経験などを見つめ直し、自己理解を深め、学生自身の能力を活

かした将来像について考え、キャリアデザインの形成を進めることを目的に、基礎教養科目に「キャ

リアデザイン」を開講している。加えて、1～2 年生のうちに正課外活動を積極的に行い、様々な年代、

価値観の方と関わる機会を推奨している。3 年次からは、OG 懇談会に加えて内定者報告会も実施し、

未来像を膨らませ将来に向けた意欲を醸成している。4 年次は、就職活動に今すぐ必要なスキルを身

につけるためのプログラムを実施している。 
キャリア支援の特長の一つ目は、GPS-Academic である。この検査を 1 年次のキャリア支援セミ

ナーで実施し本人の能力などをアセスメントし、4 年間の過ごし方のイメージづくりをする。同じ検

査を 3 年次にも実施し自分の成長や変化を再確認することで、就職活動にもその強みを活かせるよう

にしている。二つ目は、1 年次に行われる学科間交流会である。他学科の学生とのディスカッション

を通し、自分の意見を述べたり、自分の目指す専門性とは別の視点からの考え方に気づいたりするな

ど、専門職だけではない部分を伸ばしていくことを意識している。三つ目は、前述の「キャリアデザ

イン」である。この講義では、1 年次から 4 年次のすべての学年に授業を振り分けることで、累積的

にキャリアの土台を形成していくことができる。また、学務部学務課との連携により、学務課で開催

しているキャリア支援プログラムの補完的役割も担っている。四つ目は、キャリア支援プログラムの

一環である「保育者養成協働プロジェクト」である。この取り組みを通して、保育者としての成長を

学生自身が確認するとともに、ポスターセッションによりすべての実習の学びをまとめることで、現

場の先生方、後輩、大学教員、高校生、保護者との「対話」の中で学びを深めてほしいという願いが

こめられている。五つ目は、学務課職員と教員や学科との距離が近く教職員連携がとれていることで

ある。そのため、学生に必要なものを教職員が協議し、速やかにセミナーに取り入れるといった機動

力がある。 
 卒業後の進路は概ね保育士（59％）、幼稚園教諭（21％）、保育教諭（5％）、特別支援学校教諭等

（6％）、事務・営業（9％）、生活指導員・児童指導員（1％）となっている（2018 年度）。公務員の希

望者は多く、合格率も高い。キャリア関係の相談には、学務課職員の他、進路アドバイザー（公立及

び私立の園長経験者）やハローワークからのアドバイザーが対応し、相談予約が取れなかった場合、

学生が逆にハローワークへ出向き対応をして頂くこともある。 
 また、卒業後 1 年目の 6 月頃に、社会人 1 年目の卒業生を対象に、早期離職防止を目的の一つとし

た「母校に帰る日」を実施している。卒業生同士が互いに良い刺激を受けることができたり、教員に

悩みを相談して帰ったりするなど、好評の企画となっている。企画側としても、卒業生から就職先の

情報を得、それを在学生の就職支援に活かすことにも繋がっている。 
取り組みの成果として、様々な機会を通じて、学生が保育士となり働いた後の自分をイメージづく

りができていることがあげられる。また、「保育者養成協働プロジェクト」のポスターセッションを通

し、4 年生が今後の課題を見出し、目指す保育者像に向けての歩み（学び）をイメージできたこと、
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密にできているとのことであった。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
取り組みの成果としては、全学的に「東雲力」育成を目標に掲げ、学生へキャリア支援のみならず

全てのかかわりの中で、育成に努めていること、また、学生自ら自己の夢を実現するために芽生えた

芽を丁寧に周囲からサポートする体制（相談や多様性をもったプログラムなど）ができていること、

卒業後も継続的な繋がりをもち、キャリア支援していることなどである。一方で、今後の課題として

は、人が人を育てるため、教職員が変われば考え方も多様になるため、いつも同じ方向に向きつつ、

学生と真摯に向き合い、キャリア支援していくことができるかが課題である。 
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Ｄ．東京家政大学 子ども学部 
キーワード：自主自律、「キャリアデザイン」、「保育者養成協働プロジェクト」、対話、教職員連携 
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 東京家政大学子ども学部（狭山キャンパス）のキャリア支援は、学務部学務課が担当している。建

学の精神である女性の「自主自律」を体現できる卒業生を輩出し、学生のキャリア形成に資するため

に、組織的なキャリア支援を実施している。また、「自主」、「自律」の意味を理解したうえで学生自ら

が判断し、行動できるように支援をすることをスタンスとし、学生サポートを行っている。 
具体的なキャリア形成の流れとして、マナー対策や基礎学力対策など選考等で必要な基本的な学力

やノウハウは、極力下級生から積み上げていくことにしており、公務員対策講座も 1 年次より実施し

ている。また、これまでの学生自身の経験などを見つめ直し、自己理解を深め、学生自身の能力を活

かした将来像について考え、キャリアデザインの形成を進めることを目的に、基礎教養科目に「キャ

リアデザイン」を開講している。加えて、1～2 年生のうちに正課外活動を積極的に行い、様々な年代、

価値観の方と関わる機会を推奨している。3 年次からは、OG 懇談会に加えて内定者報告会も実施し、

未来像を膨らませ将来に向けた意欲を醸成している。4 年次は、就職活動に今すぐ必要なスキルを身

につけるためのプログラムを実施している。 
キャリア支援の特長の一つ目は、GPS-Academic である。この検査を 1 年次のキャリア支援セミ

ナーで実施し本人の能力などをアセスメントし、4 年間の過ごし方のイメージづくりをする。同じ検

査を 3 年次にも実施し自分の成長や変化を再確認することで、就職活動にもその強みを活かせるよう

にしている。二つ目は、1 年次に行われる学科間交流会である。他学科の学生とのディスカッション

を通し、自分の意見を述べたり、自分の目指す専門性とは別の視点からの考え方に気づいたりするな

ど、専門職だけではない部分を伸ばしていくことを意識している。三つ目は、前述の「キャリアデザ

イン」である。この講義では、1 年次から 4 年次のすべての学年に授業を振り分けることで、累積的

にキャリアの土台を形成していくことができる。また、学務部学務課との連携により、学務課で開催

しているキャリア支援プログラムの補完的役割も担っている。四つ目は、キャリア支援プログラムの

一環である「保育者養成協働プロジェクト」である。この取り組みを通して、保育者としての成長を

学生自身が確認するとともに、ポスターセッションによりすべての実習の学びをまとめることで、現

場の先生方、後輩、大学教員、高校生、保護者との「対話」の中で学びを深めてほしいという願いが

こめられている。五つ目は、学務課職員と教員や学科との距離が近く教職員連携がとれていることで

ある。そのため、学生に必要なものを教職員が協議し、速やかにセミナーに取り入れるといった機動

力がある。 
 卒業後の進路は概ね保育士（59％）、幼稚園教諭（21％）、保育教諭（5％）、特別支援学校教諭等

（6％）、事務・営業（9％）、生活指導員・児童指導員（1％）となっている（2018 年度）。公務員の希

望者は多く、合格率も高い。キャリア関係の相談には、学務課職員の他、進路アドバイザー（公立及

び私立の園長経験者）やハローワークからのアドバイザーが対応し、相談予約が取れなかった場合、

学生が逆にハローワークへ出向き対応をして頂くこともある。 
 また、卒業後 1 年目の 6 月頃に、社会人 1 年目の卒業生を対象に、早期離職防止を目的の一つとし

た「母校に帰る日」を実施している。卒業生同士が互いに良い刺激を受けることができたり、教員に

悩みを相談して帰ったりするなど、好評の企画となっている。企画側としても、卒業生から就職先の

情報を得、それを在学生の就職支援に活かすことにも繋がっている。 
取り組みの成果として、様々な機会を通じて、学生が保育士となり働いた後の自分をイメージづく

りができていることがあげられる。また、「保育者養成協働プロジェクト」のポスターセッションを通

し、4 年生が今後の課題を見出し、目指す保育者像に向けての歩み（学び）をイメージできたこと、

─ 85 ─



- 19 - 
 

下級生は発表を聞くことに加え「対話」を通して実習での学びをイメージし、期待と意欲の向上につ

ながっていったことがあげられる。 
今後の課題は、自分にとって必要な情報を自分自身でキャッチし、判断し、行動する自主管理を促

していくことである。そのため、自主自律の精神に基づき、4 年間で学生が自分で判断し行動できる

よう意識しながら支援をすることで、自立した社会人として卒業していくことを目指したい。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 1881（明治 14）年、社会に貢献できる女性の「自主自律」を建学の精神とし創設された東京家政

大学は、保育士養成に長年の歴史と実績があり、2014（平成 26）年に狭山キャンパスに開設された

子ども学部子ども支援学科の卒業生の就職率は 100％となっている。また、狭山キャンパスには、保

育所や障害児通所支援施設等が併設され、多様な支援を必要とする子どもに的確な保育実践ができる

高い保育者の育成を目指している。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
東京家政大学子ども学部のキャリア支援は、子ども学部が設置されている狭山キャンパスの学務部

学務課が担当している。建学の精神である女性の「自主自律」を体現できる卒業生を輩出するために、

学生のキャリア形成に資するために、正課の教育課程と正課外の支援を有機的に構成した機会やプロ

グラムを提供するというキャリア支援方針の下、組織的なキャリア支援を実施している。また、学務

課学生生活・キャリア支援グループの学生支援における基本方針（2019 年度）として、学生支援に関

する方針、学生生活支援方針、キャリア支援方針に基づき、「自主」、「自律」の意味を理解したうえで

学生自らが判断し、行動できるように支援をすることをスタンスとし、学生サポートを行っている。 
また、狭山キャンパスは、子ども支援学科の他、看護学科、リハビリテーション学科等、全て専門

職の学科が集まっているため、その特色を生かした専門職への就職支援を行っている。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 

キャンパスごとに、就職支援に係る年次計画及び目標を学年ごとに作成している。選考等で使われ

るような基本的な学力やノウハウは、極力下級生から積み上げていくことにしている。例えば、マナ

ー対策や基礎学力対策など、学年問わず取り組めるものは 1 年次から定期的にキャリア支援セミナー

の中で実施している。また、3～4 年生で取り組む実習とのバランスを考え、公務員対策講座を 1 年

次より実施し、就職対策に流れをつなげるようにしている（図表 1-2-7）。 
 

図表 1-2-7 2019 年度 キャリア支援セミナー 

 

日付 1年生対象 日付 2年生対象

3月29日 進路・就職ガイダンス（基礎学力テスト）

4月4日 進路・就職ガイダンス（基礎学力テスト）

4月17日 GPS-Academic　受験（A・Bクラス）

4月18日 公務員ガイダンス　基礎クラス 4月18日 公務員ガイダンス

4月24日 GPS-Academic　受験（Cクラス）

5月6日～ 公務員対策講座 5月6日～ 公務員対策講座

5月22日 マナー対策

5月29日 GPS-Academic　フォローセミナー

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月15日 自己発見セミナー「自己の探求」

6月16日 OG懇談会 6月16日 OG懇談会
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また、基礎教養科目の「コア科目」に位置づけられる「キャリアデザイン」は、学生自身の「大学

生活」「職業人生」を主体的に設計及び再設計することを目標としており、これまでの学生自身の経

験、スキル、ライフスタイルなどを見つめ直し、自己理解を深め、学生自身の能力を活かした将来像

について考え、キャリアデザインの形成を進めることを目的に開講されている。 
加えて、学務課は学生支援も担っている部署であるため、1～2 年生のうちにサークル活動やボラン

ティア活動など、正課外活動を積極的に行い、仲の良い友人同士で関わりをもつだけでなく、自分の

年代と違う人、同じ年代でも普段あまり接点がない人など、様々な人と関わる機会を推奨している。 
3 年次からは、OG 懇談会に加えて、就職内定者の 4 年生から話を聞く内定者報告会も実施してい

る（開催時期は、その年の就活状況に合わせ、一番効果的な日程を検討し実施）。公立、私立の保育施

設、施設から内定を頂いた 5 名の 4 年生から話を聞くことで、未来像を膨らませ、将来に向け頑張ろ

うという意欲を醸成するねらいがある。4 年次は、小論文試験対策講座や履歴書の書き方、面接対策

など、就職活動に今すぐ必要なスキルを身につけるためのプログラムが用意されている（図表 1-2-8）。 
 

図表 1-2-8 2019 年度 就職対策セミナー 

 
 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
特長の一つ目は、1 年次のキャリア支援セミナーで GPS-Academic を取り入れていることがあげら

れる。これは、本人の持っている能力などを数値化しアセスメントするもので、教員が主体となり大

学全体で実施し、教育や就職支援に活かしている。また、その後のフォローセミナーでは、クラスメ

日付 3年生対象 日付 4年生対象

3月28日 進路･就職ガイダンス（基礎学力テスト）

3月29日 進路・就職ガイダンス

4月9日～

29日 公務員講座（資格直前）

4月11日 特別区立幼稚園受験対策③

4月18日 公務員ガイダンス 4月18日 履歴書の書き方

4月22日 公務員模試（行政職・保育士）

5月6日～ 公務員対策講座

5月8日 公務員模試（保育士）

5月10日 公務員模試（行政職）

5月16日 ①小論文・作文対策講座
②幼保活動ガイダンス

5月30日 特別区立幼稚園受験対策④

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月12日 公務員模試（保育士）

6月13日 特別区立幼稚園受験対策⑤

6月16日 OG懇談会

7月4日 面接対策①（グループディスカッション）

7月10日 公務員模試（保育士）

7月25日 面接対策②（個人・集団）

12月19日 内定者報告会

1月14日
①ジェネリックスキル測定「PROG」受験会

②就職活動について
③イメージアップセミナー

1月16日 特別区立幼稚園受験対策①

2月4日 ジェネリックスキル測定「PROG」解説会

3月23日 特別区立幼稚園受験対策②
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下級生は発表を聞くことに加え「対話」を通して実習での学びをイメージし、期待と意欲の向上につ

ながっていったことがあげられる。 
今後の課題は、自分にとって必要な情報を自分自身でキャッチし、判断し、行動する自主管理を促

していくことである。そのため、自主自律の精神に基づき、4 年間で学生が自分で判断し行動できる

よう意識しながら支援をすることで、自立した社会人として卒業していくことを目指したい。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 1881（明治 14）年、社会に貢献できる女性の「自主自律」を建学の精神とし創設された東京家政

大学は、保育士養成に長年の歴史と実績があり、2014（平成 26）年に狭山キャンパスに開設された

子ども学部子ども支援学科の卒業生の就職率は 100％となっている。また、狭山キャンパスには、保

育所や障害児通所支援施設等が併設され、多様な支援を必要とする子どもに的確な保育実践ができる

高い保育者の育成を目指している。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
東京家政大学子ども学部のキャリア支援は、子ども学部が設置されている狭山キャンパスの学務部

学務課が担当している。建学の精神である女性の「自主自律」を体現できる卒業生を輩出するために、

学生のキャリア形成に資するために、正課の教育課程と正課外の支援を有機的に構成した機会やプロ

グラムを提供するというキャリア支援方針の下、組織的なキャリア支援を実施している。また、学務

課学生生活・キャリア支援グループの学生支援における基本方針（2019 年度）として、学生支援に関

する方針、学生生活支援方針、キャリア支援方針に基づき、「自主」、「自律」の意味を理解したうえで

学生自らが判断し、行動できるように支援をすることをスタンスとし、学生サポートを行っている。 
また、狭山キャンパスは、子ども支援学科の他、看護学科、リハビリテーション学科等、全て専門

職の学科が集まっているため、その特色を生かした専門職への就職支援を行っている。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
キャンパスごとに、就職支援に係る年次計画及び目標を学年ごとに作成している。選考等で使われ

るような基本的な学力やノウハウは、極力下級生から積み上げていくことにしている。例えば、マナ

ー対策や基礎学力対策など、学年問わず取り組めるものは 1 年次から定期的にキャリア支援セミナー

の中で実施している。また、3～4 年生で取り組む実習とのバランスを考え、公務員対策講座を 1 年

次より実施し、就職対策に流れをつなげるようにしている（図表 1-2-7）。 
 

図表 1-2-7 2019 年度 キャリア支援セミナー 

 

日付 1年生対象 日付 2年生対象

3月29日 進路・就職ガイダンス（基礎学力テスト）

4月4日 進路・就職ガイダンス（基礎学力テスト）

4月17日 GPS-Academic　受験（A・Bクラス）

4月18日 公務員ガイダンス　基礎クラス 4月18日 公務員ガイダンス

4月24日 GPS-Academic　受験（Cクラス）

5月6日～ 公務員対策講座 5月6日～ 公務員対策講座

5月22日 マナー対策

5月29日 GPS-Academic　フォローセミナー

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月15日 自己発見セミナー「自己の探求」

6月16日 OG懇談会 6月16日 OG懇談会
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また、基礎教養科目の「コア科目」に位置づけられる「キャリアデザイン」は、学生自身の「大学

生活」「職業人生」を主体的に設計及び再設計することを目標としており、これまでの学生自身の経

験、スキル、ライフスタイルなどを見つめ直し、自己理解を深め、学生自身の能力を活かした将来像

について考え、キャリアデザインの形成を進めることを目的に開講されている。 
加えて、学務課は学生支援も担っている部署であるため、1～2 年生のうちにサークル活動やボラン

ティア活動など、正課外活動を積極的に行い、仲の良い友人同士で関わりをもつだけでなく、自分の

年代と違う人、同じ年代でも普段あまり接点がない人など、様々な人と関わる機会を推奨している。 
3 年次からは、OG 懇談会に加えて、就職内定者の 4 年生から話を聞く内定者報告会も実施してい

る（開催時期は、その年の就活状況に合わせ、一番効果的な日程を検討し実施）。公立、私立の保育施

設、施設から内定を頂いた 5 名の 4 年生から話を聞くことで、未来像を膨らませ、将来に向け頑張ろ

うという意欲を醸成するねらいがある。4 年次は、小論文試験対策講座や履歴書の書き方、面接対策

など、就職活動に今すぐ必要なスキルを身につけるためのプログラムが用意されている（図表 1-2-8）。 
 

図表 1-2-8 2019 年度 就職対策セミナー 

 
 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
特長の一つ目は、1 年次のキャリア支援セミナーで GPS-Academic を取り入れていることがあげら

れる。これは、本人の持っている能力などを数値化しアセスメントするもので、教員が主体となり大

学全体で実施し、教育や就職支援に活かしている。また、その後のフォローセミナーでは、クラスメ

日付 3年生対象 日付 4年生対象

3月28日 進路･就職ガイダンス（基礎学力テスト）

3月29日 進路・就職ガイダンス

4月9日～

29日 公務員講座（資格直前）

4月11日 特別区立幼稚園受験対策③

4月18日 公務員ガイダンス 4月18日 履歴書の書き方

4月22日 公務員模試（行政職・保育士）

5月6日～ 公務員対策講座

5月8日 公務員模試（保育士）

5月10日 公務員模試（行政職）

5月16日 ①小論文・作文対策講座
②幼保活動ガイダンス

5月30日 特別区立幼稚園受験対策④

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月1日 〈教育・進路懇談会〉
保護者のための就職講座

6月12日 公務員模試（保育士）

6月13日 特別区立幼稚園受験対策⑤

6月16日 OG懇談会

7月4日 面接対策①（グループディスカッション）

7月10日 公務員模試（保育士）

7月25日 面接対策②（個人・集団）

12月19日 内定者報告会

1月14日
①ジェネリックスキル測定「PROG」受験会

②就職活動について
③イメージアップセミナー

1月16日 特別区立幼稚園受験対策①

2月4日 ジェネリックスキル測定「PROG」解説会

3月23日 特別区立幼稚園受験対策②
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イトとその結果を見せ合い、ワークをしながら自分の強みや弱みを可視化し、4 年間をどう過ごして

いくか、イメージできるようにしている。また、同じ検査を 3 年次にも実施し、自分の成長や変化を

再確認することで、就職活動にもその強みを活かしていくことを促している。 
二つ目は、同じく 1 年次に行われる学科間交流会である。交流会はその年によって様々な企画を練

り実施されており、例えば、2019 年度は映画上映会を行った。具体的には、狭山キャンパスにある子

ども支援学科、リハビリテーション学科、看護学科の全 1 年生が体育館で一緒に映画を鑑賞し、その

内容について、学科が入り混じった学生同士のグループでディスカッションを行った。学生が同世代

の中でも自分の意見が述べられるような必要性を感じていたため企画したプログラムだが、他学科の

学生の考えを吸収しながら、自分の意見を述べられるように設定を工夫しながら実施した。それによ

り、他学科の友人ができるといったことや、「自分の目指す専門性と別の視点から様々な意見が聞け

て良かった」といった感想を得たりしており、学生の成長につながった実感がある。このように、自

分から発言し、人と関わる仕掛けづくりを行うことで、専門職だけではない部分を伸ばしていくこと

を意識し、社会に出た後に体験するであろう人間関係の辛さを乗り越えられるスキルに結びつけるこ

とを目標にしている。 
三つ目は、前述の基礎教養科目の「キャリアデザイン」である。この講義は、学務部学務課と連携

しながら、学生の 4 年間の学びに沿って「キャリア教育」、現場での「実習経験」、そして「就職サ

ポート」の 3 つの側面からキャリアデザイン・プログラムを組み、総合的支援を行っている。特色と

しては、1 年次から 4 年次のすべての学年にキャリアデザインの授業を振り分けることで、累積的に

キャリアの土台を形成していくことができるプログラムとなっている。また学務部学務課との連携に

より、学務課で開催しているキャリア支援プログラムの補完的役割も可能となっている。 
四つ目は、独自で実施しているキャリア支援プログラムの一環である「保育者養成協働プロジェク

ト」である。東京家政大学では、質の高い保育者の養成を目指して、保育者を目指す学生、保育者を

養成する養成校教員、保育現場の保育者が、協働し対話することで、相互に学びあえる機会を設けて

いる。プロジェクトの具体的な内容は、シンポジウム、子ども文化実践講座（折り紙講座、科学実験

遊びなど）、 ポスターセッション―私たちの学びの軌跡「4 年間の実習を振り返る、そしてつなげる」、

就職ブースの 4 本立てとなっている。この取り組みを通して、保育者としての成長を学生自身が確認

するときとしてほしい、また、ポスターセッションにより 4 年間のすべての実習の学びをまとめるこ

とで、現場の先生方、後輩、大学教員、高校生、保護者との「対話」の中で学びを深めてほしいと願

っている。 
 五つ目は、学務課職員と教員や学科との距離が近く、教職員連携がとれていることである。そのた

め、今学生にとって必要なものは何なのか、学務課職員が感じたことを教員と協議し、合意形成を諮

り、それを速やかにセミナーに取り入れるといった機動力がある。このように、ピンポイントで学生

のキャリア支援を企画、実施できる環境、関係性がある。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
就職先と実習先の業界が直結するため、キャリア支援セミナーで実施する講座や実施時期について

は、実習でも活かせるようなものを学科の教員と相談し、学生が遠い先の話ではなく今すぐ活用でき

る知識だと意識し、活かせるように工夫している（例えば、実習前のタイミングで、マナー対策講座

を取り入れるなど）。学科間交流会等についても、各学科から会に携わる教員を選出してもらい、学務

課職員と共に次年度の内容や進め方を協議する予定である。 
また、学科に就職委員が 1 名おり、月に 1 回部会を設け、学科、学務課でもっている情報について

近況報告をしている。学科の教員も協力的であり、学生との距離も近いので、互いに連携してキャリ

ア支援を行う関係性ができている。 
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（７）就職内定状況 
 卒業後の進路は概ね保育士（59％）、幼稚園教諭（21％）、保育教諭（5％）、特別支援学校教諭等約

（6％）、事務・営業（9％）、生活指導員・児童指導員（1％）となっている（2018 年度）。公務員の希

望者は多く、2018 年度は保育士 63 名中公立保育所へ就職した学生が 25 名、2017 年度は保育士 60
名中公立保育所へ就職した学生が 19 名で、合格率も高い。 
キャリア関係の学生相談は、学務課職員の他、進路アドバイザーが対応する。進路アドバイザーは、

公立及び私立の園長経験者が各 1 名（週に 1 回、予約制）、ハローワークからのアドバイザーが 1 名

（週に 1 回、予約制）いる。予約が埋まりハローワークのアドバイザーがその場で対応しきれなかっ

た場合は、学生が逆にハローワークへ出向き、相談にのって頂くこともある。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
卒業後 1 年目の 6 月頃に、社会人 1 年目の卒業生を対象に「母校に帰る日」を実施している。「母

校に帰る日」は、早期離職を防止することが目的の一つである。参加者の中には、多くのストレスを

抱えて涙ぐむ卒業生や、卒業の時と同じモチベーション維持しつつ、元気に頑張っている卒業生など

様々おり、互いに良い刺激を受けて、また現場に戻っていく。教員に悩みを相談して帰る卒業生もお

り、好評の企画となっている。また、企画する側としても、卒業生から就職先についての情報を得る

ことができ、それをまた在学生の就職支援に活かすことに繋がっている。 
 
（９）地方団体等との協働 
 狭山市「子ども・子育て支援事業」を積極的に推進する入間市と提携した子育て支援や保育相談を

行っている。令和 2 年度から東北福祉大学と「TFU 保育キャリアデザインセミナー2020」による共

同事業を始動する予定である。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
取り組みの成果として、内定者報告会等、様々な機会を通じて、学生が保育士となり働いた後の自

分をイメージづくりができていることがあげられる。学生の中には、保育の素晴らしさはわかってい

るものの、実習等で現場を垣間見たときに、自信のなさ等から踏ん張りきれない印象の者もいる。し

かし、それでも保育職を目指す学生が多いのは、恐らく、その先を見据えた夢を聞く機会や、その先

に保育に携わる意味、教育的側面などを学生に伝えられている、子どもたちのために、働く母親たち

のためにという意識が学生の中に培えているからではないかと思われる。例えば内定者報告会で先輩

の話しを聞いた下級生が、自分も同じように活動してみようかと、良い循環ができている印象がある。 
また、「保育者養成協働プロジェクト」のポスターセッションを実施して 3 年間を通し得られたこ

とは、各自（4 年生）が、実習の軌跡をふりかえり学んだことで、自身の今後の課題を見出し、目指

す保育者像に向けての歩み（学び）をイメージできたこと、1、2、3 年生は、4 年生の発表を聞き、

また「対話」を通して、実習での学びをイメージし、期待と意欲の向上につながっていったことがあ

げられる。加えて、学科教員間においても、学生の学びを共有し、今後の養成教育に活かしていくた

めの共有認識を可能としたことが成果としてあげられる。 
今後の課題は、ガイダンス等の出席率を上げることも大切だが、自分にとって必要な情報を学生自

身がキャッチし、判断し、行動する自主管理を促していくことである。学務課からアナウンスを増や

すと学生が受け身になってしまい、受け身の姿勢で過ごすと、最終的に現場に出た時、社会人になっ

た時に、様々な場面で判断がつかず、戸惑うことも起こり得るであろう。そのため、自主自律の精神

に基づき、4 年間で学生が自分で判断し行動できるよう意識しながら支援をすることで、自立した社

会人として卒業していくことを目指したい。  
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 五つ目は、学務課職員と教員や学科との距離が近く、教職員連携がとれていることである。そのた

め、今学生にとって必要なものは何なのか、学務課職員が感じたことを教員と協議し、合意形成を諮

り、それを速やかにセミナーに取り入れるといった機動力がある。このように、ピンポイントで学生

のキャリア支援を企画、実施できる環境、関係性がある。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
就職先と実習先の業界が直結するため、キャリア支援セミナーで実施する講座や実施時期について

は、実習でも活かせるようなものを学科の教員と相談し、学生が遠い先の話ではなく今すぐ活用でき

る知識だと意識し、活かせるように工夫している（例えば、実習前のタイミングで、マナー対策講座

を取り入れるなど）。学科間交流会等についても、各学科から会に携わる教員を選出してもらい、学務

課職員と共に次年度の内容や進め方を協議する予定である。 
また、学科に就職委員が 1 名おり、月に 1 回部会を設け、学科、学務課でもっている情報について

近況報告をしている。学科の教員も協力的であり、学生との距離も近いので、互いに連携してキャリ

ア支援を行う関係性ができている。 
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（７）就職内定状況 
 卒業後の進路は概ね保育士（59％）、幼稚園教諭（21％）、保育教諭（5％）、特別支援学校教諭等約

（6％）、事務・営業（9％）、生活指導員・児童指導員（1％）となっている（2018 年度）。公務員の希

望者は多く、2018 年度は保育士 63 名中公立保育所へ就職した学生が 25 名、2017 年度は保育士 60
名中公立保育所へ就職した学生が 19 名で、合格率も高い。 
キャリア関係の学生相談は、学務課職員の他、進路アドバイザーが対応する。進路アドバイザーは、

公立及び私立の園長経験者が各 1 名（週に 1 回、予約制）、ハローワークからのアドバイザーが 1 名

（週に 1 回、予約制）いる。予約が埋まりハローワークのアドバイザーがその場で対応しきれなかっ

た場合は、学生が逆にハローワークへ出向き、相談にのって頂くこともある。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
卒業後 1 年目の 6 月頃に、社会人 1 年目の卒業生を対象に「母校に帰る日」を実施している。「母

校に帰る日」は、早期離職を防止することが目的の一つである。参加者の中には、多くのストレスを

抱えて涙ぐむ卒業生や、卒業の時と同じモチベーション維持しつつ、元気に頑張っている卒業生など

様々おり、互いに良い刺激を受けて、また現場に戻っていく。教員に悩みを相談して帰る卒業生もお

り、好評の企画となっている。また、企画する側としても、卒業生から就職先についての情報を得る

ことができ、それをまた在学生の就職支援に活かすことに繋がっている。 
 
（９）地方団体等との協働 
 狭山市「子ども・子育て支援事業」を積極的に推進する入間市と提携した子育て支援や保育相談を

行っている。令和 2 年度から東北福祉大学と「TFU 保育キャリアデザインセミナー2020」による共

同事業を始動する予定である。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
取り組みの成果として、内定者報告会等、様々な機会を通じて、学生が保育士となり働いた後の自

分をイメージづくりができていることがあげられる。学生の中には、保育の素晴らしさはわかってい

るものの、実習等で現場を垣間見たときに、自信のなさ等から踏ん張りきれない印象の者もいる。し

かし、それでも保育職を目指す学生が多いのは、恐らく、その先を見据えた夢を聞く機会や、その先

に保育に携わる意味、教育的側面などを学生に伝えられている、子どもたちのために、働く母親たち

のためにという意識が学生の中に培えているからではないかと思われる。例えば内定者報告会で先輩

の話しを聞いた下級生が、自分も同じように活動してみようかと、良い循環ができている印象がある。 
また、「保育者養成協働プロジェクト」のポスターセッションを実施して 3 年間を通し得られたこ

とは、各自（4 年生）が、実習の軌跡をふりかえり学んだことで、自身の今後の課題を見出し、目指

す保育者像に向けての歩み（学び）をイメージできたこと、1、2、3 年生は、4 年生の発表を聞き、

また「対話」を通して、実習での学びをイメージし、期待と意欲の向上につながっていったことがあ

げられる。加えて、学科教員間においても、学生の学びを共有し、今後の養成教育に活かしていくた

めの共有認識を可能としたことが成果としてあげられる。 
今後の課題は、ガイダンス等の出席率を上げることも大切だが、自分にとって必要な情報を学生自

身がキャッチし、判断し、行動する自主管理を促していくことである。学務課からアナウンスを増や

すと学生が受け身になってしまい、受け身の姿勢で過ごすと、最終的に現場に出た時、社会人になっ

た時に、様々な場面で判断がつかず、戸惑うことも起こり得るであろう。そのため、自主自律の精神

に基づき、4 年間で学生が自分で判断し行動できるよう意識しながら支援をすることで、自立した社

会人として卒業していくことを目指したい。  
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Ｅ．東海学園大学 
キーワード：キャリア･サポート･プログラム（CSP）、キャリアデザイン、マインドづくり、教職員

の連動 
 
（１）概要 
 東海学園大学では、就職課と教職サポートセンターを 4 年前にキャリア開発センターとして統合

し、学生の職業観を醸成していくキャリア教育と、就職支援の 2 本立てでキャリア支援を実施してい

る。この取り組みでは、「社会から将来性を評価される『東海学園大学のトップランナー』の育成」を

大きなポリシーとし、将来性や現場力などを評価されるような社会人スキルや、就職後も早期退職せ

ず志を持った骨太な人間力と評価される社会人スキルの開発、強い職業環境の構築を図っている。 
 具体的なキャリア形成の流れとして、東海学園大学では、1 年次から職業に関する考え方・能力を

段階的に身につけるためのプログラム（キャリア・サポート・プログラム（以下、CSP））を、2017
年度より実施している。CSP において、1 年次は、全学共通科目である「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」

を受講し、年間 30 回の授業を通じて、職業観・勤労観の観点から自分の進むべき道について考える。

2 年次からは、学生の希望するキャリアにあわせた 3 つのプログラムが用意されている（非単位・希

望者のみ参加）。そのうち、保育専攻の学生は、「公務員サポートプログラム」を選択し、2 年次は保

育教材の制作、教材研究、発表等、主に実践に重点を置きながら活動を行い、3 年次より本格的に公

務員試験対策を行っていく。CSP 以外にも、1 年次から、就職ガイダンス、OB・OG 懇談会（全体

会）、個別面接による相談対応などに加え、実習報告会等で 4 年生から実習や就職活動の話を聞く機

会もある。3 年後期からは個別面談を実施し、その後、就職活動に向けたガイダンスを多数開催して

いる。4 年次からは、それぞれの進路や進捗状況による個別対応が主となる。学生の進路に関する悩

みは、キャリア開発センター職員はもちろんのこと、ゼミ担当教員とも情報共有をし、連携を取りな

がら対応している。 
キャリア支援プログラム・支援の特長として、1 年次の「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」でグループワ

ークや様々な課題に取り組むことで、学生が自分の将来について向き合う機会を得、目指すべき自分

になるための大学生活の過ごし方を考え、現場力を学び仕事の魅力を知ることにつながっていること

があげられる。また、2 年次の「公務員サポートプログラム」での実践活動を通じ、現場力を学び、

なりたいから「本気の志望」へ、学生の「マインドづくり」が行われていることも特長といえる。加

えて、キャリアセンターの場所柄、個別面談以外にも学生に声をかけ様子を把握しやすい環境にある

こと、学生と職員、教員の距離が近く教職員間の連動性も高いことから、学生一人ひとりに合わせた

きめ細やかなサポートができることも大きな特長である。さらに「おやこエンジョイフェスティバル

とうがく」などのように、学生が学びをアウトプットする機会を通して保育に対するモチベーション

を保つことにつながっていることも、特筆すべき点といえる。 
保育専攻が含まれる教育学部全体（学校教育専攻、養護教諭専攻含む 3 専攻）の就職率（就職希望

者に対する就職者の割合）は概ね 97％である（2018 年度）。学校教育（講師含む。32％）、一般企業

（39％）以外の内訳は概ね保育所（15％うち、公立 11％）、幼稚園（9％うち、公立約 2％）、認定こ

ども園（1％）、施設（3％）となっており、これらの数字が安定的に出始めたことからもキャリア支

援の土台ができつつあることを実感している。最近の傾向として、3 年次の実習前の面談では一般企

業を目指していたが、実習を経て、保育士志望に戻る学生も多くなっている。 
取り組みの成果として、2 年次の公務員サポートプログラムをきっかけに、学生同士が保育につい

て真剣に相談し合い、高め合う機会が得られ、保育をドロップアウトする学生が減少してきているこ

とがあげられる。また、こうした活動を通して保育専攻の中のトップランナーが育ったことが一番の

成果と思われる。その反面、CSP が非単位の課外活動的であるため、活動時間を確保することに困難

- 24 - 
 

が伴う。そのため、来年度はプログラムを学部主導型に一部見直し、キャリア開発センターがサポー

ト役となることで、学生のアウトプットの機会を増やし地域連携を活性化させることを検討している。

このように、センターと教員がさらに連携を図りながら、キャリア支援を進めていくことを考えてい

る。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 東海学園大学では、CSP を中心に、入学直後から学生が自身の将来のあり方を考え、実践力や社会

人としての知識を磨いていくためのキャリア教育に様々な工夫が凝らされている。加えて、学生一人

ひとりの夢やニーズに合わせたキャリア支援を行ってきた結果、近年、教育・保育現場への就職率が

向上し、取り組みの成果が顕著に数字に表れている。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
以前は、就職課と教職サポートセンターに分かれており、別々のフロアで教職サポートセンターが

キャリア支援を、就職課が就職に関する出口の部分を担っていた。それを 4 年前からキャリア開発セ

ンターとして統合し、相互間で連携しながらキャリア教育を双方でやっていく形に変えた結果、連携

を取りやすくなり、学生に関する情報の取りこぼしがなくなった、という利点がうまれた。 
キャリア教育については、今の 4 年生が 1 年生の時に初年度でスキームをつくった。その中で現在

は、学生の職業観を醸成していくキャリア教育と、就職支援の 2 本立てで行っている。この取り組み

では、「社会から将来性を評価される『東海学園大学のトップランナー』の育成」を大きなポリシーと

し、将来性や現場力などを評価されるような社会人スキルや、就職後も早期退職せず志を持った骨太

な人間力と評価される社会人スキルの開発、強い職業環境の構築を図っている。 
キャリア支援全般的な考え方として、就職希望者の就職率 100％を目指している。保育専攻の学生

については、強制はしないものの、4 年間の学びを活かし、できるだけ全員保育士として奉職できる

よう支援を行っている。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
東海学園大学では、入学時は将来の夢が決まっていなくても、1 年次から職業に関する考え方・能

力を段階的に身につけるためのプログラム（CSP）を、2017 年度より実施している（図表 1-2-9）。
本プログラムにおいて、1 年次は、全学共通科目である「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」を受講し、年間

30 回の授業を通じて、職業観・勤労観の観点から自分の進むべき道について考える。2 年次からは、

非単位・希望者のみの参加となるが、学生の希望するキャリアにあわせた 3 つのプログラム（①キャ

リア･ディベロップメント･プログラム、②公務員サポートプログラム、③教職サポートプログラム）

が用意されている。そのうち、保育専攻の学生は、「公務員サポートプログラム」を選択し、2 年次は

保育教材の制作、教材研究、発表等、主に実践に重点を置きながら活動を行い、3 年次より本格的に

公務員試験対策を行っていく。 
CSP 以外にも、1 年次から、就職ガイダンス、OB・OG 懇談会（全体会）、個別面接による相談対

応などを実施している。また、実習報告会、全体会（年 2 回程度）などは 1 年生も参加することがで

き、4 年生から実習や就職活動の話を聞く機会も得ている。3 年後期（10～11 月頃の保育実習Ⅱに行

く前）からは個別面談を実施し、その後、就職活動に向けたガイダンスを多数開催している。4 年次

からは、それぞれの進路や進捗状況による個別対応が主となる。 
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Ｅ．東海学園大学 
キーワード：キャリア･サポート･プログラム（CSP）、キャリアデザイン、マインドづくり、教職員
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ト役となることで、学生のアウトプットの機会を増やし地域連携を活性化させることを検討している。

このように、センターと教員がさらに連携を図りながら、キャリア支援を進めていくことを考えてい

る。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 東海学園大学では、CSP を中心に、入学直後から学生が自身の将来のあり方を考え、実践力や社会

人としての知識を磨いていくためのキャリア教育に様々な工夫が凝らされている。加えて、学生一人

ひとりの夢やニーズに合わせたキャリア支援を行ってきた結果、近年、教育・保育現場への就職率が

向上し、取り組みの成果が顕著に数字に表れている。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
以前は、就職課と教職サポートセンターに分かれており、別々のフロアで教職サポートセンターが

キャリア支援を、就職課が就職に関する出口の部分を担っていた。それを 4 年前からキャリア開発セ
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では、「社会から将来性を評価される『東海学園大学のトップランナー』の育成」を大きなポリシーと

し、将来性や現場力などを評価されるような社会人スキルや、就職後も早期退職せず志を持った骨太
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（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
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30 回の授業を通じて、職業観・勤労観の観点から自分の進むべき道について考える。2 年次からは、

非単位・希望者のみの参加となるが、学生の希望するキャリアにあわせた 3 つのプログラム（①キャ
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図表 1-2-9 キャリア･サポート･プログラムの概要 

出典：東海学園大学 ホームページ 

 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
特長の一つ目は、先に述べた CSP で 1 年生が受講する「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」（春・秋学期そ

れぞれ 15 回）があげられる。本科目は、自身の将来を見据えた上で、そこから逆算的に、大学生活

をどのように過ごしていくかを 1 年間かけて考える内容となっている。具体的には、「コミュニケー

ション力を伸ばす」「ディスカッションの仕方、タイムマネジメントについて」といったグループワー

クの他、社会人講話等が主な内容であり、毎回「復習」も用意されている。例えば、「『教諭』『保育士』

『幼稚園教諭』について考える①」の回では、復習として採用試験について調べたり、同②では、「ど

んな『教諭』『保育士』『幼稚園教諭』になりたいかを考える」ことが復習となっている。その際、学

生は、就職課の情報も活用し、なりたい将来像を考え、どんな能力や資質が必要かをまとめることが

求められている。このように、学生が将来について自身と向き合う機会を得、自ら情報を収集し学び

を言語化することにより、現場力を学び仕事の魅力を知ることにつながっているといえる。 
二つ目は、同じく CSP のうち、2 年次に取り組む公務員サポートプログラムである。活動は 10～

15 名（コースの約 4 分の 1 の学生）の有志が集まり、2 年生の春学期、秋学期各 15 回の活動のうち、

パネルシアター等を個別またはグループで制作し、発表する。このように、2 年次の活動では、1、2
年次の学部の学びの中で足りない部分を、サポートプログラムで補うことにより、保育者像をイメー

ジさせ、保育者になりたいという自信を持たせること、実践的な保育力を身に付けさせることを意図

している。すなわち、現場力を学び、なりたいから「本気の志望」へ、学生の「マインドづくり」が

ねらいとなっている。 
三つ目は、きめ細やかなサポートにより、学生一人ひとりに合わせたキャリア支援を実施している

ことである。1 年次からキャリア開発センターの職員がガイダンス等で話す機会があるため、学生と

は顔なじみの関係、顔が見える関係ができている。また、キャリア開発センターの場所が、学生が教

室へ向かう途中、必ず通る場所に位置しており、個別面談といった改まった機会以外にも、学生を見

かけた職員が声をかけ、進捗状況等について確認しやすい環境にある。さらに、教員と学生との距離

も近いため、キャリア開発センターの職員が面談を実施し、心配な学生がいた場合は、ゼミの教員へ

つなぎ情報交換を行ったり、あるいは逆に、ゼミの教員を通じて学生がセンターへ相談に来たりする

などの対応ができている。その結果、進路が少々変わったり、曖昧で悩んだりしている学生にも、き

ちんとフィードバックをしながらもれなく対応できているのではないかと思われる。このように、学

生と職員、教員の距離が近いこと、教職員間の連動性が高く、連携を取りながらきめ細やかなサポー
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トができていることが、大きな特長である。 
四つ目は、「おやこエンジョイフェスティバルとうがく」など、学生が学びをアウトプットする場が

あることである。フェスティバルは、保育・幼児教育の教員が中心となり企画し、地域の親子を招き、

毎年開催している。2 年生が主となり、所属するゼミごとに造形遊びや運動遊び、音楽遊びなどの演

目を披露する。1 年生はサポートで参加するため、次の年に行う内容を把握できる。学生は、このよ

うに直接子どもと触れ合いアウトプットする機会を得ることにより、保育に対するモチベーションを

保てているのではないかと思われる。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
学生の進路に関する悩みは、主にキャリア開発センターの職員が相談に応じるが、先に述べたとお

り、必要に応じてゼミ担当教員へもつなぎ、両者が対応する。また逆に、ゼミ担当教員からキャリア

開発センターを紹介され、来室する場合もある。いずれにしても、キャリア開発センターだけで対応

するのではなく、ゼミ担当教員とも連携を取りながら対応している。また、前述のフェスティバルや、

子育て支援のボランティア等、学生が保育参画する機会が増えてきている。こうした学部の取り組み

により、学生自体が今もっているものをアウトプットする場が以前と比べて増えたことが、功を奏し

ているのではないかと思われる。 
 
（７）就職内定状況 
 保育専攻が含まれる教育学部の就職率（就職希望者に対する就職者の割合）は概ね 97％である

（2018 年度）。その内訳は概ね保育所（15％うち、公立 11％）、幼稚園（9％うち、公立約 2％）、認

定こども園（1％）、施設（3％）、学校教育（講師含む。32％）、一般企業（39％）であった（学校教

育専攻、養護教諭専攻含む）。 
最近の傾向として、3 年次の実習前の面談では一般企業を目指していたが、実習を経て、保育士志

望に戻る学生も多くなっている。また、一般企業を希望している学生であっても、子どもが好きで、

子ども関係の企業を希望する学生もおり、仮に実習等で自信を失ったり、限界を感じたりした場合で

も、保育専攻での学びをアウトプットしたい気持ちが感じられることもある。そのため、そうした学

生へは、業界研究の話をしつつ、保育所を含め様々な方向性を再考するチャンスもあることを学生に

提案するなどの対応をしている。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
例年、数名の卒業生が相談にくることがあり、センターと元ゼミ担当教員双方で連携しながら対応

している。社会人 1 年目の 5 月のゴールデンウィーク頃、条件面や人間関係を理由に離職する卒業生

がごく少数ながらいる。昨年度から、求人票の見方についてもガイダンス等の全体会で説明をしてい

るが、学生の認識と現実とのギャップをうめること、また、同窓会とも連携をしながら早期離職者の

対応を検討していくことが今後の課題の一つである。 
 
（９）地方団体等との協働 
ガイダンス等で保育所の所長に来てもらい、講話をしてもらったり、近隣の保育所で子ども支援ボ

ランティアをさせてもらったりするなど、関係性ができているほか、前述のフェスティバル等の活動

への参加などを通じて、地域の子ども、子育て家庭とも交流する機会を得ている。 
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図表 1-2-9 キャリア･サポート･プログラムの概要 

出典：東海学園大学 ホームページ 
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（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
取り組みの成果として、公務員サポートプログラムとして 2 年次からグループワークとアウトプッ

トをスタートできたので、学生同士が保育について真剣に相談し合い、高め合う機会が得られ、保育

をドロップアウトする学生が減少してきていることがあげられる。また、4 年次まで公務員サポート

プログラムに残る学生が、保育専攻の中のトップランナーとなり、意欲といった部分でも周囲の学生

を牽引する存在となったことは、一番の成果ではないかと思われる。実績的にも、就職率に安定的な

結果が出始めたので、キャリア支援の土台ができつつあるのではないかと感じている。 
今後の課題としては、保育の学びをアウトプットする機会をさらにつくりたいが、公務員サポート

プログラムは非単位で課外活動的な立場にあるため、授業等に比べ、時間が制約されてしまうことが

あげられる。学生にとっては、制作し披露する、学んで披露する、というサイクルが更に活性化でき

ることが理想であるが、時間の問題を解決するためにプログラム自体を強制化してしまうことは、本

来の意味や良さを失いかねない難しさがある。そこで、来年度はプログラムを一部見直し、学部主導

型で実践活動を推進し、それに対しキャリア開発センターがサポートをするという体制に変更するこ

とを検討している。それにより、学生のアウトプットや地域連携が活性化することが期待できるため、

今後、学生の相談対応の面だけでなく、こうした活動の部分においても、センターと教員がさらに連

携を図りながら、キャリア支援を進めていくことを考えている。 
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Ｆ．大阪国際大学短期大学部 幼児保育学科 
キーワード：専門性の高いキャリア支援、丁寧なマッチング、併設園との連携、高大連携、自己点

検・評価 
 
（１）概要 
 キャリア支援を担当する職員全員がキャリアカウンセラー関連資格を有しており、専門性の高い支

援が行われている。ボランティア等による保育参画を勧めることで、内定辞退者が激減し、丁寧なマ

ッチングが行われている。幼児保育学科では、併設園との連携や高大連携を進めて子どもたちと実習

以外で触れ合う機会を意図的に作り、保育・保育士の魅力を再発見できるようにしている。卒業生の

視点からカリキュラムを再考することも重視しており、自己点検・評価にも繋がっている。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 2019 年 8 月 30 日に開催された 2019 年度全国保育士養成セミナーの第 9 分科会「保育者養成にお

ける現場と連携したキャリア支援」において、大阪国際大学短期大学部幼児保育学科より「在学中の

現場と連携したキャリア支援」に関して話題提供がなされた。キャンパス内にある同法人の併設園と

の連携・協働を中心に実習以外の保育参加を通して、保育士に対する就業意欲を高めることを目指し

ており、保育者として生きていく将来を見据えたキャリア支援の一事例として調査した。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
「キャリアサポートセンター」という全学的に就職支援を行っている部署にて、「キャリア教育と

就職支援の一貫した展開」と「企業・外部団体との連携・強化」の理念・方針の下、キャリア支援を

実施している。学生面談を担当するスタッフは主に 8 名で、キャリア・デベロップメント・アドバイ

ザー（JCDA 認定 CDA）等のキャリアカウンセラーに関する資格を有している者が多い。他部署か

ら異動してきた職員も働きながら資格取得を目指すため、専門性の高いキャリア支援が行われている。 
保育者を目指す学生に対するキャリア支援については、幼児保育学科で実施されているキャリア教

育と一体的に展開できるよう、学科長と連携しながら体制づくりを進めているところである。また、

幼児保育学科は保育職を目指す学生が約 9 割であり、就職活動のピークが秋頃になるため、一般職希

望の他学部・他学科の学生の就職活動が落ち着いた頃から、一人ひとりに時間をかけて支援できる良

さもある。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ（図表 1-2-10） 

2003 年頃から、学生に任意で「受験報告書」への記入を求め、年度ごとの就職試験情報を蓄積して

きた。総合大学であるため保育職以外の情報も網羅されており、学内限定でネット公開もされている。

面接試験対策は、これまで蓄積されたこのデータを基に 8 名のスタッフが担当する。ピアノ等の実技

試験の指導は教員に依頼するが、基本的には、履歴書添削、面接練習、マナー教育も含めた就職活動

に関するレクチャーは全てキャリアサポートセンターで担う。また、大阪国際大学短期大学部には幼

児保育学科の他にライフデザイン総合学科があるため、企業に関心のある学生にはゼミの担当教員を

通じて、情報提供を行う（例：2 月に実施される「学内合同説明会」）。 
キャリアサポートセンターと幼児保育学科の連携を強化しており、学科長を中心としてゼミの担当

教員との情報共有を行い、個々の学生を支えている。幼児保育学科は、入学時から五十音順に 1 ゼミ

12 名程度ずつ、12 ゼミに配属され、2 年間、同じゼミでキャリア形成が行われていくが、キャリア

サポートセンターの担当者も、ゼミごとに決まっている。学科の方針としても、五十音順に機械的に

振り分けることで、教員の専門に特化したゼミではなく、各ゼミ教員が連携し、学科全体で保育者養
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（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
取り組みの成果として、公務員サポートプログラムとして 2 年次からグループワークとアウトプッ

トをスタートできたので、学生同士が保育について真剣に相談し合い、高め合う機会が得られ、保育

をドロップアウトする学生が減少してきていることがあげられる。また、4 年次まで公務員サポート

プログラムに残る学生が、保育専攻の中のトップランナーとなり、意欲といった部分でも周囲の学生

を牽引する存在となったことは、一番の成果ではないかと思われる。実績的にも、就職率に安定的な

結果が出始めたので、キャリア支援の土台ができつつあるのではないかと感じている。 
今後の課題としては、保育の学びをアウトプットする機会をさらにつくりたいが、公務員サポート

プログラムは非単位で課外活動的な立場にあるため、授業等に比べ、時間が制約されてしまうことが

あげられる。学生にとっては、制作し披露する、学んで披露する、というサイクルが更に活性化でき

ることが理想であるが、時間の問題を解決するためにプログラム自体を強制化してしまうことは、本

来の意味や良さを失いかねない難しさがある。そこで、来年度はプログラムを一部見直し、学部主導

型で実践活動を推進し、それに対しキャリア開発センターがサポートをするという体制に変更するこ

とを検討している。それにより、学生のアウトプットや地域連携が活性化することが期待できるため、

今後、学生の相談対応の面だけでなく、こうした活動の部分においても、センターと教員がさらに連

携を図りながら、キャリア支援を進めていくことを考えている。 
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Ｆ．大阪国際大学短期大学部 幼児保育学科 
キーワード：専門性の高いキャリア支援、丁寧なマッチング、併設園との連携、高大連携、自己点

検・評価 
 
（１）概要 
 キャリア支援を担当する職員全員がキャリアカウンセラー関連資格を有しており、専門性の高い支

援が行われている。ボランティア等による保育参画を勧めることで、内定辞退者が激減し、丁寧なマ

ッチングが行われている。幼児保育学科では、併設園との連携や高大連携を進めて子どもたちと実習

以外で触れ合う機会を意図的に作り、保育・保育士の魅力を再発見できるようにしている。卒業生の

視点からカリキュラムを再考することも重視しており、自己点検・評価にも繋がっている。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 2019 年 8 月 30 日に開催された 2019 年度全国保育士養成セミナーの第 9 分科会「保育者養成にお

ける現場と連携したキャリア支援」において、大阪国際大学短期大学部幼児保育学科より「在学中の

現場と連携したキャリア支援」に関して話題提供がなされた。キャンパス内にある同法人の併設園と

の連携・協働を中心に実習以外の保育参加を通して、保育士に対する就業意欲を高めることを目指し

ており、保育者として生きていく将来を見据えたキャリア支援の一事例として調査した。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 
「キャリアサポートセンター」という全学的に就職支援を行っている部署にて、「キャリア教育と

就職支援の一貫した展開」と「企業・外部団体との連携・強化」の理念・方針の下、キャリア支援を

実施している。学生面談を担当するスタッフは主に 8 名で、キャリア・デベロップメント・アドバイ

ザー（JCDA 認定 CDA）等のキャリアカウンセラーに関する資格を有している者が多い。他部署か

ら異動してきた職員も働きながら資格取得を目指すため、専門性の高いキャリア支援が行われている。 
保育者を目指す学生に対するキャリア支援については、幼児保育学科で実施されているキャリア教

育と一体的に展開できるよう、学科長と連携しながら体制づくりを進めているところである。また、

幼児保育学科は保育職を目指す学生が約 9 割であり、就職活動のピークが秋頃になるため、一般職希

望の他学部・他学科の学生の就職活動が落ち着いた頃から、一人ひとりに時間をかけて支援できる良

さもある。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ（図表 1-2-10） 

2003 年頃から、学生に任意で「受験報告書」への記入を求め、年度ごとの就職試験情報を蓄積して

きた。総合大学であるため保育職以外の情報も網羅されており、学内限定でネット公開もされている。

面接試験対策は、これまで蓄積されたこのデータを基に 8 名のスタッフが担当する。ピアノ等の実技

試験の指導は教員に依頼するが、基本的には、履歴書添削、面接練習、マナー教育も含めた就職活動

に関するレクチャーは全てキャリアサポートセンターで担う。また、大阪国際大学短期大学部には幼

児保育学科の他にライフデザイン総合学科があるため、企業に関心のある学生にはゼミの担当教員を

通じて、情報提供を行う（例：2 月に実施される「学内合同説明会」）。 
キャリアサポートセンターと幼児保育学科の連携を強化しており、学科長を中心としてゼミの担当

教員との情報共有を行い、個々の学生を支えている。幼児保育学科は、入学時から五十音順に 1 ゼミ

12 名程度ずつ、12 ゼミに配属され、2 年間、同じゼミでキャリア形成が行われていくが、キャリア

サポートセンターの担当者も、ゼミごとに決まっている。学科の方針としても、五十音順に機械的に

振り分けることで、教員の専門に特化したゼミではなく、各ゼミ教員が連携し、学科全体で保育者養
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成を行っていくという意識でキャリア支援・教育を行っていくことを目指している。 
1 年次 12 月の就職ガイダンスでは、2 年生の公立園合格者，私立幼稚園及び保育所の内定者の計 3

名が 1 年生に向けて内定に至るまでの体験談を語る。また、公務員試験対策講座を 2018 年から幼児

保育学科と連携してこのガイダンスに組み込んだことで、受講者が約 3 倍に増加した。 
本格的に就職活動に関する支援を行うのは 2 年次である。私立園の就職活動は 7 月から始まること

が多いため、5 月と 6 月に集中的に幼児保育学科との連携企画行事を行っている。5 月の「キャリア

サポートセンターツアー」は、キャリアサポートセンターに実際に足を運ぶことで、学生にとって身

近なセンターになることを目的としている。2 ゼミずつ前後半に分けて 45 分、キャリアサポートセ

ンターを案内されながら、求人票の見方や就職活動の進め方などのレクチャーを受ける。 
2 年次 6 月の「卒業生の話を聞こう！」は、幼児保育学科のキャリア支援の特色ある行事の一つで

あり、併設園に就職した卒業生を含め、地元園就職者を中心に、保育職 2～4 年目の卒業生による体

験談と後輩へのアドバイス、後輩との対話を行う。2019 年度は 12 名の卒業生を招き、前半は 2 ゼミ

ごとに卒業生 2 名ずつが話し、後半は卒業生のブースを作り、2 年生が自分の関心のある園のブース

で話が聞けるようにした。卒業生の就職先である地元園も非常に協力的である。 
以上の流れは、内定先に私立園を選択する学生が多いため、7 月に本格化する就職活動に合わせた

計画となっているが、公務員試験合格率の上昇を目指す上では、公立園に特化したキャリア支援・教

育体制を整えていく必要があり、今後、スケジュールを検討していく予定である。 
 

図表 1-2-10 1 年次から実施しているキャリア支援の流れ 

1 年次 
12 月 

就職ガイダンス 
①就職活動の全般的な説明 
②内定者による就職活動体験談 
③公務員試験対策について 

幼児保育学科との連携企画 
2 年生の内定者が、1 年生に体験談を語る。 
公務員試験対策は、公務員試験対策講座を委託

している業者により説明が行われる。 
2 年次 

4 月 
公立幼稚園・保育所対策講座説明会 公立幼稚園、保育所の就職活動について 

5 月 キャリアサポートセンターツアー 
 

幼児保育学科との連携企画 
2 ゼミずつ 90 分のツアー 

6 月 卒業生の話を聞こう！ 幼児保育学科との連携企画 
卒業生 12 名を招き、就職活動と就職後の体験談

を語ってもらう。 
6-7 月 履歴書の書き方 

履歴書対策講座 
履歴書に関する指導を行う。 
履歴書対策講座は事前申込制である。 

 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
キャリア支援の専門性の高い職員により自己分析を丁寧に行っていく。ゼミごとのキャリアサポー

トセンターの担当者が決まっているため、学生が悩みを抱えた時もゼミの教員と担当職員が連携し対

応する体制が整っている。丁寧なマッチングを行うため、幼児保育学科は必ずキャリアサポートセン

ターを通すことが原則である。 
この背景には、2015 年度に内定辞退者が約 8%になってしまったことがある。原因は、園を理解せ

ずに就職を決めてしまうというミスマッチであった。そのため、「園をしっかり見る」という方針の

下、園を理解した上で受験するために、ボランティアや実習以外の保育参画を勧めるようにした。そ

の結果、内定辞退者が翌年には激減し、2018 年度は 1 名になった。卒後 1 年未満の早期離職者も 5%
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以下になり、成果が現れている。 
なお、1 年未満の早期離職率の割合は低いままで推移しているが、既卒者の再就職についても大学

を通した方がミスマッチを防ぐことができるため、学生だけでなく卒業生にも注意喚起し、なるべく

大学に相談するよう促している。ただし、卒業生に対して組織的な支援プログラムは行ってはおらず、

教員やキャリアサポートセンターに直接相談に来た卒業生に対して個別に対応しているのが現状で

ある。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
保育士養成に特有のキャリア支援があるため、幼児保育学科は、キャリアサポートセンターと学科

長、各ゼミとの連携が他学部・学科に比して強い。幼児保育学科では、1 年次から、併設園との協働

で行う保育参画や実習、ゼミを通して、キャリア教育が行われており、子どもたちと実際に触れ合う

経験を通して保育・保育士の魅力を感じられるようにしている。 
 
（７）就職内定状況 
例年、幼児保育学科は、就職希望者数に対してほぼ 100％の内定率であり、そのうち、保育職は約

9 割となっている。その約 99%が私立園であるため、２年前から、幼児保育学科と連携して、公務員

試験合格率を上げていくことを一つの目標としている。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 

2 年次 6 月の「卒業生の話を聞こう！」の後、「卒業生との座談会」を開催している。「卒業生の話

を聞こう！」は 4 限（14:40-16:20）に行い、その後、卒業生（保育経験 2～4 年目）と教員（自己点

検実施委員、あるいはその代理教員）との座談会で、幼児保育学科のディプロマ・ポリシーに基づく

学習成果の確認及び卒業生のフォローアップの在り方の検討を行う。幼児保育学科での学びが卒業後

にどのように活かされているかをディプロマ・ポリシーに基づき調査することで（図表 1-2-11）、カ

リキュラム改善に繋げる目的もあり、自己点検・評価の一環にもなっている。 
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成を行っていくという意識でキャリア支援・教育を行っていくことを目指している。 
1 年次 12 月の就職ガイダンスでは、2 年生の公立園合格者，私立幼稚園及び保育所の内定者の計 3

名が 1 年生に向けて内定に至るまでの体験談を語る。また、公務員試験対策講座を 2018 年から幼児

保育学科と連携してこのガイダンスに組み込んだことで、受講者が約 3 倍に増加した。 
本格的に就職活動に関する支援を行うのは 2 年次である。私立園の就職活動は 7 月から始まること

が多いため、5 月と 6 月に集中的に幼児保育学科との連携企画行事を行っている。5 月の「キャリア

サポートセンターツアー」は、キャリアサポートセンターに実際に足を運ぶことで、学生にとって身

近なセンターになることを目的としている。2 ゼミずつ前後半に分けて 45 分、キャリアサポートセ

ンターを案内されながら、求人票の見方や就職活動の進め方などのレクチャーを受ける。 
2 年次 6 月の「卒業生の話を聞こう！」は、幼児保育学科のキャリア支援の特色ある行事の一つで

あり、併設園に就職した卒業生を含め、地元園就職者を中心に、保育職 2～4 年目の卒業生による体

験談と後輩へのアドバイス、後輩との対話を行う。2019 年度は 12 名の卒業生を招き、前半は 2 ゼミ

ごとに卒業生 2 名ずつが話し、後半は卒業生のブースを作り、2 年生が自分の関心のある園のブース

で話が聞けるようにした。卒業生の就職先である地元園も非常に協力的である。 
以上の流れは、内定先に私立園を選択する学生が多いため、7 月に本格化する就職活動に合わせた

計画となっているが、公務員試験合格率の上昇を目指す上では、公立園に特化したキャリア支援・教

育体制を整えていく必要があり、今後、スケジュールを検討していく予定である。 
 

図表 1-2-10 1 年次から実施しているキャリア支援の流れ 

1 年次 
12 月 

就職ガイダンス 
①就職活動の全般的な説明 
②内定者による就職活動体験談 
③公務員試験対策について 

幼児保育学科との連携企画 
2 年生の内定者が、1 年生に体験談を語る。 
公務員試験対策は、公務員試験対策講座を委託

している業者により説明が行われる。 
2 年次 

4 月 
公立幼稚園・保育所対策講座説明会 公立幼稚園、保育所の就職活動について 

5 月 キャリアサポートセンターツアー 
 

幼児保育学科との連携企画 
2 ゼミずつ 90 分のツアー 

6 月 卒業生の話を聞こう！ 幼児保育学科との連携企画 
卒業生 12 名を招き、就職活動と就職後の体験談

を語ってもらう。 
6-7 月 履歴書の書き方 

履歴書対策講座 
履歴書に関する指導を行う。 
履歴書対策講座は事前申込制である。 

 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
キャリア支援の専門性の高い職員により自己分析を丁寧に行っていく。ゼミごとのキャリアサポー

トセンターの担当者が決まっているため、学生が悩みを抱えた時もゼミの教員と担当職員が連携し対

応する体制が整っている。丁寧なマッチングを行うため、幼児保育学科は必ずキャリアサポートセン

ターを通すことが原則である。 
この背景には、2015 年度に内定辞退者が約 8%になってしまったことがある。原因は、園を理解せ

ずに就職を決めてしまうというミスマッチであった。そのため、「園をしっかり見る」という方針の

下、園を理解した上で受験するために、ボランティアや実習以外の保育参画を勧めるようにした。そ

の結果、内定辞退者が翌年には激減し、2018 年度は 1 名になった。卒後 1 年未満の早期離職者も 5%
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以下になり、成果が現れている。 
なお、1 年未満の早期離職率の割合は低いままで推移しているが、既卒者の再就職についても大学

を通した方がミスマッチを防ぐことができるため、学生だけでなく卒業生にも注意喚起し、なるべく

大学に相談するよう促している。ただし、卒業生に対して組織的な支援プログラムは行ってはおらず、

教員やキャリアサポートセンターに直接相談に来た卒業生に対して個別に対応しているのが現状で

ある。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
保育士養成に特有のキャリア支援があるため、幼児保育学科は、キャリアサポートセンターと学科

長、各ゼミとの連携が他学部・学科に比して強い。幼児保育学科では、1 年次から、併設園との協働

で行う保育参画や実習、ゼミを通して、キャリア教育が行われており、子どもたちと実際に触れ合う

経験を通して保育・保育士の魅力を感じられるようにしている。 
 
（７）就職内定状況 
例年、幼児保育学科は、就職希望者数に対してほぼ 100％の内定率であり、そのうち、保育職は約

9 割となっている。その約 99%が私立園であるため、２年前から、幼児保育学科と連携して、公務員

試験合格率を上げていくことを一つの目標としている。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 

2 年次 6 月の「卒業生の話を聞こう！」の後、「卒業生との座談会」を開催している。「卒業生の話

を聞こう！」は 4 限（14:40-16:20）に行い、その後、卒業生（保育経験 2～4 年目）と教員（自己点

検実施委員、あるいはその代理教員）との座談会で、幼児保育学科のディプロマ・ポリシーに基づく

学習成果の確認及び卒業生のフォローアップの在り方の検討を行う。幼児保育学科での学びが卒業後

にどのように活かされているかをディプロマ・ポリシーに基づき調査することで（図表 1-2-11）、カ

リキュラム改善に繋げる目的もあり、自己点検・評価の一環にもなっている。 
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図表 1-2-11 卒業生との座談会で話し合う項目 

本学の卒業時までに育ってほしい姿 
 
①保育者の仕事の重要性や責任を理解している。 
②保育者として成長していくために、自ら知識を得ようとしている。 
③保育の制度や法律について理解している。 
④子どもの健康や生活について理解している。 
⑤５領域など保育内容について理解している。 
⑥音楽、美術、体育などに関する技術を習得している。 
⑦保育に対する情熱をもっている。 
⑧毎日の保育の中で、子どもへの教育的愛情をもっている。 
⑨子どもの発達過程を理解している。 
⑩一人ひとりの子どもの個性を理解している。 
⑪子どもの健やかな成長のために適切な援助を行うことができる。 
⑫保育課程・教育課程の意義を理解し、それに基づいて保育を実践することができる。 
⑬保護者と信頼関係を築き、子どもの様子を適切に説明することができる。 
⑭地域の子育て家庭に対して相談支援などをすることができる。 
⑮子育てに関する様々な機関と連携するために必要な役割を担うことができる。 
⑯同僚の保育者と信頼関係を築き、協力しながら仕事を進めることができる。 
 

 
（９）地方団体等との協働 
幼児保育学科が中心となって行っており、キャリアサポートセンターとの連携は今後の課題である。

以下、幼児保育学科の取り組みについて記述する。 
 

①保育現場との協働 
ア 併設園との協働 
幼保連携型認定こども園である併設園とは、同法人でキャンパス内にある強みを活かし、①学生の

保育参画、②園児の大学行事への参加を中心に連携している。併設園と連携することで、幼児保育学

科の教員が研修講師に招かれることも増えた（例：幼保連携型認定こども園での 0~2 歳児保育につい

て）。 
保育参画では、預かり保育への参加（2 年次、4 限、各回約 25 名、5 月中旬～7 月中旬、事前事後

レポートあり）、 土曜保育等への参加（1 年次、10 時～12 時、各回約 12 名、通年、保育補助・行事

の運営補助)が実施されている。また、園児の大学行事への参加では、学生の劇発表会を園児が鑑賞

（実技発表会：1 年次 8 月・12 名程度のゼミ単位、卒業発表会：2 年次 2 月・12 名程度のゼミ単位、

併設園だけでなく、徒歩圏内の近隣園の園児も招く）、人形劇の鑑賞（1 年次 5 月、園児の人形鑑賞時

の保育教諭の動きを観察、ワークショップの参加）、さつまいも等の栽培（主に 1 年次、通年で季節

に合った作物の栽培）が行われている。 
保育参画では、実習でうまくいかず悩んでいた学生も、保育実習という評価から離れることで、自

分らしい保育ができることもある。実習では、自分の活動の失敗の話が中心の振り返りになりがちだ

が、併設園への保育参画では「あの子はどうかな？」「あの子は、こことべるかな？」「こうすると子

どもも保護者も安心するんじゃないかな？」と、子ども中心の言葉が多く出てくる。 
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また、卒業生が毎年併設園に就職しており、園も在学中からの育ちを知っているため、幼児保育学

科での 2 年間の学び・成長を踏まえた丁寧な指導が受けているようだ。2 年次 6 月に行われる「卒業

生の話を聞こう！」でも、必ず併設園に就職した卒業生に話してもらっているため、学生にとっても

保育者としてのキャリア形成がイメージしやすくなっている。 
 
イ 大阪国際大学短期大学部幼児保育学科連携協議会の立ち上げ 

2018 年度に併設園と近隣の園長クラスとの連携協議会を立ち上げ、卒業生の動向、本学のカリキ

ュラム及び実習指導の情報交換会を行っている。議題は、保育者として働く幼児保育学科の卒業生の

動向と人材育成について、幼児保育学科の教育課程、実習について、地域の子ども・子育てに関する

本学科の役割についてである。日頃、幼児保育学科での講演会の講師や非常勤講師を依頼している園

も含まれているため、必然的に、地域の園とのつながりも深まる会となっている。 
 

ウ 子育て支援活動「わくわくランド」 
 2017 年度から、学科主催行事として、土曜日に子育て支援イベント「わくわくランド」を年数回行

っている。子どもを「園児」と捉えるのではなく、「地域全体の子ども」という意識をもった保育者に

なってほしいというねらいがある。年間 1000 名を超える親子が参加する。「保育・教職実践演習」「幼

児教育演習Ⅱ」として行う学生主導の回と教員主導の回があり、教員の専門に関する研修を受講でき

るとして卒業生も参加したり、就職した園が参加を促したりしてくれるため、リカレント教育にもつ

ながっていると考えている。また、自治体からの依頼でクリスマス会を開いたり、リトミック等の研

修を行ったりすることもある。 
  
②地域・行政との協働及び高大連携 
ア 近隣市との連携 
大阪国際大学短期大学部幼児保育学科連携協議会及び「わくわくランド」の他、近隣市 3 市(守口

市・寝屋川市・門真市)と大阪市との連携を進めている。行政としては、保育士確保のための連携が必

要だと思っている印象を受けるが、それを第一目的としてしまうと、養成校間の学生の奪い合いにも

なりかねないため、地域の養成校も含めて全体の保育の質の向上に繋がる連携にしていきたいと考え

ている。 
 
イ 高大連携 
 大阪国際大学の併設高校に幼児保育進学コースがあり、毎年ほぼ全員が内部進学してくるという特

長を生かし、2 年前から高大連携授業を強化している。また、幼児保育学科、併設高校、併設園が連

携したイベントを開催しており、高校生は他の高校からも参加することができる。学生だけでなく、

高校生にとっても保育・保育士の魅力を発見する機会となっている。 
今後は、高校 3 年間と幼児保育学科での 2 年間の計 5 年間での学びを生かし、高校生からの 5 年を

かけた保育者養成のカリキュラムを検討していく。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
キャリア支援として就職を希望する園へのボランティアや見学を進め、キャリア教育として併設園

との保育参画を組み込んだことによる内定辞退者が減少するとともに、実習以外での子どもたちとの

関わりを通して自己肯定感を高め、保育職に魅力を感じる学生が増えた。保育者養成の質の向上を目

指した全ての取り組みが、意図せず自己・点検評価に繋がっていた。 
現在、保育職が売り手市場のために、キャリアサポートセンターを通さずに就職試験に臨み、合格
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図表 1-2-11 卒業生との座談会で話し合う項目 

本学の卒業時までに育ってほしい姿 
 
①保育者の仕事の重要性や責任を理解している。 
②保育者として成長していくために、自ら知識を得ようとしている。 
③保育の制度や法律について理解している。 
④子どもの健康や生活について理解している。 
⑤５領域など保育内容について理解している。 
⑥音楽、美術、体育などに関する技術を習得している。 
⑦保育に対する情熱をもっている。 
⑧毎日の保育の中で、子どもへの教育的愛情をもっている。 
⑨子どもの発達過程を理解している。 
⑩一人ひとりの子どもの個性を理解している。 
⑪子どもの健やかな成長のために適切な援助を行うことができる。 
⑫保育課程・教育課程の意義を理解し、それに基づいて保育を実践することができる。 
⑬保護者と信頼関係を築き、子どもの様子を適切に説明することができる。 
⑭地域の子育て家庭に対して相談支援などをすることができる。 
⑮子育てに関する様々な機関と連携するために必要な役割を担うことができる。 
⑯同僚の保育者と信頼関係を築き、協力しながら仕事を進めることができる。 
 

 
（９）地方団体等との協働 
幼児保育学科が中心となって行っており、キャリアサポートセンターとの連携は今後の課題である。

以下、幼児保育学科の取り組みについて記述する。 
 

①保育現場との協働 
ア 併設園との協働 
幼保連携型認定こども園である併設園とは、同法人でキャンパス内にある強みを活かし、①学生の

保育参画、②園児の大学行事への参加を中心に連携している。併設園と連携することで、幼児保育学

科の教員が研修講師に招かれることも増えた（例：幼保連携型認定こども園での 0~2 歳児保育につい

て）。 
保育参画では、預かり保育への参加（2 年次、4 限、各回約 25 名、5 月中旬～7 月中旬、事前事後

レポートあり）、 土曜保育等への参加（1 年次、10 時～12 時、各回約 12 名、通年、保育補助・行事

の運営補助)が実施されている。また、園児の大学行事への参加では、学生の劇発表会を園児が鑑賞

（実技発表会：1 年次 8 月・12 名程度のゼミ単位、卒業発表会：2 年次 2 月・12 名程度のゼミ単位、

併設園だけでなく、徒歩圏内の近隣園の園児も招く）、人形劇の鑑賞（1 年次 5 月、園児の人形鑑賞時

の保育教諭の動きを観察、ワークショップの参加）、さつまいも等の栽培（主に 1 年次、通年で季節

に合った作物の栽培）が行われている。 
保育参画では、実習でうまくいかず悩んでいた学生も、保育実習という評価から離れることで、自

分らしい保育ができることもある。実習では、自分の活動の失敗の話が中心の振り返りになりがちだ

が、併設園への保育参画では「あの子はどうかな？」「あの子は、こことべるかな？」「こうすると子

どもも保護者も安心するんじゃないかな？」と、子ども中心の言葉が多く出てくる。 
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また、卒業生が毎年併設園に就職しており、園も在学中からの育ちを知っているため、幼児保育学

科での 2 年間の学び・成長を踏まえた丁寧な指導が受けているようだ。2 年次 6 月に行われる「卒業

生の話を聞こう！」でも、必ず併設園に就職した卒業生に話してもらっているため、学生にとっても

保育者としてのキャリア形成がイメージしやすくなっている。 
 
イ 大阪国際大学短期大学部幼児保育学科連携協議会の立ち上げ 

2018 年度に併設園と近隣の園長クラスとの連携協議会を立ち上げ、卒業生の動向、本学のカリキ

ュラム及び実習指導の情報交換会を行っている。議題は、保育者として働く幼児保育学科の卒業生の

動向と人材育成について、幼児保育学科の教育課程、実習について、地域の子ども・子育てに関する

本学科の役割についてである。日頃、幼児保育学科での講演会の講師や非常勤講師を依頼している園

も含まれているため、必然的に、地域の園とのつながりも深まる会となっている。 
 

ウ 子育て支援活動「わくわくランド」 
 2017 年度から、学科主催行事として、土曜日に子育て支援イベント「わくわくランド」を年数回行

っている。子どもを「園児」と捉えるのではなく、「地域全体の子ども」という意識をもった保育者に

なってほしいというねらいがある。年間 1000 名を超える親子が参加する。「保育・教職実践演習」「幼

児教育演習Ⅱ」として行う学生主導の回と教員主導の回があり、教員の専門に関する研修を受講でき

るとして卒業生も参加したり、就職した園が参加を促したりしてくれるため、リカレント教育にもつ

ながっていると考えている。また、自治体からの依頼でクリスマス会を開いたり、リトミック等の研

修を行ったりすることもある。 
  
②地域・行政との協働及び高大連携 
ア 近隣市との連携 
大阪国際大学短期大学部幼児保育学科連携協議会及び「わくわくランド」の他、近隣市 3 市(守口

市・寝屋川市・門真市)と大阪市との連携を進めている。行政としては、保育士確保のための連携が必

要だと思っている印象を受けるが、それを第一目的としてしまうと、養成校間の学生の奪い合いにも

なりかねないため、地域の養成校も含めて全体の保育の質の向上に繋がる連携にしていきたいと考え

ている。 
 
イ 高大連携 
 大阪国際大学の併設高校に幼児保育進学コースがあり、毎年ほぼ全員が内部進学してくるという特

長を生かし、2 年前から高大連携授業を強化している。また、幼児保育学科、併設高校、併設園が連

携したイベントを開催しており、高校生は他の高校からも参加することができる。学生だけでなく、

高校生にとっても保育・保育士の魅力を発見する機会となっている。 
今後は、高校 3 年間と幼児保育学科での 2 年間の計 5 年間での学びを生かし、高校生からの 5 年を

かけた保育者養成のカリキュラムを検討していく。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
キャリア支援として就職を希望する園へのボランティアや見学を進め、キャリア教育として併設園

との保育参画を組み込んだことによる内定辞退者が減少するとともに、実習以外での子どもたちとの

関わりを通して自己肯定感を高め、保育職に魅力を感じる学生が増えた。保育者養成の質の向上を目

指した全ての取り組みが、意図せず自己・点検評価に繋がっていた。 
現在、保育職が売り手市場のために、キャリアサポートセンターを通さずに就職試験に臨み、合格
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してしまうことが増えている。社会人として必要なマナー教育等の指導を受けないまま就職してしま

い、就職後に園側から苦情がくることもある。就職しやすい状況にあるからこそ、キャリアサポート

センターと学生の結びつきを繋げる必要がある。 
また、卒業生の座談会を 10 年前後のミドルリーダーとの座談会も行うことで、2 年間のキャリア

支援・教育を含めた保育者養成が就職後にどのように繋がっているのかを検証し、保育者の質の向上

と資質・能力の育成について自己・点検評価と関連性をもたせたシステムを構築していく。高大連携・

地域連携を強化し、ネットワークを広げるだけでなく、地域に教員が積極的に出て、教員の方から地

域に繋がるようにしていく。 
幼児保育学科として、生涯に亘る保育者を育て、支えていくことが目標である。保育者とは地域の

子どもの保育者であり、地域の子育て支援を行う保育者であるということを意識しながら、キャリア

教育・リカレント教育・自治体等との協働を一体化していきたいと考えている。 
 
  

- 34 - 
 

Ｇ．中村学園大学・中村学園大学短期大学部・中村学園大学大学院 
キーワード：実習支援と就職支援の連携、徹底した個別指導、学生主体の職業選択、自主実習、開

かれた保育者養成 
 
（１）概要 
社会人としての保育者を育てることが教職員間で共有されている。2019 年 7 月の事務組織の改組

により、実習支援と就職支援を一体的にサポートできる体制を整えたことで、現在試行錯誤の中にあ

りながらも、教職員が連携してキャリア支援・キャリア教育を行えるようになった。短期大学部、大

学それぞれの保育者養成課程の特長を活かし、学生主体の職業選択へのサポートが全ての学生で実現

できるよう、自主実習を先駆的に取り入れた養成校でもある。教員が取り組んでいる保育者養成課程

の開発と連動し、授業で習得された社会人基礎力と保育者としての専門性をベースにキャリア支援プ

ログラムが組み立てられている。 
短期大学部では、1 年次から職業観を育てることを含めた支援を行い、大学（教育学部）では 1～2

年次に授業で培われた職業観と社会人基礎力を基盤として、3 年次より自主性を重視した支援を行っ

ている。また、大学院修士課程に籍を置く院生には現場経験者も在籍しており、修了後は質の高い保

育の実践を行う人材となっている。九州各県を中心に U ターン希望の学生も多く、毎年、各県で保護

者を対象にした「後援会地区連絡会」が開催されるなど、九州地方全体に開かれた養成校でもある。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 九州ブロック地区において、短期大学部・大学・大学院を備えた保育者養成校であり、それぞれの

保育者養成課程の特長を活かしたキャリア支援が行われている。徹底した就職サポート体制と授業で

培われるキャリア教育との相乗効果により、毎年、保育職への高い就職決定率を維持している。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 

2019 年 7 月の事務組織の改組により、外部と関わる部署として「連携推進部」が設置され、教職

員が連携して実習支援と就職支援を一体的にサポートできる体制を構築しつつある。就職担当業務は、

企業系と専門職系（幼保教員系・小学校教員系・栄養士系）に分かれており、保育職のキャリア支援

は、専門職系のうち幼保教員系の主担当者が中心に行っている。キャリア支援の理念・方針は、「徹底

した個別指導」と「学生による主体的な職業選択」である。キャリア支援とキャリア教育を常に改善し

続けることで、自ら培う職業観・保育観の育成を伴った就職率の維持・向上を目指し、実現してきた。

改組は、これまで以上に「学生のため」を重視したサポートを行うため、セクショナリズムのない体制

を整えた。実習と就職に関する情報共有がしやすくなっただけでなく、子育て支援を学ぶために地域に

関わる時も連携推進部を通すことになるため、地域と連携したキャリア支援もしやすい体制となった。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 
短期大学部では、1 年次から職業観を育てることを含めた支援を行っており、幼児保育学科との授

業と連携して講座内容も組み立てている（図表 1-2-12）。大学では、教育学部の授業で社会人基礎力

のある保育者養成が 1～2 年次から行われているため、2 年次までの授業で、社会人としての基盤と

なる能力と保育者としての基本的な職業観が身に付いていることを前提に、3 年次から学生の自主性

を重視したキャリア支援を本格的に行っていく（図表 1-2-13）。大学院では、専門性の高い授業で学

んだ理論とそれを現場で実践できる高度な専門職者の養成が行われている。保育者になった後、大学

院で学び直し、保育者養成校の助手や非常勤講師、専任教員になっていく修了生の存在が、保育者と

して、将来的に大学教員になるという選択肢もあることを学生に示すモデルになっている。 
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してしまうことが増えている。社会人として必要なマナー教育等の指導を受けないまま就職してしま

い、就職後に園側から苦情がくることもある。就職しやすい状況にあるからこそ、キャリアサポート

センターと学生の結びつきを繋げる必要がある。 
また、卒業生の座談会を 10 年前後のミドルリーダーとの座談会も行うことで、2 年間のキャリア

支援・教育を含めた保育者養成が就職後にどのように繋がっているのかを検証し、保育者の質の向上

と資質・能力の育成について自己・点検評価と関連性をもたせたシステムを構築していく。高大連携・

地域連携を強化し、ネットワークを広げるだけでなく、地域に教員が積極的に出て、教員の方から地

域に繋がるようにしていく。 
幼児保育学科として、生涯に亘る保育者を育て、支えていくことが目標である。保育者とは地域の

子どもの保育者であり、地域の子育て支援を行う保育者であるということを意識しながら、キャリア

教育・リカレント教育・自治体等との協働を一体化していきたいと考えている。 
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Ｇ．中村学園大学・中村学園大学短期大学部・中村学園大学大学院 
キーワード：実習支援と就職支援の連携、徹底した個別指導、学生主体の職業選択、自主実習、開

かれた保育者養成 
 
（１）概要 
社会人としての保育者を育てることが教職員間で共有されている。2019 年 7 月の事務組織の改組

により、実習支援と就職支援を一体的にサポートできる体制を整えたことで、現在試行錯誤の中にあ

りながらも、教職員が連携してキャリア支援・キャリア教育を行えるようになった。短期大学部、大

学それぞれの保育者養成課程の特長を活かし、学生主体の職業選択へのサポートが全ての学生で実現

できるよう、自主実習を先駆的に取り入れた養成校でもある。教員が取り組んでいる保育者養成課程

の開発と連動し、授業で習得された社会人基礎力と保育者としての専門性をベースにキャリア支援プ

ログラムが組み立てられている。 
短期大学部では、1 年次から職業観を育てることを含めた支援を行い、大学（教育学部）では 1～2

年次に授業で培われた職業観と社会人基礎力を基盤として、3 年次より自主性を重視した支援を行っ

ている。また、大学院修士課程に籍を置く院生には現場経験者も在籍しており、修了後は質の高い保

育の実践を行う人材となっている。九州各県を中心に U ターン希望の学生も多く、毎年、各県で保護

者を対象にした「後援会地区連絡会」が開催されるなど、九州地方全体に開かれた養成校でもある。 
 
（２）本事例を選んだ理由 
 九州ブロック地区において、短期大学部・大学・大学院を備えた保育者養成校であり、それぞれの

保育者養成課程の特長を活かしたキャリア支援が行われている。徹底した就職サポート体制と授業で

培われるキャリア教育との相乗効果により、毎年、保育職への高い就職決定率を維持している。 
 
（３）キャリア支援等を実施している部署の理念や方針 

2019 年 7 月の事務組織の改組により、外部と関わる部署として「連携推進部」が設置され、教職

員が連携して実習支援と就職支援を一体的にサポートできる体制を構築しつつある。就職担当業務は、

企業系と専門職系（幼保教員系・小学校教員系・栄養士系）に分かれており、保育職のキャリア支援

は、専門職系のうち幼保教員系の主担当者が中心に行っている。キャリア支援の理念・方針は、「徹底

した個別指導」と「学生による主体的な職業選択」である。キャリア支援とキャリア教育を常に改善し

続けることで、自ら培う職業観・保育観の育成を伴った就職率の維持・向上を目指し、実現してきた。

改組は、これまで以上に「学生のため」を重視したサポートを行うため、セクショナリズムのない体制

を整えた。実習と就職に関する情報共有がしやすくなっただけでなく、子育て支援を学ぶために地域に

関わる時も連携推進部を通すことになるため、地域と連携したキャリア支援もしやすい体制となった。 
 
（４）1 年次から実施しているキャリア形成の流れ 

短期大学部では、1 年次から職業観を育てることを含めた支援を行っており、幼児保育学科との授

業と連携して講座内容も組み立てている（図表 1-2-12）。大学では、教育学部の授業で社会人基礎力

のある保育者養成が 1～2 年次から行われているため、2 年次までの授業で、社会人としての基盤と

なる能力と保育者としての基本的な職業観が身に付いていることを前提に、3 年次から学生の自主性

を重視したキャリア支援を本格的に行っていく（図表 1-2-13）。大学院では、専門性の高い授業で学

んだ理論とそれを現場で実践できる高度な専門職者の養成が行われている。保育者になった後、大学

院で学び直し、保育者養成校の助手や非常勤講師、専任教員になっていく修了生の存在が、保育者と

して、将来的に大学教員になるという選択肢もあることを学生に示すモデルになっている。 
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図表 1-2-12 1 年次から実施しているキャリア支援の流れ（短期大学部） 

1 年次 4 月 新入生ガイダンス 連携推進部で行う支援や就職活動の概要について 
5 月 性格・適性検査 幼児保育学科全員対象 
6 月 第 1 回就職説明会 

 
 
 

幼児保育学科全員対象 
性格適性検査の結果のフォロー 
就職ノート配布 
SPI テストセンター模試説明 

卒業生と在学生との交流会 幼児保育学科との共同企画 
卒業生と対話し、保育者になるイメージを具体的

にもつ 

12 月 マナーセミナー 
 
 
 

スーツ着用で参加 
外部講師によるマナー教育 
学科の授業である「幼児保育基礎セミナー」や実習

指導等で習得したことのおさらい 

内定者による就職活動体験談 
セミナー 

短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設

への就職希望者対象 
短大 2 年生と大学 4 年生の内定者による就職活動

体験談を通して、就職活動を具体的にイメージす

る。 

1 月 第 2 回就職説明会 
 

短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設 
への就職希望者対象 
自主実習（インターンシップ）の意義と必要な事務 
手続きについて 

2 年次 5 月 第 3 回就職説明会  
 

幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
登録試験、学校推薦について 

6-7 月 グループ面談 就職希望先の地区ごとに実施 
7 月 福岡市私立幼稚園連盟主催 

幼稚園就職説明会 
スーツ着用で参加，教育学部と合同で実施 

福岡市私立保育協会主催 
保育園就職説明会 

スーツ着用で参加，教育学部と合同で実施 

9 月 第 4 回就職説明会 幼稚園・保育所・施設就職希望者対象 
具体的な事務手続き等について 

1 月 社会人になるためのセミナー  
 
内定者対象 
社会人になって困らない心構えについて 
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図表 1-2-13 1 年次から実施しているキャリア支援の流れ（大学） 

1 年次 4 月 新入生ガイダンス 連携推進部で行う支援や就職活動の概要について 
5 月 性格・適性検査 自分の特徴を知る。 

結果は、2 年次から保育者系(幼保)・教員系（小学校・ 
特支）のコースに分かれる進路を決める資料にする。 

3 年次 7 月 第 1 回就職説明会  
 

教育学部全希望進路者対象 
就職ノート配布，SPI テストセンター模試説明 

12 月 卒業生と在学生との交流会 
 
 

幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
卒業生と対話し、保育者になるイメージを具体的に

もつ。 

内定者による就職活動体験談

セミナー 
教育学部との共同企画 
短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設就

職希望者が対象 
短大 2 年生と大学 4 年生の内定者による就職活動体

験談を通して、就職活動を具体的にイメージする 
1 月 第 2 回就職説明会 短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設へ

の就職希望者対象 
自主実習（インターンシップ）の意義と事務手続き

について 
4 年次 5 月 第 3 回就職説明会 

 
幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
登録試験、学校推薦について 

面接マナーセミナー 
 

スーツ着用で参加 
面接試験に特化したマナー教育 
社会人としての基礎的マナーの習得 

7 月 福岡市私立幼稚園連盟主催 
幼稚園就職説明会 

スーツ着用で参加 
短期大学部幼児保育学科と合同で実施 

福岡市私立保育協会主催 
保育園就職説明会 

スーツ着用で参加 
短期大学部幼児保育学科と合同で実施 

9 月 第 4 回就職説明会 幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
求人ピーク期に入るため、具体的な事務手 
続き等について 

1 月 社会人になるためのセミナー 
 
内定者対象 
社会人になって困らない心構えについて。 

 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
キャリア支援で重視しているのは、学生による「主体的な職業選択」である。そのため、現場を知

ること、インターネットや人からの話だけでなく、自分の目で確かめることを勧めている。保育職に

特化した取り組みとしては、約 15 年前から全国に先駆けて「自主実習（インターンシップ）」を積極

的に行ってきた。自主実習が行えるのは、最初の実習が終わった時期からである。大学が認めた課外

活動としての学外実習であり、規定の手続きを経て行う。実習先以外の様々な園・施設に実際に足を
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図表 1-2-12 1 年次から実施しているキャリア支援の流れ（短期大学部） 

1 年次 4 月 新入生ガイダンス 連携推進部で行う支援や就職活動の概要について 
5 月 性格・適性検査 幼児保育学科全員対象 
6 月 第 1 回就職説明会 

 
 
 

幼児保育学科全員対象 
性格適性検査の結果のフォロー 
就職ノート配布 
SPI テストセンター模試説明 

卒業生と在学生との交流会 幼児保育学科との共同企画 
卒業生と対話し、保育者になるイメージを具体的

にもつ 

12 月 マナーセミナー 
 
 
 

スーツ着用で参加 
外部講師によるマナー教育 
学科の授業である「幼児保育基礎セミナー」や実習

指導等で習得したことのおさらい 

内定者による就職活動体験談 
セミナー 

短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設

への就職希望者対象 
短大 2 年生と大学 4 年生の内定者による就職活動

体験談を通して、就職活動を具体的にイメージす

る。 

1 月 第 2 回就職説明会 
 

短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設 
への就職希望者対象 
自主実習（インターンシップ）の意義と必要な事務 
手続きについて 

2 年次 5 月 第 3 回就職説明会  
 

幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
登録試験、学校推薦について 

6-7 月 グループ面談 就職希望先の地区ごとに実施 
7 月 福岡市私立幼稚園連盟主催 

幼稚園就職説明会 
スーツ着用で参加，教育学部と合同で実施 

福岡市私立保育協会主催 
保育園就職説明会 

スーツ着用で参加，教育学部と合同で実施 

9 月 第 4 回就職説明会 幼稚園・保育所・施設就職希望者対象 
具体的な事務手続き等について 

1 月 社会人になるためのセミナー  
 
内定者対象 
社会人になって困らない心構えについて 
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図表 1-2-13 1 年次から実施しているキャリア支援の流れ（大学） 

1 年次 4 月 新入生ガイダンス 連携推進部で行う支援や就職活動の概要について 
5 月 性格・適性検査 自分の特徴を知る。 

結果は、2 年次から保育者系(幼保)・教員系（小学校・ 
特支）のコースに分かれる進路を決める資料にする。 

3 年次 7 月 第 1 回就職説明会  
 

教育学部全希望進路者対象 
就職ノート配布，SPI テストセンター模試説明 

12 月 卒業生と在学生との交流会 
 
 

幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
卒業生と対話し、保育者になるイメージを具体的に

もつ。 

内定者による就職活動体験談

セミナー 
教育学部との共同企画 
短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設就

職希望者が対象 
短大 2 年生と大学 4 年生の内定者による就職活動体

験談を通して、就職活動を具体的にイメージする 
1 月 第 2 回就職説明会 短大 1 年生、大学 3 年生の幼稚園・保育所・施設へ

の就職希望者対象 
自主実習（インターンシップ）の意義と事務手続き

について 
4 年次 5 月 第 3 回就職説明会 

 
幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
登録試験、学校推薦について 

面接マナーセミナー 
 

スーツ着用で参加 
面接試験に特化したマナー教育 
社会人としての基礎的マナーの習得 

7 月 福岡市私立幼稚園連盟主催 
幼稚園就職説明会 

スーツ着用で参加 
短期大学部幼児保育学科と合同で実施 

福岡市私立保育協会主催 
保育園就職説明会 

スーツ着用で参加 
短期大学部幼児保育学科と合同で実施 

9 月 第 4 回就職説明会 幼稚園・保育所・施設への就職希望者対象 
求人ピーク期に入るため、具体的な事務手 
続き等について 

1 月 社会人になるためのセミナー 
 
内定者対象 
社会人になって困らない心構えについて。 

 
（５）キャリア支援プログラム・支援の特長 
キャリア支援で重視しているのは、学生による「主体的な職業選択」である。そのため、現場を知

ること、インターネットや人からの話だけでなく、自分の目で確かめることを勧めている。保育職に

特化した取り組みとしては、約 15 年前から全国に先駆けて「自主実習（インターンシップ）」を積極

的に行ってきた。自主実習が行えるのは、最初の実習が終わった時期からである。大学が認めた課外

活動としての学外実習であり、規定の手続きを経て行う。実習先以外の様々な園・施設に実際に足を
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運ぶことで、自身の職業観・保育観を省察しながら形成し、主体的な職業選択を促していく。学生が

希望する自主実習先を開拓し、「自主実習依頼状発行願」を提出するが、この発行願にはゼミ担当教員

の捺印が必要であるため、面談等でゼミ担当教員が学生の就職活動の状況を把握する機会にもなって

いる。 
就職に関する相談は完全予約制で、連携推進部では、職員の他に常駐のキャリアカウンセラーが 2

名おり、学生が面談者を選択できる。学生とゼミ担当教員の心理的な距離も近いため、ゼミ担当教員

が連携推進部の就職相談に繋げることも多い。学生がメンタルヘルスに関わる悩みを抱えた時は、保

健室や相談室とも連携して支援している。 
また、毎年、10~11 月頃に保護者対象の就職説明会を行っている。「後援会地区連絡会」が九州地方

の各県で開催され、後援会情報誌「PARSLEY パセリ」が配布される。就職に関するプログラムを充

実させ、幼保教員系では、幼稚園・保育所・施設に就職した各地区の卒業生や内定を受けた在学生が

体験談を話し、教員も必ず同行する。保護者の保育職への理解もまた、保育者としてのキャリア形成

を支えている。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
ア 短期大学部（幼児保育学科）「幼児保育基礎セミナー」 
 短期大学部の初年次教育の授業であり、保育とマナー、付属幼稚園見学、宿泊研修での付属保育園

園長の講話等、保育者としての社会人基礎力を養う内容が含まれている。1 年次 12 月のマナーセミ

ナーでは、授業で習ったマナーを復習する講座になっている。 
 
イ 大学（教育学部）「スタディスキル」「幼稚園・保育所体験実習」 

1 年次には、キャリア形成に特化した初年次教育である「スタディスキルⅠ」（通年）という授業が

あり、付属幼稚園への見学実習、キャリア形成レポート等の課題に取り組む。6 月には卒業生と先輩

の実習体験談を聞くことで、実習に向かう姿勢を 1 年次から養っている。また、2 年次になると、保

育者、小学校教員、特別支援教諭のコースに分かれるため、その選択も学生が主体的に決定できるよ

う、自分の進路選択の方向性を自分で見定められるように指導していく。1 年次のクラス指導主任は

4 月に授業時間外で個別面談を行っているが、7 月に進路選択希望書が配付されるため、配付後にも

個別面談を実施し、学生が自分の意思で進路を決められるようサポートする。ただし、最終的には、

4 月の個別面談での希望と変わらない進路に落ち着くことが多い。教育学部の学生が、入学時から高

い意識をもって授業に臨んでいることの現れだと思われる。 
 「スタディスキルⅠ」に並行して、ライティングスキルに特化した「スタディスキルⅡ」（通年）の

授業も行われている。1 年次 1 月に次年度のコースが決定するが、その時期に合わせて「キャリアレ

ポート」の課題を課す。「キャリアレポート」では、大学 2 年生から卒業までの 3 年間で何を学び、

どんな経験をし、どのような保育者を目指すのかを可視化する目的で、A3 用紙両面にまとめる。表

面に、履修科目と関連するアルバイト等の具体的な学びのプロセスを記入し、裏面はどのような保育

者になりたいかなど自由に記述する課題となっている。キャリア形成のためのポートフォリオを作る

ことを目的としており、2019 年度から始めたばかりだが、このキャリアレポートを 2 年次の「スタ

ディスキルⅢ」のオリエンテーションに繋げていく予定である。 
 幼保コースは、2 年次に「幼稚園・保育所体験実習」がある。幼稚園・保育所での実習を 3 回以上

行うのだが、体験実習をしなければ正規実習を履修することができない。事前指導（約 10 回）・事後

指導（約 5 回）で通年の授業計画が構成されている。正規実習の事前オリエンテーションが 1 月に行

われるため、「幼稚園・保育所体験実習」での学びを正規実習につなげ、保育者としての職業観と保育

観を養っていく。なお、連携推進部の業務の一つが実習支援でもあるため、就職支援に関わっている
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職員と連携して実習指導も行われる。また、3 年次の付属園で行われる連絡会には連携推進部の職員

も参加し、その情報を同部署の就職支援担当者とも共有することで、保育職としてのキャリア支援を

行っている。 
  
ウ 保育課程委員会 
 教育学部内に保育課程委員会があり、実習指導担当教員も含めた教員 10 名で構成されている。前

述の大学 2 年次授業「幼稚園・保育所体験実習」は、保育課程委員会の実習指導担当以外教員 3 名が

授業担当者である。「幼稚園・保育所体験実習」を修めることが正規実習の履修条件であるため、必然

的に保育課程委員会の教員間で実習の意義について話し合いがなされる。実習を保育職キャリアのス

タートと位置付け、科目間連携を進めている。 
 
（７）就職内定状況 
例年、短期大学部幼児保育学科及び教育学部児童幼児教育学科ともに就職希望者数に対して 100％

の内定率であり、短期大学部は 95％以上が保育職、教育学部は約 9 割が教員・保育職となっている。

学生主体の職業選択であることが方針であるため、本人が保育職を希望している場合に全力で支援す

る。「とりあえず、保育者」という意識で希望する学生には、自己分析に戻り、より具体的に自分を知

ることから支援していく。実習で自信をなくし、迷いが見られた場合は、自主実習（インターンシッ

プ）を勧め、実習経験だけで進路を決めないように支えていく。 
 いずれにしても、根底に「子どもが好き」「人の役に立ちたい」という気持ちがあるかどうかを見極

めるようにしている。この気持ちが根底にあれば、一時的に迷ったり、離職したりしたとしても、必

ず保育職に戻っていくようである。正規実習や自主実習（インターンシップ）で様々な園や施設を経

験することで、施設保育士の方が自分の適性に合っていることに気づく学生もいる。メンタルヘルス

に悩みを抱えている学生は、保育職を希望していたとしても正規職員で働くことに不安があるため、

臨時職員やパート職員から始めて正規職員を目指すキャリア形成もあることを伝え、保育職の様々な

働き方を紹介している。 
 
（８）リカレント教育の有無と実施方法 
地域性なのか保育者の社会的地位の低さは感じられず、入学時からの保育者としてのキャリア支

援・教育を通して自身のキャリア形成をイメージすることができており、卒業後の早期離職者も保育

職から離れることもあまりみられない。2018 年度から早期離職者の正しい数値を把握する調査を開

始したが、就職後の定着まで含めたマッチングが大学やゼミを通して行われていることも、早期離職

者の少なさに繋がっているのかもしれない。ただし、早期離職者の問題は、全国的に保育職に限った

ことではなく、むしろ一般職系での早期離職対策が進んでおり、保育職系での早期離職対策が出遅れ

ていることに危機感を覚えている。数は少ないが、保育職から離れた卒業生の話を聞くと、長時間労

働の問題や、責任が増える前に早期退職をして再就職に向かうことを勧める周囲の意見の影響、優し

い性格が故に「自分が悪い」と追い詰めてしまったり、専門性が高く真面目過ぎて自分自身を責めて

しまったりすることなどが挙がっている。これらの実態を踏まえて、大学として組織的なリカレント

教育を行っていく必要がある。 
 
（９）地方団体等との協働 
 長年、正規（単位）実習や自主実習（インターンシップ）を通して、保育者養成教育における現場

との協働を大切にしてきた歴史がある。養成校と現場が協働することで、現場の保育者の学び直しに

もつながっている。現場の保育者も、実習を受け入れたのであれば、実習生のキャリア形成のサポー
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運ぶことで、自身の職業観・保育観を省察しながら形成し、主体的な職業選択を促していく。学生が

希望する自主実習先を開拓し、「自主実習依頼状発行願」を提出するが、この発行願にはゼミ担当教員

の捺印が必要であるため、面談等でゼミ担当教員が学生の就職活動の状況を把握する機会にもなって

いる。 
就職に関する相談は完全予約制で、連携推進部では、職員の他に常駐のキャリアカウンセラーが 2

名おり、学生が面談者を選択できる。学生とゼミ担当教員の心理的な距離も近いため、ゼミ担当教員

が連携推進部の就職相談に繋げることも多い。学生がメンタルヘルスに関わる悩みを抱えた時は、保

健室や相談室とも連携して支援している。 
また、毎年、10~11 月頃に保護者対象の就職説明会を行っている。「後援会地区連絡会」が九州地方

の各県で開催され、後援会情報誌「PARSLEY パセリ」が配布される。就職に関するプログラムを充

実させ、幼保教員系では、幼稚園・保育所・施設に就職した各地区の卒業生や内定を受けた在学生が

体験談を話し、教員も必ず同行する。保護者の保育職への理解もまた、保育者としてのキャリア形成

を支えている。 
 
（６）保育士養成関連学部・学科及び委員会等との連携 
ア 短期大学部（幼児保育学科）「幼児保育基礎セミナー」 
 短期大学部の初年次教育の授業であり、保育とマナー、付属幼稚園見学、宿泊研修での付属保育園

園長の講話等、保育者としての社会人基礎力を養う内容が含まれている。1 年次 12 月のマナーセミ

ナーでは、授業で習ったマナーを復習する講座になっている。 
 
イ 大学（教育学部）「スタディスキル」「幼稚園・保育所体験実習」 

1 年次には、キャリア形成に特化した初年次教育である「スタディスキルⅠ」（通年）という授業が

あり、付属幼稚園への見学実習、キャリア形成レポート等の課題に取り組む。6 月には卒業生と先輩

の実習体験談を聞くことで、実習に向かう姿勢を 1 年次から養っている。また、2 年次になると、保

育者、小学校教員、特別支援教諭のコースに分かれるため、その選択も学生が主体的に決定できるよ

う、自分の進路選択の方向性を自分で見定められるように指導していく。1 年次のクラス指導主任は

4 月に授業時間外で個別面談を行っているが、7 月に進路選択希望書が配付されるため、配付後にも

個別面談を実施し、学生が自分の意思で進路を決められるようサポートする。ただし、最終的には、

4 月の個別面談での希望と変わらない進路に落ち着くことが多い。教育学部の学生が、入学時から高

い意識をもって授業に臨んでいることの現れだと思われる。 
 「スタディスキルⅠ」に並行して、ライティングスキルに特化した「スタディスキルⅡ」（通年）の

授業も行われている。1 年次 1 月に次年度のコースが決定するが、その時期に合わせて「キャリアレ

ポート」の課題を課す。「キャリアレポート」では、大学 2 年生から卒業までの 3 年間で何を学び、

どんな経験をし、どのような保育者を目指すのかを可視化する目的で、A3 用紙両面にまとめる。表

面に、履修科目と関連するアルバイト等の具体的な学びのプロセスを記入し、裏面はどのような保育

者になりたいかなど自由に記述する課題となっている。キャリア形成のためのポートフォリオを作る

ことを目的としており、2019 年度から始めたばかりだが、このキャリアレポートを 2 年次の「スタ

ディスキルⅢ」のオリエンテーションに繋げていく予定である。 
 幼保コースは、2 年次に「幼稚園・保育所体験実習」がある。幼稚園・保育所での実習を 3 回以上

行うのだが、体験実習をしなければ正規実習を履修することができない。事前指導（約 10 回）・事後

指導（約 5 回）で通年の授業計画が構成されている。正規実習の事前オリエンテーションが 1 月に行

われるため、「幼稚園・保育所体験実習」での学びを正規実習につなげ、保育者としての職業観と保育

観を養っていく。なお、連携推進部の業務の一つが実習支援でもあるため、就職支援に関わっている
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職員と連携して実習指導も行われる。また、3 年次の付属園で行われる連絡会には連携推進部の職員

も参加し、その情報を同部署の就職支援担当者とも共有することで、保育職としてのキャリア支援を

行っている。 
  
ウ 保育課程委員会 
 教育学部内に保育課程委員会があり、実習指導担当教員も含めた教員 10 名で構成されている。前

述の大学 2 年次授業「幼稚園・保育所体験実習」は、保育課程委員会の実習指導担当以外教員 3 名が

授業担当者である。「幼稚園・保育所体験実習」を修めることが正規実習の履修条件であるため、必然

的に保育課程委員会の教員間で実習の意義について話し合いがなされる。実習を保育職キャリアのス

タートと位置付け、科目間連携を進めている。 
 
（７）就職内定状況 
例年、短期大学部幼児保育学科及び教育学部児童幼児教育学科ともに就職希望者数に対して 100％

の内定率であり、短期大学部は 95％以上が保育職、教育学部は約 9 割が教員・保育職となっている。

学生主体の職業選択であることが方針であるため、本人が保育職を希望している場合に全力で支援す

る。「とりあえず、保育者」という意識で希望する学生には、自己分析に戻り、より具体的に自分を知

ることから支援していく。実習で自信をなくし、迷いが見られた場合は、自主実習（インターンシッ

プ）を勧め、実習経験だけで進路を決めないように支えていく。 
 いずれにしても、根底に「子どもが好き」「人の役に立ちたい」という気持ちがあるかどうかを見極
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トもしていくという意識が高まっており、協働的な新人保育者の育成に繋がっている。 
また、教育学部では、2019 年度から試行的に福岡市や北九州市の保育団体や保育所及び自治体と

の協働を始めた。現職の保育者とともに、実際の現場で実践されていることが実際の養成校の授業と

どのように繋がっているのかを考える機会として、公開授業を行っている。授業を公開することで、

現場の保育者が自分の園の保育だけでなく、保育者養成のカリキュラムについても考える機会となり、

現場と協働したカリキュラム検討・改訂へと繋がると考えている。これからは、現場と養成校が一体

的に保育者養成課程におけるキャリア形成とカリキュラムの内容を考えていく時代であり、その一歩

を踏み出したところである。 
 
（10）取り組みの成果・課題と今後の展望 
保育職に就いた学生が、未来に夢を抱けるような社会になることを願いながらキャリア支援を行っ

てきた。先駆的に取り組んできた「自主実習（インターンシップ）」や入学時から保育者としての社会

人基礎力の養成を意識したキャリア教育により、主体的な職業選択に基づく高い就職率が維持されて

いる。短期大学部、大学、大学院それぞれの教育課程の特長を活かしたキャリア支援を行っているた

め、学生が保育職に自信をもって就職し、早期離職者もあまりみられない。 
2019 年度の事務組織の改組により、実習支援と就職支援を一体的に行える「連携推進部」ができ

たことで、学部・学科の実習指導とキャリア教育との協働でキャリア支援を行える体制を構築しつつ

ある。現在、連携推進部による就職関連セミナー・説明会・講座は、学生の空きコマの少ない中で実

施しているため、学部・学科によるキャリア教育関連授業の内容を具体的に共有し、プログラム内容

に反映させる等、さらなる連携が必要である。また、これまでの実績について、具体的な数値ととも

にキャリア支援及び保育者養成教育の効果を検証していく必要もあるだろう。 
これまでは早期離職者が少なかったために、卒業生向けのプログラムよりも在学生向けの支援体制

の充実が中心となっていた。今後は、卒業後も長く続く保育者としてのキャリア形成を支援し、キャ

リアアップのための再就職マッチング支援や潜在保育士を増やさない取り組みをしていきたい。 
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３．全体考察 

 
 インタビュー調査を行った 7 校の選定に当たっては、先行研究等をレビューし、学校種や地域ブロ

ック、各校のキャリア支援等の特色・特長から判断した。数ある指定保育士養成施設（以下、養成校）

のなかでも、保育職就職率の高さや就職率の伸び、保育士養成カリキュラムとの連動、キャリア支援

担当部署の特色、保育現場との協働、学生のキャリア支援活動への参画など、実績のみならず、キャ

リア支援等における独自性や先駆的な取り組みを行っている養成校を選定した。 
調査の結果、各養成校のキャリア支援等の特色・特長を詳細に知るとともに、更なる特色・特長、

魅力を把握することができた。それぞれの養成校については、キャリア支援等の特色・特長を事前に

把握し、それを選定理由としていたが、結果的にはその特色・特長を他の養成校でもみることができ

た。したがって、キャリア支援等において先駆な取り組みを行い、就職実績を残している養成校は、

実施している支援等において共通点が多いことが推察された。例えば、教職員間の連携による密なキ

ャリア支援、保育現場との協働による学生が主体的に保育を学ぶ機会の保障等である。 
 そして、上記のような養成校におけるキャリア支援等の共通性から、学生が保育職を主体的に選択

するための支援のあり方が示唆された。それは、学生に対する基本的信頼に基づき、学生の肯定感と

主体性を高める支援・教育を教職員が協働して行うことである。各養成校において、学生の成長する

力を信じ、学生の自主・自律を促しながら、主体的に保育職への就職活動が行えるような支援が行わ

れていた。しかし、学生が自主的に・主体的に保育職を選択する過程を保障すること、見守ることは、

容易なことではない。にもかかわらず、各養成校とも、教職員間の連携、教員間の連携を図りながら、

きめ細やかな密な指導を行い、学生が保育職を選択する過程に寄り添っていた。 
また、保育現場と協働しながら、学生が自主実習や主体的に行う活動等を通して、保育職の魅力を

認識・再認識できる機会を提供していた。さらに、保育現場との協働や学生の保育参画、卒業生への

リカレント教育を保育士養成カリキュラムに反映させ、保育士養成、保育士のキャリアップを連動さ

せることにより、保育の質の向上や保育人材の輩出を見据えている養成校もみられた。 
 以上のことから、学生が主体的に保育職に就職するためのキャリア支援等については、養成校内外

の連携により、学生に対するきめ細かな教育・支援を行う重要性を改めて理解することができた。 
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第２部 指定保育士養成施設養成卒業者の内定先等に関する調査  

Ⅰ．卒業予定者に対する質問紙調査 

１．調査の目的・方法 
（１）調査の目的 

保育士資格取得者が保育の担い手になるために必要な方策について示唆を得るため、保育士養

成校で保育士資格を取得予定の者を対象とした質問紙調査を実施することとした。本調査を通し

て、保育士資格取得者が保育士への就職に課題になっていることを明らかにし、保育士への就職

のための方策を提案する。 

（２）調査の方法 
①調査対象者 
 令和元年度保育士養成施設卒業予定者、5,532 名のうち、3,648 名から回答が得られた（回収率は

65.9％）。その内訳は、4 年制大学 1,517 名、短期大学 1,747 名、専門学校（学生を対象とする調

査の実施上の配慮のため「専修学校」ではなく「専門学校」と記載）384 名であった。なお、調

査対象者が在籍する保育士養成施設は全て、幼稚園教諭免許状（1 種もしくは 2 種）が取得可能

な施設であった。 
②調査時期 

卒業予定者に調査用紙の配布を許可いただいた保育士養成施設に、令和元年 11 月中旬に調査用

紙を送付し、令和元年 12 月 7 日までの返送を依頼した。 
③調査方法と手続き 

卒業予定者に調査用紙の配布を許可いただいた保育士養成施設 59 施設（4 年制大学：27 施設、

短期大学：22 施設、専門学校：10 施設）に、卒業予定者数分の調査用紙を送付し、卒業予定者への

配布を依頼した。卒業予定者は、調査用紙に記入後、返信用封筒に入れて、各自で返送するように

依頼した。 

④調査内容 

 調査内容は以下の通りである。 
【設問 1】フェイスシート 
 性別、年齢、所属する学校の所在地、所属する学校の種類（4 年制大学、短期大学、専門学校、

その他）、取得見込みの資格・免許、就職支援・相談の有無や相手、就職先について 
【設問 2】保育職の就職について（就職先・希望先が保育職の方のみ） 
 保育職への就職を決めた時期とその理由、就職活動の状況、就職先が決まった時期とその所在地、

就職先を決める上で重視したことについて 
【設問 3】一般職の就職について（就職先・希望先が一般職の方のみ） 
 一般職への就職を決めた時期とその理由、就職活動の状況、就職活動を始めた時期、就職先が決

まった時期、就職先を決める上で重視したことについて 
【設問 4】就職を希望していない理由（就職を希望していない方のみ） 
⑤分析方法 

 数量的データについては統計ソフト SPSS（IBM 社）を使用し分析を行った。各設問項目につい

て、単純集計を行った後、関連があると考えられる各設問項目とのクロス集計等を行った。 
⑥倫理的配慮 

研究目的と調査方法の概要、結果の処理方法及び成果の発表方法、プライバシーの保護に関する

事項、研究協力の任意性及び協力しないことによる不利益が生じないことを書面にて説明し、回答

の返送をもって調査への同意が得られたこととした。 
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2．調査の結果 

（１）回答者の属性 

①所属する学校の種類について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-1 所属校の種類 

 
所属する学校の種類については、「4 年制大学」（41.6％）、「短期大学」（47.9％）、「専門学校」

（10.5％）であった。 
 
②性別・年齢について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-2 性別人数割合 

 

性別と年齢について、「女性」（95.7％）、「男性」（4.0％）、「その他」（0.1％）、「無回答」（0.2％）

で、平均年齢は 21.2 歳であった。 
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図表 2-1-3 性別人数割合（4 年制）       図表 2-1-4 性別人数割合（短大・専門） 

 

4 年制と短大・専門学校別にみると、4 年制では「女性」（96.1％）、「男性」（3.9％）、平均年齢は

22.0 歳であった。短期大学と専門学校では、「女性」（95.8％）、「男性」（4.0％）、「その他」（0.1％）、

平均年齢は 20.6 歳であった。 
 

（２）卒業時に取得できる資格・免許について（取得見込み・取得予定・受験資格含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-5 取得見込みの資格及び免許 

 
卒業時に取得見込みの資格・免許について、「保育士」（96.7％）が最も高く、次いで「幼稚園教

諭（1 種・2 種）」（93.0％）、「社会福祉主事任用資格」（22.8％）、「その他」（6.0％）、「小学校教諭」

（5.3％）、「特別支援学校教諭」（1.0％）、「社会福祉士国家試験受験資格」（0.8％）であった。 
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図表 2-1-6 取得見込みの資格及び免許（4 年制） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-7 取得見込みの資格及び免許（短大・専門） 

 
4 年制と短大・専門学校を比較すると、どちらも「保育士」が最も高かった（4 年制：95.6％、

短大・専門学校：97.8％）。また、「保育士」以外では、4 年制では「幼稚園教諭（1 種・2 種）」（92.4％）、

「社会福祉主事任用資格」（17.2％）、「小学校教諭」（12.8％）、「特別支援学校教諭」（2.4％）、「社会

福祉士国家試験受験資格」（1.9％）と多岐にわたり、短大・専門学校では主に「幼稚園教諭（1 種・

2 種）」（93.8％）と、「社会福祉主事任用資格」（27.1％）であった。 
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（３）就職支援や相談について 
①所属学校で実施されている就職支援のためのセミナーや講座等への参加について 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-8 就職セミナーへの参加の有無 

 
所属学校で実施されている就職支援のためのセミナーや講座等への参加の有無について、「ある」

（79.2％）、「ない」（11.9％）、「分からない」（8.0％）、「無回答」（0.9％）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-9 就職セミナーへの参加の有無（4 年制）  図表 2-1-10 就職セミナーへの参加の有無（短大・専門） 

 
4 年制と短大・専門学校別に「ある」と回答した者の割合を比較すると、4 年制（81.7％）が短

大・専門学校（77.6％）より 4.1％高かった。また、「ない」「分からない」の割合を合わせると、ど

ちらも約 2 割を占めた（4 年制：17.9％，短大・専門学校：21.5％）。 
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②就職に関する相談について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-11 就職に関する相談の有無 

 
就職に関する相談の有無について、「ある」（82.5％）、「ない」（14.5％）、「無回答」（3.1％）であっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-12 就職に関する相談の有無（4 年制）   図表 2-1-13 就職に関する相談の有無（短大・専門） 

 
4 年制と短大・専門学校別に「ある」と回答した者の割合を比較すると、どちらも同程度の割合

であった（4 年制：82.6％，短大・専門学校：82.7％）。 
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③就職に関する相談相手について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-14 就職に関する相談相手 

 
②で「ある」と回答した者が就職に関する相談を行った相手について、「学校の教員」（76.0％）

が最も高く、次いで「家族」（55.4％）、「友人や先輩」（52.6％）、「学校の就職に関わる専門のスタ

ッフ」（51.8％）、「学校の実習に関わる専門のスタッフ」（13.2％）、「ハローワークの職員」（4.1％）、

「民間の人材紹介会社の職員」（2.9％）、「その他」（1.5％）であった。 
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図表 2-1-15 就職に関する相談相手（4 年制） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-16 就職に関する相談相手（短大・専門） 

 
4 年制と短大・専門学校を比較すると、どちらも「学校の教員」（4 年制：72.6％,短大・専門学

校：78.3％）が最も高かった。4 年制では、「学校の就職に関わる専門のスタッフ」（59.9％）が次に

高く、次いで「友人や先輩」（59.0％）、「家族」（55.0％）、「学校の実習に関わる専門のスタッフ」

（13.7％）であった。短期大学・専門学校では、「家族」（56.1％）が次に高く、次いで「友人や先

輩」（48.3％）、「学校の就職に関わる専門のスタッフ」（45.7％）、「学校の実習に関わる専門のスタ

ッフ」（12.8％）であった。4 年制は、短大・専門学校よりも学校関係者に相談する者が多い傾向が

みられた。 
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（４）就職について 
①就職先の決定について【調査時（2019 年 11 月 18 日～12 月 7 日）における回答】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-17 就職先の決定について 

 
就職先の決定の有無について、「決まっている」（71.9％・2624 名）、「決まっていない」（24.2％・

881 名）、「就職を希望していない」（3.3％・122 名）、「無回答」（0.6％・21 名）であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-18 就職先の決定について（4 年制）    図表 2-1-19 就職先の決定について（短大・専門） 

  
4 年制と短大・専門学校を比較すると、どちらも「決まっている」が最も高く、4 年制は短大・専

門学校よりも 15.6％高かった（4 年制：81.2％，短大・専門学校：65.6％）。また、「決まっていな

い」（4 年制：16.7％，短大・専門学校：29.4％）、「就職を希望していない」（4 年制：1.7％，短大・

専門学校：4.6％，）について、どちらも短大・専門学校が 4 年制より高かった。 
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②就職決定先もしくは希望就職先について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-20 就職決定先もしくは希望就職先 

 
①で就職先が「決まっている」または「決まっていない」と回答した者の就職決定先もしくは希

望就職先について、「私立保育所」（33.5％）が最も高かった。次いで「私立幼稚園」（16.0％）、「公

立保育所」（15.5％）、「認定こども園」（12.2％）であった。さらに、「一般職（一般企業等）」

（7.1％）、「保育所以外の児童福祉施設」（4.4％）、「障害者支援施設」（2.9％）、「小学校」

（1.7％）、「公立幼稚園」（1.3％）である。また、保育現場別では、保育所（「公立保育所」・「私

立保育所」）（49.0％）、幼稚園（「公立幼稚園」・「私立幼稚園」）（17.3％）であり、幼稚園よ

りも保育所に就職する学生が 31.7％高い。 
 

 なお、本報告においては、就職先もしくは希望就職先として、「公立保育所」・「私立保育所」・「認

定こども園」・「保育所以外の児童福祉施設」・「公立幼稚園」・「私立幼稚園」・「障害者支援施設」・「老

人福祉施設」と回答している「保育職」（85.9％・3,007 名）、「一般職（一般企業等）」・「ＮＰＯ」・

「公務員（保育所・幼稚園以外）」と回答している「一般職」（8.9％・312 名）、「小学校」・「特別支

援学校」（1.8％・64 名）、「無回答」（3.5％・122 名）、「就職を希望していない」（3.3％・122 名）

であった。また、「保育職」に関しては、4 年制（78.2％・1,139／1,456 名）、短大・専門学校（91.4％・

1,811／1,981 名）であった。 
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図表 2-1-21 就職決定先もしくは希望就職先（4 年制） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-22 就職決定先もしくは希望就職先（短大・専門） 

 
4 年制と短大・専門学校を比較すると、どちらも「私立保育所」が最も高く、短大・専門学校は 4

年制よりも 15.6％高かった（4 年制：24.7％，短大・専門学校：40.3％）。4 年制では、「公立保育

所」（21.5％）が次に高く、次いで「私立幼稚園」（18.3％）、「一般職（一般企業等）」（12.6％）、

「認定こども園」（6.7％）、「小学校」（4.0％）、「保育所以外の児童福祉施設」（3.6％）であ

った。一方、短大・専門学校では「認定こども園」（16.2％）が次に高く、次いで「私立幼稚園」

（14.4％）、「公立保育所」（10.9％）、「保育所以外の児童福祉施設」（5.0％）、「障害者支援

施設」（3.7％）、「一般職（一般企業等）」（3.1％）であった。4 年制と短期大学・専門学校の違

いとして、「公立保育所」において 4 年制が 10.6％高い。 
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③保育職もしくは保育職以外を選択する要因 
 保育職を選ぶかどうか（0=保育職以外を選択（「小学校・特別支援学校」及び「一般職」を選択）、

1=保育職を選択）を基準変数としたステップワイズ法よる正準判別分析を行った。説明変数には、

「性別」（1=女性、2=男性）、「取得予定の資格数」（0～5 個）、「学校種」（1=4 年制大学、2=短期大

学、3=専門学校）の 3 変数を用いた。 
 分析の結果、いずれも説明変数として有意であり（Wilks のλ=.93, χ２=236.76, p<.001）、70.4％
を予想していた。保育職を選択した群のグループ重心の値は.10 であり、それ以外の進路を選択し

た群のグループ重心の値は－.76 である。説明変数のうち、標準化判別係数の絶対値が最も大きい

のは、「学校種」（.90）であり、学歴が高いほど保育職以外の進路を選択する傾向にあった。「取得

予定の資格数」（.51）については資格の数が多いほど、「性別」（－.25）については、男性の方が保

育職以外の進路を選択する傾向が見られた。なお、「学校種」と「取得予定の資格数」の相関係数は

－.11（p<.001）であり、ごく弱い相関が見られ、4 年制大学の学生の方が若干多い傾向にあるが、

上記の結果から、保育職を選択するかどうかについては、資格の数の多さよりも、学歴の違いその

ものの方が大きな要因となっていることが分かった。 
 
④就職を希望していない理由について（分析対象：122 名） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-23 就職を希望していない理由 

 
就職を希望していない理由について、「大学院等への進学をすることが決まっている、もしくは

希望しているから」（57.4％）が最も高かった。次いで「その他」（19.7％）、「働きたいと思う

仕事が見つからないから」（9.8％）、「アルバイトを続けたいと考えているから」（7.4％）、「所

属する学校を卒業できないから」と「実家の稼業を継ぐことが決まっているから」がどちらも 1.6％
であった。 

 
 

─ 120 ─



- 13 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表 2-1-24 就職を希望していない理由（4 年制） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-25 就職を希望していない理由（短大・専門） 

 
4 年制と短大・専門学校を比較すると、どちらも「大学院等への進学をすることが決まっている、

もしくは希望しているから」が、最も高かった（4 年制：52.0％，短期大学・専門学校：59.4％）。

4 年制では、次いで「その他」（36.0％）、「アルバイトを続けたいと考えているから」（8.0％）、「働

きたいと思う仕事が見つからないから」（4.0％）で、短期大学・専門学校では、次いで「その他」

（15.6％）、「働きたいと思う仕事が見つからないから」（11.5％）、「アルバイトを続けたいと考え

ているから」（7.3％）、「所属する学校を卒業できないから」（2.1％）、「実家の稼業を継ぐこと

が決まっているから」（2.1％）であった。 

52.0%

36.0%

8.0%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

大学院等への進学をすることが決まってい

る、もしくは希望しているから

その他

アルバイトを続けたいと考えているから

働きたいと思う仕事が見つからないから

所属する学校を卒業できないから

実家の稼業を継ぐことが決まっているから

無回答 (n=25)
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「その他」については全体を合わせて 23 件の回答があったが、専門学校では 1 件のみであった。

自由記述の内容から、4 年制大学・短期大学ともに「結婚・妊娠」「留学」「フリーターなど自分の

好きなことをやりたい」が「その他」の進路として挙げられていた。また、短期大学では「専攻科

への進学」や「大学への編入」が含まれていた。 
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＜就職決定先または就職希望先が保育職（保育士・幼稚園教諭）の方＞（分析対象：3,007 名） 
 

（５）保育職への就職を目指すことを決めた時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-26 保育職への就職を目指すことを決めた時期（4 年制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-27 保育職への就職を目指すことを決めた時期（短大・専門） 

 

保育職への就職を目指すことを決めた時期について、4 年制と短大・専門学校を比較すると、「入

学前」が 4 年制（81.1％）、短大・専門学校（87.0％）であり、短大・専門学校の方が 5.9％高かっ

た。また、「入学後」では、4 年制では「3 年生後期」（4.2％）、「4 年生前期」（5.7％）と 3 年生後

期から 4 年生前期にかけて、短大・専門学校では「2 年生前期」（4.1％）、「2 年生後期」（4.3％）と

2 年次に比較的集中していた。 
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（６）保育職への就職を目指すことに決めた理由 

①全体及び 4 年制と短大・専門学校による違い 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-28 保育職への就職を目指すことに決めた理由 

 

 保育職に就職を目指すことに決めた理由については、「保育者になることが夢だったから」（78.6％）

が最も高く、次いで「資格・免許が取得できるから」（25.2％）、「授業を通して保育の面白さや、や

りがいを感じたから」（24.5％）であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-29 保育職への就職を目指すことに決めた理由（4 年制） 
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図表 2-1-30 保育職への就職を目指すことに決めた理由（短大・専門） 

 

 4 年制と短大・専門学校を比較すると、どちらも「保育者になることが夢だったから」が、4 年制

（78.0％）、短大・専門学校（79.1％）と、最も高かった。次いで高かったのは、4 年制では「授業

を通して保育の面白さや、やりがいを感じたから」（31.9％）、「資格・免許が取得できるから」（28.3％）

であった。一方、短大・専門学校では「資格・免許が取得できるから」（23.2％）、「授業を通して保

育の面白さや、やりがいを感じたから」（20.0％）であった。 
 

②学校種による違い 

 （４）③「保育職もしくは保育職以外を選択する要因」の正準判別分析により、学校種が保育職

を選択するひとつの基準となりうることが明らかになった。そこで、さらに学校種によって、保育

職への就職を目指すことに決めた理由に違いがあるかどうかを検証した。 
 学校種によって、14 の選択肢を選ぶ割合に偏りがあるかどうかを検証するため、χ２検定を行っ

た。残差分析も含めて行った結果、まず 4 年制で有意に選択した割合の高かった項目は、「授業を通

して保育の面白さや、やりがいを感じたから」（χ２（2）=64.67、p<.001）、「実習が楽しかったか

ら」（χ２（2）=64.67、p<.05）、「資格・免許が取得できるから」（χ２（2）=10.59、p<.01）、「就職

しやすいと思ったから」（χ２（2）=12.15、p<.01）、「給与・福利厚生が充実しているから」（χ２（2）
=20.08、p<.001）、「休暇の保障や労働時間が適切であるから」（χ２（2）=13.26、p<.01）の 6 項目

であった。 
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図表 2-1-31 授業を通して保育の面白さや、やりがいを感じたから 

 

 

 

図表 2-1-32 実習が楽しかったから 

 

 

 

図表 2-1-33 資格・免許が取得できるから 

 

 

 

図表 2-1-34 就職しやすいと思ったから 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

792 1193 286 2271

-7 .4 4 .0 5 .1

369 324 43 736

7 .4 -4 .0 -5 .1

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

973 1326 292 2591

-3 .0 2 .0 1 .4

188 191 37 416

3 .0 -2 .0 -1 .4

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

831 1162 256 2249

-3 .2 2 .3 1 .3

330 355 73 758

3 .2 -2 .3 -1 .3

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

1048 1424 305 2777

-3 .4 3 .2 0 .3

113 93 24 230

3 .4 -3 .2 -0 .3

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり
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図表 2-1-35 給与・福利厚生が充実しているから 

 

 

 

図表 2-1-36 休暇の保障や労働時間が適切であるから 

 

 

 

続いて、短期大学の学生の選択が有意に高い項目は「保育者になることが夢だったから」（χ２（2）
=11.40、p<.01）、専門学校の学生の選択が有意に高い項目は「実習先に誘われたから」（χ２（2）
=9.88、p<.01）であった。 

その他、「実習で保育をすることに自信がもてたから」「実習で保育者の指導や対応が良かったか

ら」「実習で保育者同士の人間関係や園の雰囲気が良かったから」「学校の教員に勧められたから」

「家族や知人に勧められたから」「キャリアアップができるから」といった項目については、有意な

差は見られなかった。 
 

図表 2-1-37 保育者になることが夢だったから 

 

 

 

図表 2-1-38 実習先から誘われたから 

 

 

 

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

1106 1495 321 2922

-5 .0 4 .6 0 .5

55 22 8 85

5 .0 -4 .6 -0 .5

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

1135 1507 326 2968

-3 .6 3 .1 0 .7

26 10 3 39

3 .6 -3 .1 -0 .7

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

255 298 92 645

0 .5 -2 .4 3

906 1219 237 2362

-0 .5 2 .4 -3

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

1136 1466 311 2913

2 .4 -0 .7 -2 .6

25 51 18 94

-2 .4 0 .7 2 .6

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり
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（７）就職活動 

①第一希望の就職先（公立・私立） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-39 就職先第一希望 

 

 就職先として公立と私立のどちらを希望したかについては、私立（70.8％）、公立（26.9％）であ

った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図表 2-1-40 就職先第一希望（4 年制）       図表 2-1-41 就職先第一希望（短大・専門） 

 

 4 年制と短大・専門学校別にみると、私立が 4 年制（62.1％）、短大・専門学校（76.7％）、公立

が 4 年制（36.6％）、短大・専門学校（20.5％）であり、4 年制の方が公立を第一希望にする割合が

高かった。 
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②就職先を決めるにあたって重視したこと 

ア）全体及び 4 年制と短大・専門学校による違い 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-42 保育職への就職先を決めるにあたって重視したこと 

 

 就職先を決めるにあたって重視したことについては、「園の保育理念・方針や保育内容が自分にあ

っている」（55.6％）が最も高く、次いで「職場の人間関係がよい」（48.2％）、「保育環境が充実し

ている」（47.1％）、「給与が適切である」（47.0％）であった。さらに、「休暇が保障されている」

（39.2％）、「福利厚生が充実している」（33.0％）、「家から近い」（31.7％）、「労働時間が適切であ

る」（30.3％）と、待遇や園の立地に関する理由が続いている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-43 保育職への就職先を決めるにあたって重視したこと（4 年制） 
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図表 2-1-44 保育職への就職先を決めるにあたって重視したこと（短大・専門） 

 

 4 年制と短大・専門学校を比較すると、最も高かったのはどちらも「園の保育理念・方針や保育

内容が自分にあっている」であり、4 年制（57.4％）、短大・専門学校（54.2％）であった。一方、

そのあとに続く結果は、上位に上がる項目やその順位に 4 年制と短大・専門学校で若干の違いがみ

られた。4 年制では、「給与が適切である」（52.8％）が次に高く、次いで「保育環境が充実してい

る」（47.1％）、「福利厚生が充実している」（44.5％）、「休暇が保障されている」（42.0％）、「職場の

人間関係がよい」（41.2％）であった。短大・専門学校では、「職場の人間関係がよい」（52.6％）が

次に高く、次いで「保育環境が充実している」（47.1％）、「給与が適切である」（43.2％）、「休暇が

保障されている」（37.3％）、「家から近い」（33.3％）であった。 
 

イ）学校種による違い 

「保育職もしくは保育職以外を選択する要因」【（４）③】の正準判別分析により、学校種が保

育職を選択するひとつの基準となりうることが明らかになった。そこで、さらに学校種によって、

保育職の就職先を決めるにあたって重視したことに違いがあるかどうかを検証した。 
学校種によって、12 の選択肢を選ぶ割合に偏りがあるかどうかを検証するため、χ２検定を行っ

た。残差分析も含めて行った結果、4 年制では、「給与が適切である」（χ２（2）=30.96、p<.001）、
「労働時間が適切である」（χ２（2）=16.27、p<.001）、「福利厚生が充実している」（χ２（2）=118.04、
p<.001）、「休暇が保障されている」（χ２（2）=6.95、p<.05）、「研修が充実している」（χ２（2）
=50.38、p<.001）、「キャリアアップできる環境がある」（χ２（2）=7.78、p<.05）、「就職の内定時

期が早い」（χ２（2）=7.80、p<.05）といった主に労働条件や環境に関する条件の良さが就職先選

定の決め手となっていることがわかる。 
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図表 2-1-45 給与が適切である 

 

 

 

図表 2-1-46 労働時間が適切である 

 

 
 

図表 2-1-47 福利厚生が充実している 

 

 

 

図表 2-1-48 休暇が保障されている 

 

 
 

図表 2-1-49 研修が充実している 

 

 

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

544 875 176 1595

-5 .4 5 .1 0 .2

617 642 153 1412

5 .4 -5 .1 -0 .2

合計 1161 1517 329 3007

あり

なし

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

767 1108 221 2096

-3 .4 4 .0 -1 .1

394 409 108 911

3 .4 -4 .0 1 .1

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

642 1122 251 2015

-10 .8 8 .2 3 .8

519 395 78 992

10 .8 -8 .2 -3 .8

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

672 953 204 1829

-2 .6 2 .3 0 .5

489 564 125 1178

2 .6 -2 .3 -0 .5

合計 1161 1517 329 3007

あり

なし

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

952 1383 291 2626

-7 .0 6 .4 0 .6

209 134 38 381

7 .0 -6 .4 -0 .6

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり
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図表 2-1-50 キャリアアップできる環境がある 

 

 
図表 2-1-51 就職の内定時期が早い 

 

 

 

続いて、短期大学や専門学校の学生の特徴であるが、下記の表からも見てわかるように、短期大

学の場合、労働条件や環境を重視する割合は 4 年制大学と比較して小さいと言える。ただし、「職場

の人間関係がよい」（χ２（2）=35.17、p<.001）については重視している。専門学校の学生は、福

利厚生の充実や内定時期を理由に挙げる割合とともに、「園の保育理念・方針や保育内容が自分にあ

っている 」（χ２（2）=13.69、p<.01）を選ぶ割合が有意に低い。 
 

 

図表 2-1-52 職場の人間関係がよい 

 

 
 

図表 2-1-53 園の保育理念・方針や保育内容が自分にあっている 

 

 
 
 
 

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

993 1351 291 2635

-2 .8 2 .4 0 .5

168 166 38 372

2 .8 -2 .4 -0 .5

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

1093 1445 322 2860

-2 .0 0 .4 2 .5

68 72 7 147

2 .0 -0 .4 -2 .5

合計 1161 1517 329 3007

あり

なし

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

681 720 158 1559

5 .9 -4 .9 -1 .5

480 797 171 1448

-5 .9 4 .9 1 .5

合計 1161 1517 329 3007

なし

あり

4年制大学 短期大学 専門学校 合計

493 666 177 1336

-1 .7 -0 .6 3 .6

668 851 152 1671

1 .7 0 .6 -3 .6

1161 1517 329 3007

なし

あり
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③保育職の就職に向けた活動 

保育職の就職に向けて、①所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧、②インターネットによる

園の情報収集、③ハローワークの求人票の閲覧、④人材紹介会社への登録、⑤就職フェアや合同説

明会への参加、⑥園（法人）説明会や園見学について、活動の有無、開始時期、頻度について尋ね

た結果は以下のとおりであった。 
 
ア）所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-54 所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-55 所属学校にある求人票及び就職資料の     図表 2-1-56 所属学校にある求人票及び就職資料の 
閲覧有無（4 年制）                   閲覧有無（短大・専門） 

 
所属学校にある求人票や就職資料の閲覧の有無について、「ある」と回答した者は 79.6％（2,394

名）であった。4 年制と短期大学・専門学校別に「ある」と回答した者の割合を比較すると、4 年制

大学（75.9％）より、短期大学・専門学校（82.1％）のほうが 6.2％高かった。 
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図表 2-1-57 所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧開始時期（4 年制） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-58 所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧開始時期（短大・専門） 

 
次に、「ある」と回答した者が閲覧を開始した時期は、4 年制では「4 年生前期」（46.4％）が最も

高く、次いで「3 年生後期」（21.8％）で、短期大学・専門学校では「2 年生前期」（43.2％）が最も

高く、次いで「2 年生後期」（29.2％）であった。 
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図表 2-1-59 所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧頻度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-60 所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧頻度（4 年制） 
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図表 2-1-61 所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧頻度（短団・専門） 

 
また、「ある」と回答した者が閲覧した頻度は、平均 4.9 回（range1－100 回）で、「3 回」（18.0％）

が最も高く、次いで「5 回」（16.7％）であった。4 年制と短期大学・専門学校別にみたところ、4 年

制では平均 5.0 回（range1－60 回）で、「3 回」（17.1％）と「5 回」（17.1％）が高かった。また、

短期大学・専門学校では平均 4.9 回（range1－100 回）で、「3 回」（18.5％）が最も高く、次いで

「5 回」（16.7％）で、4 年制と短期大学・専門学校では閲覧回数に顕著な違いは認められなかった。 
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イ）インターネットによる園の情報収集 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-62 インターネットによる園の情報収集有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-1-63 インターネットによる園の情報収集有無   図表 2-1-64 インターネットによる園の情報収集有無 
      （4 年制）                      （短大・専門） 

 
インターネットによる園の情報収集の有無について、「ある」と回答した者は 73.6％（2,214 名）

であった。4 年制と短期大学・専門学校別にみたところ、4 年制（75.2％）と短期大学・専門学校

（72.7％）のいずれにおいても、インターネットによる園の情報収集をしている者は 7 割を超えて

いた。 
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図表 2-1-65 インターネットによる園の情報収集の開始時期（4 年制） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表 2-1-66 インターネットによる園の情報収集の開始時期（短大・専門） 

 
次に、「ある」と回答した者が情報収集を開始した時期は、4 年制では「4 年生前期」（46.3％）が

最も高く、次いで「3 年生後期」（23.8％）で、短期大学・専門学校では「2 年生前期」（41.5％）が

最も高く、次いで「2 年生後期」（25.9％）であった。これらの時期は、4 年制と短期大学・専門学

校ともに、先の「所属学校にある求人票や就職資料の閲覧」の時期と重なっていた。 

─ 138 ─



- 31 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-67 インターネットによる園の情報収集頻度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-68 インターネットによる園の情報収集頻度（4 年制） 
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図表 2-1-69 インターネットによる園の情報収集頻度（短大・専門） 

 
また、「ある」と回答した者が情報収集した頻度は、平均 6.0 回（range1－100 回）で、「5 回」

（17.3％）が最も高く、次いで「10 回」（14.0％）だった。4 年制と短期大学・専門学校別に比較し

たところ、平均回数において、4 年制（6.9 回：range1－50 回）のほうが、短期大学・専門学校（5.4
回：range1－100 回）より高かった。そして、4 年制では「5 回」（18.5％）が最も高く、次いで「10
回」（16.2％）で、短期大学・専門学校では「5 回」（16.8％）が最も高く、次いで「2 回」（14.2％）

だった。 
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ウ）ハローワークの求人票の閲覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-70 ハローワークの求人票の閲覧有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2-1-71 ハローワークの求人票の閲覧有無         図表 2-1-72 ハローワークの求人票の閲覧有無 

（4 年制）                         （短大・専門） 

 
ハローワークの求人票の閲覧の有無について、「ある」と回答した者は 8.9％（268 名）で、「な

い」と回答した者は 81.3％であった。4 年制と短期大学・専門学校別にみたところ、4 年制（8.4％）

と短期大学・専門学校（9.2％）のいずれにおいても、ハローワークの求人票の閲覧をしている者は

1 割に満たなかった。 
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図表 2-1-73 ハローワークの求人票の閲覧開始時期（4 年制） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図表 2-1-74 ハローワークの求人票の閲覧開始時期（短大・専門） 

 
次に、「ある」と回答した者が閲覧を開始した時期は、4 年制では「4 年生前期」（52.1％）が最も

高く、次いで「4 年生後期」（19.8％）で、短期大学・専門学校では「2 年生前期」（36.5％）が最も

高く、次いで「2 年生後期」（34.7％）であった。このように、4 年制と短期大学・専門学校ともに、

卒業年度に入ってから閲覧を始める者が 7 割を超えていた。 
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図表 2-1-75 ハローワークの求人票の閲覧頻度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-76 ハローワークの求人票の閲覧頻度（4 年制） 
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図表 2-1-77 ハローワークの求人票の閲覧頻度（短大・専門） 

 
また、「ある」と回答した者が閲覧した頻度は、平均 3.7 回（range1－30 回）で、「1 回」（26.1％）

が最も高く、次いで「2 回」（15.3％）だった。4 年制と短期大学・専門学校別にみたところ、4 年

制では平均 4.1 回（range1－20 回）で、「1 回」（20.8％）が最も高く、次いで「2 回」（18.8％）だ

った。また、短期大学・専門学校では平均 3.5 回（range1－30 回）で、「1 回」（28.1％）が最も高

く、次いで「2 回」（13.8％）で、4 年制と短期大学・専門学校では閲覧頻度に顕著な違いは認めら

れなかった。 
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エ）人材紹介会社への登録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-78 人材紹介会社への登録有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-79 人材紹介会社への登録有無（4 年制）   図表 2-1-80 人材紹介会社への登録有無（短大・専門） 

 

人材紹介会社への登録の有無について、「ある」と回答した者は 10.2％（307 名）で、「ない」と

回答した者は 79.5％であった。4 年制と短期大学・専門学校別に「ある」と回答した者の割合を比

較すると、4 年制（15.3％）のほうが、短期大学・専門学校（7.1％）よりも 8.2％高かった。 
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図表 2-1-81 人材紹介会社への登録開始時期（4 年制） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-82 人材紹介会社への登録開始時期（短大・専門） 

 
 次に、「ある」と回答した者が登録を開始した時期は、4 年制では「4 年生前期」（45.4％）が最も

高く、次いで「3 年生後期」（21.3％）で、短期大学・専門学校では「2 年生前期」（40.3％）が最も

高く、次いで「2 年生後期」（24.0％）であった。これらの時期は、4 年制と短期大学・専門学校と

もに、先の「所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧」「インターネットによる園の情報収集」の

時期と重なっていた。 
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図表 2-1-83 人材紹介会社への登録数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-84 人材紹介会社への登録数（4 年制） 
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図表 2-1-85 人材紹介会社への登録数（短大・専門） 

 

また、「ある」と回答した者が登録した人材紹介会社の数は、平均 1.7 箇所（range1－20 箇所）

で、「1 箇所」（49.8％）が最も高く、次いで「2 箇所」（25.4％）だった。4 年制と短期大学・専門

学校別にみたところ、4 年制では平均 1.9 箇所（range1－20 箇所）で、「1 箇所」（46.6％）が最も

高く、次いで「2 箇所」（25.3％）だった。また、短期大学・専門学校では平均 1.5 箇所（range1－
5 箇所）で、「1 箇所」（55.0％）が最も高く、次いで「2 箇所」（24.8％）だった。 
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オ）就職フェアや合同説明会への参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-86 就職フェアや合同説明会への参加有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-87 就職フェアや合同説明会への参加有無    図表 2-1-88 就職フェアや合同説明会への参加有無 
      （4 年制）                      （短大・専門） 

 

就職フェアや合同説明会への参加の有無について、「ある」と回答した者は 53.4％（1,606 名）で

あった。4 年制と短期大学・専門学校別に「ある」と回答した者の割合を比較すると、4 年制（67.9％）

のほうが短期大学・専門学校（44.1％）より 23.8％高かった。 
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図表 2-1-89 就職フェアや合同説明会への参加開始時期（4 年制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

図表 2-1-90 就職フェアや合同説明会への参加開始時期（短大・専門） 

 
 次に、「ある」と回答した者が参加を開始した時期は、4 年制では「4 年生前期」（62.1％）が最も

高く、次いで「3 年生後期」（15.4％）で、短期大学・専門学校では「2 年生前期」（55.3％）が最も

高く、次いで「2 年生後期」（14.0％）であった。これらの時期は、4 年制と短期大学・専門学校と

もに、先の「所属学校にある求人票及び就職資料の閲覧」「インターネットによる園の情報収集」「人

材紹介会社への登録」の時期と重なっていた。 
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図表 2-1-91 就職フェアや合同説明会への参加頻度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-92 就職フェアや合同説明会への参加頻度（4 年制） 
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図表 2-1-93 就職フェアや合同説明会への参加頻度（短大・専門） 

 
また、「ある」と回答した者が参加した頻度は、平均 1.9 回（range1－10 回）で、「1 回」（44.2％）

が最も高く、次いで「2 回」（25.7％）だった。4 年制と短期大学・専門学校別にみたところ、4 年

制では平均 2.2 回（range1－10 回）で、「1 回」（37.3％）が最も高く、次いで「2 回」（23.7％）だ

った。また、短期大学・専門学校では平均 1.6 回（range1－10 回）で、「1 回」（51.4％）が最も高

く、次いで「2 回」（27.2％）だった。 
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カ）園（法人）説明会や園見学 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-94 園説明会や園見学の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-1-95 園説明会や園見学の有無（4 年制）   図表 2-1-96 園説明会や園見学の有無（短大・専門） 

 
園（法人）の説明会への参加や園見学の有無について、「ある」と回答した者は 67.2％（2,020 名）

であった。4 年制と短期大学・専門学校別に「ある」と回答した者の割合を比較すると、4 年制（70.0％）

は短期大学・専門学校（65.4％）より 4.6％高かった。 
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